
関西電力株式会社

高浜発電所第 2号機 i

使用前検査成績書

要 領 書 番 号  :原規規収第 1610072号 99

成績書管理番号 :2-17

鞠 平年
｀
/層

原子力規制委員会



使用前検査成績書

1発電所名    関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

2検査申請    検査申請一覧表のとおり

成績書管理番号 :2-17

3検査期日 自浴荊イ年/月必日

至溶れイ年/月ゼす占

4検査場所    使用前検査記録のとおり

5検査実施者   検査結果一覧表のとおり

6検査結果   検査結果一覧表のとおり

7添付資料    使用前検査記録



検査申請書番号

(申請年月日)

関原発第 321号 (平成 28年 10月 7日 )

関原発第435号 (平成 30年 3月 20日 )

関原発第 47号 (平成 30年 4月 20日 )

関原発第 203号 (平成 30年 7月 4日 )

関原発第 260号 (平成 30年 8月 20日 )

関原発第416号 (平成 30年 12月 5日 )

関原発第 505号 (平成 31年 2月 1日 )

関原発第 513号 (平成 31年 2月 6日 )

関原発第 4号 (平成 31年 4月 4日 )

関原発第 69号 (2019年 5月 16日 )

関原発第 116号 (2019年 6月 24日 )

関原発第 205号 (2019年 8月 23日 )

関原発第 511号 (2020年 1月 31日 )

F夕尋原発第 543号 (2020年 2月 26'日 )

関原発第 618号 (2020年 3月 24日 )

関原発第 23号 (2020年 4月 7日 )

関原発第 23号 (2021年 4月 30日 )

関原発第 293号 (2021年 8月 2日 )

成績書管理番号 :2-17

検査申請―覧表

上記以降の変更を検査申請書の変更申請により確認し表中に追記する。

ど



検査結果一覧表

成績書管理番号 :2-17

"

特記事項

軋

検査立会責任者

輩ン毯井亀惚子双7主
注挙術薯

、オ粥ラ″ ダ″と‖ノ必√ユ#女蕊承

原子力検査官

ぞ% ・ゑ

′

う″

検査結果

R

検査年月日

/鋤り4年

r月 2争 日



添付資料 1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

共通事項
成績書管理番号 :2-17

'険

査年月日:加
平

年 /月 寡争 日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 確認結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されてい

ること。

記録確認

検 査 をす る工事 の工

程、期 日及び場所が申

請 書 どお りで ある こ

と。

記録確認

工事計画の認可番号の

記載 が適切で ある こ

と。

記録確認

4



添付資料 3-1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

成績書管理番号 :2-17

‐      検査年月日 :み
昨 r戸 た 日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

確認事項 確認方法 結果 備考

申請者の品質記録が準備されていること。 記録確認

必要な図面等が準備されていること。 図面等確認

検査用計器が校正されており有効期限内である

こと及び必要な測定範囲、測定精度を有してい

ること。

記録確認

系統構成が完了していること。

;



関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

(三号検査)

添付資料 3〒 2

使用前検査記録

成績書管理番号 :2-17

検奪年月日 i/湧り平
年 /角 乏す 日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

検 査 対 象

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設

燃料取扱設備

新燃料又は使用済燃料を取扱う機器

使用済燃料ピットクレーン 別添 1参照

検査項目 判定基準 検査結果 検査方法

系統機能検査

・動力源喪失検査

・過荷重検査

系統運転性能検査

・容量確認検査

設備及び機器が工事計画に従い製作

され、据付けされ、所定の性能を有し

ており、技術基準に適合するもので

あること。

備考

・記録確認は、工事計画に基づき申請者が行った試験・検査の品質記録 (※)による。

※ 適合性確認検査成績書の識別番号 :T2-3-0101

・目視で確認した範囲 :添付資料 3-3参照

※ 1:No.2ホイス トにおいて、動力源喪失検査および容量確認検査について記録確認を実施。

`



添付資料 3-3

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

(立会検査)        :
成績書管理番号 :2-17

検査年月日 :ノ

今和 平 年 r 
月 皇← 甲

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

検査対象設備名 項 目 測定値等 検査結果 検査方法

使用済燃料ビットクレーン

(別添2参照)

動力源喪失検査 R

目視
※

過荷重検査 負

容量確認検査
※1

へ
備考

※ :No.1ホイス ト :動力源喪失検査、過荷重検査、容量確認検査について実施

No.2ホイスト :過荷重検査について実施 |

※1:使用済み燃料ラックヘの挿入および取出しのアドレス

No.kホイストiO-13

破損燃料保管容器ラックヘの挿入および取出しのアドレス

No,1ホイストiC

7



設 備 概 要

工事計画本文 (原規規発第1606105号 (平成28年6月 10日 認可 )

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設

力観圧水型奏竃周原子静旅設に係るもの1寺 あつては、次α)事 1買

1 燃料取扱設 ltt tこ 係る次の事項

く1)新燃掛又は使用済燃料を取扱 う機器の名称、種類、容量、主‐要・寸法、材料、個数及び歌付箇所

∞

t注 1)碑うこ較の道正 rヒ を行 うし雛工事計画書には
'燃

料 すン トクレー シJと 記哉
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別添1(2/4)2022年 1月 25日
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工事計画本文(関原発第123号 (平成30年5月 24日 )にて軽微変更届出)

核燃料物質の駁扱施設及び峰F農 施設

力綱肝水理埓竃用原子炉施設 ti係 る t,お 1こ か)●j‐、
‐

f主 、次の事項

ユ 燃料取披設備 1こ 係る次 ′ヽ,寧壊

(1)新然甜 文は錠用済黙糾を取 り扱 う手整器
`/)名
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関西電力株式会社

高浜発電所第 2号機

使用前検査成績書

要 領 書番 号  :原規規収第 1610072号 99

成績書管理番号 :2-18     ｀

今!ん弼年、す月

原子力規制委員会

|

|

|

|

|

|



使用前検査成績書

1発電所名    関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

2検査申請    検査申請一覧表のとおり

3検査期日 かんS年
'月

2つ占

易 ぎ年j月 2οH

4検査場所    使用前検査記録のとおり

5検査実施者   検査結果一覧表のとおり

6検査結果    検査結果一覧表のとおり

7添付資料    使用前検査記録

成績書管理番号 i2-18

自

　

　

至



検査申請書番号

(申請年月日)

関原発第 3

関原発第 4

関原発第

関原発第 2

関原発第 2

関原発第 4

i関原発第 5

関原発第 5

関原発第

関原発第

関原発第 1

関原発第 2

関原発第 3

関原発第 5

関原発第 6

関原発第

関原発第

21号

35号

47号

03号

60号

16号

05号

13号

4号

69号

16号

05号

11号

43号

18号

23号

23号

(平成 28年 10月  7日 )

(平成 30年 3月 20日 )

(平成 3o年 4月 20日 )

(平成 30年 7月  4日 )

(平成 30年 8月 20日 )

(平成 30年 12月  5日 )

(平成 31年 2月. 1日
)

(平成 31年 2月  6日 )

(平成 31年 4月  4日 )

(2019年  5月 16日 )

(2019年  6月
'24日

)

(2019年  8月 23日 )

(2020年 1月 31日 )

(2020年
｀

2月 26日 )

(202‐ 0年  3月 24日 )

(2020年  4月  7日 )

(2021年  4月 30日 )

成績書管理番号 :2-18

検査申請■覧表

上記以降の変更を検査申請書の変更申請により確認し表中に追記する。

え



検査結果一覧表

成績書管理番号 :2■ 18

ω

特記事項

な し

検査立会責任者

努宅l†R像争 主任技術者

√イ多イ'夕賓杉とすと滅鯛豚

原子力検査官

エァ彩災男

孝テR み

検査結果

捷

検査年月日

瑳驀ミ卒
す月ぇθ日



添付資料 l

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

共通事項
成績書管理番号 :2-18

検査年月日 1浴殊′J年 す 月 29日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 確認結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されてい

ること。

記録確認

検 査 をす る工事 の工

程、期 日及び場所が申

請書 どお りで あるこ

と。

記録確認

工事計画の認可番号の

記載が適切であるこ

とを

記録確認

4



添付資料 3-1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

成績書管理番号 :2-18

検査年角日 :全角 3年 ∫ 月 ZO日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

確認事項 確認方法 結果 備考

申請者の品質記録が準備されていること。 記録確認

必要な図面等が準備されていること。 図面等確認

検査用計器が校正されており有効期限内である

こと及び必要な測定範囲、測定精度を有してい

ること。

記録確認

系統構成が完了していること。 縞

す



添付資料 3-2

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

成績書管理番号 :2-18

検査年月自 :俊鳥 3年 j月 20日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

検 査 対 象

検査範囲 :原子炉冷却系統施設

余熱除去設備

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備

安全弁及び逃がし弁 (常設):2個 (2V-8708A,B)  別添 1参照

検査項目 判定基準 検査結果 検査方法

。動作検査

佐 徹 宝ι継

騨 k療と

設備及び機器が工事計画に従い製作

され、据付けされ、所定の性能を有し

ておりt技術基準に適合するもので

あること。

皮
I

備考

・記録確認は、工事計画に基づき申請者が行った試験 ,検査の品質記録 (※ )イとょる。

※ 適合性確認検査成績書の識別番号 :T2-3-0204´ (追加検査)

。日視で確認した範囲 :添付資料3-3参照

・驀ド2V′‐:り o争ぉ持ぅヽ 1'磁荘“

b



添付資料 3-3

´
関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

(立会検査)      |
成績書管理番号 :2-18

淡査年月日 :透ン徹
jtt j tt zο

日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

検査対象設備名 項 目 測定値等 検査結果 検査方法

2V-8708B

動作検査

吹出圧力 (MPa)
別添 2参照 く́

目視

動作検査

吹出量 徹g/hl
別添 2参照 挺

備考

/



関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

検査用計器一覧表

添付資料 3-4

成績書管理番号 12-18
検査年月日 厖沙修じ 年 ■ 月20日

検査項目 検査用計器 管理番号 測定範囲 測定精度
校正年月日

有効期限
備考

動作検査 圧力計
2020,8.20

2021.8. と9

動作検査 圧力計
2020.8.26

2021.8.25

以下余白

B



設 備 概 要
工事計画本文 (原規規発第 1606105号 (平成 28年 6月 10日認可))(1/2)

式

原子炉冷却系統施設       ～

加圧水型発電用原子炉施設に係るもの (蒸気タービンに係るものを除く。)にあっては次の事項

6 余熱除右設備に係る次の事項

(5)安全弁及び逃がし弁の名称(種類、吹出属力、吹出量、主要寸法、材料、1駆動方法、個教及び取付箇所

・常設

(注 l,記裁の速正化を行うξ既1li事計 L由1書 にt主 「弁′イ」称」と記載

(注イ)記栽の適正化を行う.既工事計画書には 「ゼ…8708A、 BJを 記紋

(注 3〉 非常用舟irと、冷ケミユ設備そ(ア)他原子炉注水設備と禁用

(注4)記綬♂)適正化を行う 既 J!i事 岳r画稗には「逃と弁1と 記敏

(次ぺ‐ジに続く)

Ｍ
」
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ω
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０
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要ゼ、
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画
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水
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配

I麓

I虚

ト

法 (注 1争

数

|ノ l

停|

親ス

ヨW-870も B

】余熱除去ホシア入園ラ イう

?V-8708A

A余 熱除去ホンフ入ロライン '・ 11'

統    名

イ ン 名 〉

系

く
　
設取

付
舗
け,

I 
呼   び   f益・ t' I mlれ

げ)ど 認:ザ )径 1積 m

l弁 旺 r4て',径
l n韓

料 (弁  箱 )|に 1"

平衡形 `中
Ⅲ

称
tti'

‐
■
‐‐―` ―‐―、 ___

t秘 左

類

名

種

?V-87bSA、  B(注ゼ′

変 更 前

7511上 ,ヽ

39 1'｀
いつ`

変更後

2V-3?08At B(:お と
'



つ

工事計画本文 (原規規発第 1606105号 (平成 28年 6月 f10断瀬朝 )(2/2)

も

(れ6)既 Iえ事計画春に記載がないため記救の適正化を行う上記裁
'テ

苺容 t‡ 、護計闊審tこ よる。

(注0)S:単位に狭蕪した t,の である。
ア  ヽ

(注 7)記栽 (′,進正子ヒを行う。既工事計画善には r白 径」と記載
′

(注8)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「33X48Jと 記載  ′

(注9)公称値

(注 10)記載の速正 rヒ を行う。既二こ事計画審には「本体材料」を記較  ―  、

(注 ユ十)記載(′)適工化を行う。既工事計画書 1こ は
'ス

テンレス鋼」と記較

(注 12)記載 (′)適正rヒを行 う。既工事計画書41は 「駆動方式」を記載

(注 13)記載の道正化を行う。斑転事計画書とこは「取付イ固所Jと 譴載

(注 11)記栽の適正化を行うし既工事計瞬範
~書

に1ま 「余熱除去ボンブ人ロライン」と記織 .

J〉選
営郭

ユ
　
　
（尚
＼ば一）

ω
補
　
衝
沌
”
０
ロ



工事計画本文 _(関原発第 123号 (平成30年 51月 24日 )にて軽微変更届出)(1/2)
原子炉冷却系統施設

加圧水型発電用原子炉施設に係るもの (燕気タービンに係るものを除く。)にあつては次の事項

6 余烈除着刻篇I【係る次の事項

(5)安全弁及び逃がレ弁の名称、種類(吹出圧力、吹出量、主要寸法、材料、騨動方法、個数及び取付箇所

_ ・常設

ゝ
ヽ

迎
朝

ユ

↓
朝
コ
ω

（ω
＼
一
）

紺
　
観
れ
博
０
ロ

′
く
、

,76,025以 上

3.l

士電吹

lヽPa吹   出   圧   力

量  kg/h/鰤

変 更 舶 変更後

′
字l 称 2V-876sA、  B(津 1,

種 類 平衡形

呼 び 径 75(F主 之〕

主
要
寸
族

の  ど 部  の 径 73(ユI命〕

弁  駆  日 の  径 mm

リ フ ト mm
i 

‐
― ―

一

材  料  ( 弁  箱  ) SCS14A
変更な し

駆 動 方 法

綱 救

系 統 名 2V… 870SA

A余熱除去ボンフ入阿ライン

2V-8708B
~B余

熱除去ポンプ入爾ライン(ラ イ ン 名 _)

取
付
衝
所

設    置    床

総 水

II

防 ti (′ )

山  番  号

途 水 防 誇 上 の

配 慮 が ぢビ、要 な 高 さ
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工事計画本文 (関原発第 123号 (平成30年 5月 24日
・
)にて軽微変更届出)(2/2)

(|■ 1)拶 F常 )樹 炉心冷漁I設備そィ)他原子炉注本設備と兼用

(注望)ヽ公称値についてじ〉注記が平成ウ8勺 i6月 10日 付け原規規義第1606105呼・にて認。「された既 _監 事書,幽
‐
書に記較がないため記歳げl適正化

を行うと公称値   、           |
(注3)公称値                                              ́ …

ヽ
ト

J〉迎
曽頚

ユ
　
　
（ヽ
＼
ヽ
）

ω
韓

伽
油
”
〇
団



備考

a只故五カ互義r_聰■_

備考

※1:許容値はJISによる。

※2:許容値は工事計画による。

確認値

ぎtノど陀ユ
′

1卑ケθ恋

許容値

&03～ 3.17挙
1

176,025以上※
?

工事計画

記載値

3.1

176,025以上

項目

(単位)

吹出圧力

lMPal

吹出量

(kg/hl′

検査姑象

2V下 8708B

＼ミ

゛
一恭
ド



関西電力株
′
式会社

高浜発電所第,2号機

使用前検査成績書

要 領 書 番 号  :原規規収第 1610072号 99

成績書管理番号 :2-19

浴稗 3年 ど月

原子力規制委員会



使用前検査成績書
―

1発電′
~斤

名 関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

2検査申請    検査申請一覧表のとおり

B検査期日 自今紳 θ年0月 ノタ日

至雅減仲 a ttθ 戸ノ7日

4検査場所    使用前検弯記録のとおり

5検査実施者   検査結果一覧表のとおり

6検査結果   
―
検査結果一覧表のとおり

7添付資料    使用前検査記録

成績書管理番号 :2■ 9

ア



成績書管理番号 :2-19

検査申請一覧表

上記以降の変更を検査申請書の変更申請により確認し表中に追記する。

関原発第 32

関原発第43

関原発第 4

関原発第20

関原発第 26

関原発第41

関原発第 50

関原発第 51

関原発第

関原発第 6

関原発第 11

関原発第 20

関原発第 51

関原発第 54

関原発第 61

関原発第 2

(平成 28年 10月 7日 )

(平成 30年 3月 20日 )

(平成 30年 4月 20日 )

(平成 30年 7月  4日 )

(平成 30年 8月 20日 )

(平成 30年 12月 5日 )

(平成 31年 2月  1日 )

(平成 31年 2月  6日 )

(平成 31年 4月  4日 )

(2019年 5月 16日 )

(2019年 6月 24日 )

(2019年 8月 23日 )

(2020年 1月 31日 )

(2020年 2月 26日 )

(2020年 3月 24日 )

(2020年 4月  7日 )

1号

5号

7号

3号

0号

6号

5号

3号

4号

9号

6号

5号

1号

3号

8号

3号

検査ネ請書番号

(申請年月日)

2



検査結果一覧表

成績書管理番号 12-19

峰

特記事項

raヒ

検査立会責任者 卑

颯髭4く? 主任技術者

芹イ′ウツ‐タデぜレ》修荻
′″芽

原子力施設検査官 卑

彰 永 を

検査結果

ヽ

R

検査年月日

委覇静a年
3月 ノ7日



添付資料 3-1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

成績書管理番号 :2-19

検査年月日 :雇汲骸ど年 、ョ 月 /7日
検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

確認事項 確認方法 結果 備考

申請者の品質記録が準備されていること。 記録確認 Q・ 一

必要な図面等が準備されていること。 図面等確認 ⑧,一

検査用計器が校正されており有効期限内である

こと及び必要な測定範囲、測定精度を有してい

ること。

記録確認 QI―

系統構成が完了していること。
〇

″

記録確認
軽動・―

党



検査結果

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

(三号検査)

添付資料 3-2

使用前検査記録

成績書管理番号 :2-19

検査年月日 :渥瀬Matt S月 /9日
検 査 場 所 :関西竃力株式会社高浜発電所

検 査 対 象

原子炉冷却系統施設

計測制御系統施設

原子炉格納施設 ―

その他発電用原子炉の附属施設 (火災防護設備)

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備

ほう酸注入機能を有する設備

圧力低減設備その他の安全設備 (格納容器安全設備)

消火設備

容器

燃料取替用水タンク  ・
丹可添 1参照の太線枠内の範囲

検査方法検査結果検査項目 判定基準

投
記録確認

〇
設備及び機器が工事計画に従い製作

され、据付けされれ所定の性能を有し

ており、技術基準に適合するもので

あることも

容量確認検査

備考

・目視で確認した範囲 :添付資料 3-3参照

∫



添付資料 3-3

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

(立会検査)

成績書管理番号 :2-19

検査年月日 :を>騨 3年 じ 月 ノ

'日
・

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

検査対象設備名 項 目 測定値等 検査結果 検査方法

燃料取替用水タンク 容量確認検査

ヽ

食

目視掟

f府考 ※ 1

※ 2

:中央制御室の燃料取替用水タンク水位計指示

i燃料取替用水タンク容量換算値

V〒 1770× H/100

Vi燃料取替用水タンク容量 (m3)

H:水位計指示銘)

ど



関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

検査用計器―覧表
成績書管理番号 :2・ 19

検査年月日 :合ゃ s年 じ 月ノ

※ :第 28固定期事業者検査まで

添付資料 3-4

日

ク

管理番号 測定範囲 測定精度
校正年月日

有効期限
備考検査項目 検査用計器

202と。3,3

※

容量確認検

査

燃料取替用

水 タンク水

位計

2021.3。 3

※

容量確 認検

査

燃料取替用

水タンク水

位計

一以下余自―



設 備 概 要

原子炉冷却系統施設

加圧水型発電用原子炉施設に係るもの (蒸気タービンに係るものを除くと)にあつては次の事項

7 非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備に係る次の事項

(2)容器の名称、種類、容量、最高使用圧力、最高使用温度、主要寸法、材料、個数及び取付箇所

・常設            ′ (1/3)

齢

削
」
郭

牌

（
解
＼
卜
）

燃料取替用水タンク (|。

同左

変 更 前 変 更 後

燃料取替用水タンク

たて置円筒形

Hlla

Hlln

盟3/個

ΠШ〕

屋 根 板 厚 さ

胴   ぬ   径

量容

℃最 高 使 用 温 度

胴  板  厚  さ

底 板 厚 さ (注9

出  日  管  台

(余 熱 除 去 ポ ン プ )

外       径

出  日  管  台

(余 熱 除 去 ポ ン プ )

厚       さ

主
要
寸
法

Ittl

Hlin

Hmi

称名

類種

最 高 使 用 圧 力 大気圧
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(3/3)

同左

変 更 後変 更 前

燃料取替用水ライン はの

1 側マンホール管台厚 さ

側マンホール管台外径

Hlm

統

置

個

主

取
付
箇
所

要
寸
法

材
料

イ

一

の

さ

数

名

ナ

床

月同

―側 マ ン ホ ー ル ふ た

設

1配 慮 が 必 要 な 高

(注 7)
局 さ

板

板根屋

底

ン 名

系

(ラ

冷 水 防 護 上 の

区 画 番 号

澄 水 防 護 上

十 側マンホールふた厚さ

板 (注め

＼′的

削
量
が
解

（
∞
＼
卜
）



別 添 1 (4//4)
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関西電力株式会社

高浜発電所第 2号機

使用前検査成績書

要領書番号 :原規規収第 1610072号 99

戒績書管理番号 :2-21

ノ主＼わす年4月
原子力規制委員会



使用前検査成績書

1発電所名    関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

2検査申請    検査
`申
請一覧表のとぉり

31検査期日 百拗 す年◆角le日

成績書管理番号 :2-21

〒務」年4■日

4検査場所    使用前検査記録のとおり

5検査実施着   襟査結果一覧表のとおり

6検査結果    検査結果‐覧表のとおり

7添付資料    使用前検査記録

|



検査申講書番号

(申請年月日)

関原発第 3

関原発第 4

関原発第

関原発第 2

関原発第 2

関原発第 4

関原発第 5

関原発第 5

関原発第

関原発第

関原発第 1

関原発第 2

関原発第 3

関原発第 5

関原発第 6

関原発第

関原発第

関原発第 2

関原発第 5

関原発第 5

関原発第 1

関原発第 2

関原発第 5

21号

35号

47号

03号

60号

16号

05号

13号

4号

69号

16号

05号

11号

43号

18号

23号

23号

93号

62号

85号

37号

09号

80号

(平成 28年 10月  7霞 )

(平成 30年  3月 20日 )

(平成 30年  4月 20日 )

(平成 30年 ,7月  4日 )

(平成 30年  8月 20日 )

(平成 30年 12月  5日 )

(平成 3■ 年 2月  1日 )

(平成 31年 2月  6日 )

(平成 31年 4月  4日 )

(2019年  5月 16日 )

(2,019年  6月 24日 )

(2019年  8月 23日 )

(2020年  1月 31日 )

(2020年  2月 26日 )

(2020年  3月 24日 )

(2020年  4月  7日 )

(2021年  4月 30日 )

(2δ 21年  8月  2日 )

(2022年  2月 28日 )

(2022年  3月 15日 )

(2022年  6月 10日 )

(2022年  7月  1日 )

(2022年 12月 27Eユ )

成績書管理番号 :2-2ト

検査申請二覧表

上記以降の変更を検査申請書の変更申請により確認し表中に追記する。

エ



検査結果一覧表

成績書管理番号 i2-21

Q

特記事項

勺 /

検査立会責任者

妹 密 総 脅 考髯 主注技術|

Jktイ テ.夕_と4)ュ海賜

原子力検査官

著 八 ▼
必

彰 潤 農 ″く

検査結果

微ヽ

検査年月日

ア≫豹ξ年
4″ 引う日

t件



関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

(三号検査)

,

検査年月日

検 査 場 所 :関

添付資料 3-1

使用前検査記録

成績書管理番号 :2-2と

:んめ酔 午 月 | 日

検査前確認事項

結果 備考確認方法確認事項

記録確認申請者の品質記録が準備されていることを

図面等確認必要な区面等が準備されていること。

記録確認 良

検査用計器が校正されており有効期限内である

こと及び必要な測定範囲、測定精度を有してい

ること。

立会/

胸
系統構成が完了していること。

4



添付資料 3-2

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

成績書管理番号 :2-21

検査年月日 :を湧待
ξ年 今 角

検 査 場所 :関西電力株式会社高浜鬱落昂
検査結果

検 査 対 象

原子炉冷却系統施設             ｀

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備

、主配管

原子炉格納施設

圧力低減設備その他の安全設備 (格納容器安全設備)
′
主配管

そσ)他発電用原子炉の附属施設 (火共防護設備)

消火設備

主配管

別添 1参照の太線枠内の範囲

検査項目 判定基準 検査結果 検査方法

系統機能検査

・通水検査

性能検査

・通水検査

設備及び機器が工事計画に従い製作

され、据付けされ、所定の性能を有し

ており、技術基準に適合するもので

あること。

「女
鞘

備考

・記録確認は、工事計画に基づき申請者が行うた試験。検査の品質記録 (※ )による。

※ 適合性確認検査成績書の識別番号 :T2-30006、 T230007

伊



工事計画本文 (原規規発第 1606105号 平成 28年 6月 10日  認可)

.原子炉冷却系統施設

加圧水型発電用原子炉施設に係るもの (蒸気タービンに係るものを除く。)に あうて!ま 、

7 非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備に係る次の事項

(7)主配管の名称、最高使用圧力、最高使用温度、外径、厚さ及び材料

と常設

次の事項

“

ヨ
郭
牌
含
＼
９
　
（◆
営
働常
卜
沌
岳
コ
）

変 更 後

材   料

変更なし

SUS304TP

変更な し

外 径厚
(mm)|(mm)

さ

(注 3メ (注 3)

11.1

/
11.1

/
(注ω

8.2

355.6

/

355,6

/
(と6)|

216.3 1

最高使用

温  度

(℃ )

変更なし

名 称

最高使用

歴  カ

(MPa)

(F■ 5

燃料取替用水

タンク

弁 (2MOV-6400

A、 B)

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
原
子
炉
注
水
設
備

変 更 前

厚 さ材

(“ldl)    |

料

く注 3.

11.1

01

1SUS2'TP

(澁 B)

SUS304TP

(遊 3,4〉

11.1

外  径

(Hlm)

(注 3)

355,6

(産 3)

355。 6

最高使用

温  度

(℃ )

95

最高使 用

圧  力

(MPa)

(注

非
常
用
炉
,い

冷
却
設
備
そ
の

他
原
子
炉
注
水
設
備

燃料取答用水

タンク
(江 2)

0

弁 (2MOV●6400

A、  B)

名 称



変 更 後

材  料

SUS304TP

SUS304TP

SUS304TP

SUS304TP

厚   さ

(mm)

(注 9

7`1

(注 3)

5.5

(γ i:と ,8)

7.1

(注 3)

7.1

/

/
5,5

外  径

(Hlm)

(注 3)

165.2

(注 3)

89,1

(注 3)

165.2

(と 3)

165,2

/

/
89。 1

最高使用

温  度

(℃ )

(注 15)

40

|

|

t

(ユ 1■ 5) (イ 1:15)

1.3 40

最高使用

圧  力

(MPa)

(注 ,5)

0

名 称

(注 56)

復水タンク

ブロー配管

接続日

チド(2CW-301)

復水タンク

非
常
用
炉
,い

冷
却
設
備
そ
の

他
原
子
炉
注
水
設
備

変 更 前

材   料厚   さ

(mm)

外   径

(mm)

最高使用

温  度

(℃ )

最高使用

圧  カ

(MPa)

名 称

濶

(注 1)記載の適正化を行 う。既工事計画書には 「燃料ヨ文換用水タンク～弁 (2-6400A、 B)」 と記載

(注2)Sl単位に換算 したものである。

(注 3)公称値

(注 4)エルボについては既工事計画書に記載がないため記載の適工化を行 う。厚 さについては管 と同等以上のものを選定する。なお、

記載内容は、設計図書による。

(注5)原子炉格納施設の うち圧力低減設備その他の安全設備 (格納容器安全設備)及びその他発電用原子炉の附属施設 (火 災防護設

遭
募
｝
奮
＼
９
　

（◆
督
鋭
常
ふ
沌
岳
コ
）



ω

備)の うち消火設備 と兼用

(注6)重人事故等時に使用                                       フ

(注 7)既 工事計画書に記載がないため記載の適I化を行 う。記載内容は、設計図書による。

(注8)エルボについては管と同等以上の厚さのものを選定する。

(注9)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「燃料取換用水タンク～弁 (2-8926)」 と記載     ´

(注 10)計測制御系統施設のうちほう酸注入機能を有する設備と兼用

(注 H)記載の適正化を行 う。既工事計画書にな 「sUs27TP」 と記載                   ｀

(海 12)記載の適正化を行 う。既工事計画書には 「逆止弁 (歩8926)～弁 (2-LCV― H5B、 D)」 と記載

(注 13)記載の適正化を行 う。既工事計画書には 「格納容器サンプ～弁 (2-881lA、 B)」 と記載

(注 14)記載の適正化を行 う。記載ハl容は、既工事計画善の「原子炉格納容器」の「原子炉格納容器本体」による。

(注 】5)重大事故等時における使用時の値

(注 16)記載の適正化を行 うと既工事計画書には「弁 (2-881lA、 B)～弁 ‐(2-8812A、 B)」 と記載

(注 17)記載の適正化を行 う9斑工事計画書には「燃料取換用水タンク～逆止弁 (2工8968)」 と記載

(注 18)記載の道正化を行 う。既工事計画書には 「逆止弁 (2-8958)～ 弁 (?-88094、 B)」 と記載       _

(れ 19)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「余熱除去ポンプ入固母管～弁 (歩 5400)」 と記載

(420)記載♂)滴正化を行う。既工事計画書には 「充て
～
/高圧注入ポンプ開口集合母管～弁 (歩む803A、 色)お よび弁 (2■8816)(2-

FE943取 付部を除く)」 と記載

(注 21)記裁の適正化を行 う。BttT事計画書には 「充てん/高圧注入ポンプ出日集合母管～弁 (2-8815)及び弁 (2-8814)(2-ドE940取

付部を除く)」 と記載

(注22)記載の適正化を行 う。既工事計画書には 「弁 (2-8815)～ 分岐点」と記載

(注23)記載の適正化を行 うど既工事計画書には 「分岐点～逆止弁 (2-8942A、 B、 C)」 と記載

(注24)記載の適正化を行 う。既工事計画書には 「逆止弁 (28942A、 B、 C)｀余除去クーラ出口合流点」と記載

(注 25)エルボを示すj

ヨ
募
牌
６
＼
９
　

（↓
譜
釧
＝
ふ
沌
“
コ
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や

(注26)

(注 27)

(注 28)

(注 29)

(注 30)

(注 31)

(注 32)

(注 33)

(注 34)

(注 35)

(注 86)

(注 37)

(注 38)

(注39)

(注 40)

(注 41)

(注 42)

記載の適正化を行うど既工事計画書には「2-FE943お よび2-FE940取付部 (レ ジ■―サ4× 3～ レジューサ4X3)」 と記載

記哉の適I化を行う。既工事計画書には「弁 (2-8803A、 B)`～ レジューサ (6X3)Jと 記哉

記載の適正化を行うも既工事計画書には「レジューサ (6X3)～ほう酸注入タンク」と記載

記載の適正化を行う。既工事計画書には「ほう酸注入ダンク出白レジュ●サ (6× 3)｀弁 (2工 8801A、 B)」 と記載

記載の適正化を行う。既I事計画書には「弁 (歩8801A、 B)年分岐点」と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「分岐点～逆止弁 (2-8944A、 Bt c)」 と記載

記載の適正化を行う。既工事計画書には「弁 (2‐ 8944A、 Bt C)～主冷却材管ループ低温側注八ライン合流点Jと 記載    ・

記載の適正化を行う。既工事計画書には「 (最小)9.5」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「 (最小)9.5/― /(最小)9.5」 と記載

公称値は既工事計画書に記載がないため記載の道正化を行う。

記載の適正化を行うど既工事計画書には「弁 (2-8816)～ 分岐点」と記載                 、

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「分岐点～逆止弁 (2-8987A、 B、 C)」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「弁 (2-8814)～ 分岐点」と記載

記載の道正化を行う。既工事計画書には「分岐点～逆止弁 (歩8039A、 B、 C)」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「弁 (2-8937C)及び弁 (2-8939C)年弁 (2-8940c)」 と記載          f
記載♂)適正化を行 う。既工事計画書には「 (最小)9,5/(最小)9.5/(最小)9.5」 と記載

記載の適正化を行 う。既手事計画書には「逆止弁 (2To937A、 8)及び逆止弁 (2-8939A、 B)～ 余熱除去ク‐ラ出口合流点」と記

載                '

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「弁 (2-8973A、 B、 C)～弁 (2-8945A、 B、 c)」 と記載

余熱除去設備と兼用

余熱除去設備及び計測制御系統施設のうちほう酸注入機能を有する設備と兼用             、

記載の適正化を行 う①既工事計画書には「余熱除去クーラ出ロラインと非常用炉心冷却設備との取合点ん弁 (歩8818A、 B)及び

弁 (2-8819)」 と記載

(注 43)

(注 44)

(注 45)

(注 46)

ヨ
郭
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(注47)

(注48)

(注 49)

(注 50)

(注 51)

(注 52)

(注 53)

(注 54)

(注 55)

(注 56)

工事計画本文 (原規規発第 1606105号 i平成 28年 6月 19日  認可)

記載の適正化を行 う。班工事計画書には「弁 (2-8e18A、 B)～逆止弁 (歩8971A、 B)を 経てコール ドレグループB注入ラインヘ

の分岐点」と記載                              ｀

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「コール ドレグルエプB注入ラインヘの分岐点～逆止弁 (2-8973A、 Bt C)Jと記載  ´

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「弁 (2〒8819)～分岐点」と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「分岐点～逆止弁 (2-8935A、 B)」 と記載      ャ

記載の適正化を行う。既工事計画書には「弁 (歩8935A、 B)～弁 (2と 8940A、 8)」 と記載  |

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「アキエムレータA、 B、 C～弁 (2-8808A、 B、 C)」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「弁 (2i88o8A、 B(む)～逆止弁 (2-8948A、 B、 C)」 と記載

本設備は既存の設備である。

原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備 (格納容器安全設備)と 兼用

蒸気タービンの附属設備及び原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備 (格納容器安全設備)と 兼用
↑
σ

ト

聟
郭
牌
６
＼
９
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関西電力株式会社

高浜発電所第 2号機

使用前検査成績書
r

要領書番吾 :原規規収第 1610072号 99

成績書管理番号 :2-22

ハわ5年 十月

原子力規制委員会



使用前検査成績書

1発電所名    関西竃力株式会社高浜発電所第 2号機

2検査申請   検査申請一覧表の■いり

3検査ヌ』日    自 4為  万 年 己月30日
―

至かわ丁 牟4角 Iキ 甲

4検査場所   使用前検査記録のとおり

5検査実施者  検査結果一覧表のとおり

6検査結果   検査結果下覧表のとおり

7添付資料    使用前検査記録

成績書管理番号 :2-22

企

|



検査申請書番号

(申請年月日)

ヽ

関原発第 32

関原発第43

関原発第 4

関原発第 20

関原発第 26

関原発第 41

関原発第 50

関原発第 51

関原発第

関原発第 6

関原発第 11

関原発第 20

関原発第 51

関原発第 54

関原発第 61

関原発第 2

関原発第 2

関原発第 29

関原発第 56

関原発第 58

関原発第 13

関原発第 2'0

関原発第 58

1号

5号

7号

3号

0号

6号

5号

3号

4号

9号

6号

5号

1号

3号

8号

3号

3号

3号

2号

5号

7号

9号

0号

(平成 28年 10月  7日 )

(平成 30年  3月 20日 )

(平成 30年  4月 20日 )

(平成 30年  7月  4日 )

(平成 3Ю 年 8月 20日 )

(平成 30年 12月  5日 )

(平成 31年 1 2月  1日 )

(平成 31年 ‐2月  6日 )

(平成 31年 4月  4日 )

(2019年 5月 16日 )

(2019年  6月 24日 )

(2019年・ 8月 23日 )

(2020年  1月 31日 )

(2020年i 2月 26日 )

(2020年  3月 24日 )

(2020年  4月  7日 )

(2021年  4月 30日 )

(2021年 8月 2日 )

(2022年 2月 28日 )

(2022年 3月 15日 )

(2022年 6月 10日 )

(2022年 7月  1日 )

(2022年 12月 27日 )

成績書管理番号 :2-22

検査申請一覧表

上記以降の変更を検査申請書の変更申請により確認し表中に追記する9

立



検査結果‐覧表

成績書管理番号 :2-22

仇

特記事項

ち し

検査立会責任者

|

|

,ネプラ_.タモ尤/キ任技術者

猛′

原子力検査官

吐
力 t ホ 律

有 野 み各

検査結果

映ヽ

検査年月日

令和  ' 年

3月〔うo日



添付資料 1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

共通事項
成績書管理番号:2-22

11 
検査年月日:令和 ダ年 ユ月 3ο 日

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 確認結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されてい

ることな

記録確認 O―

検 査 をす る工事 の工

程、期 日及び場所が申

請書 どお りで ある こ

と。

記録確認 Θ ―

工事計画の認可番号の

記 載 が適切で ある こ

と。

記録確認 ⑧・―

4



添付資料 3二 _1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

成績書管理番号 12-22
-  

検査年月日 :令和 す 年  ユ 月 30ロ
｀
                  検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

確認事項 確認方法 結果 備考

申請者の品質記録が準備されていること。 記録確認 ⑧・一

必要な図面等が準備されていること。 図面等確認 Θ ―

検査用計器が校正されており有効期限内である

こと及び必要な測定範囲、測定精度を有してい

ること。:      I

記録確認 良・○

系統構成が完了していること。
立会/

∽ ⑧ ―

ζ



添付資料 3-2

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

成績書管理番号12-22
検査年月白i令和 f年 !§ 月 う?日

検査場所 :関西電力株式会社高漂発電所

検査結果

検 査 対 象

原子炉冷却系統施設

原子炉補機冷却設備

ろ過装置

海水ス ドレーナ (別添 1参照の太線枠内の範囲)

検査項目 判定基準 検査結果 検査方法

系統機能検査

。通水検査

設備及び機器が工事計画に従い製作

され、据付けされ、所定の性能を有し

ており、技術基準に適合するもので

あること。

験
目視

備考                                |
。記録確認は、工事計画に基づき申請者が行つた試験 t検査の品質記録 (※ 1)による。

※ 1適合性確認検査成績書の識別番号 :T2-3-0015(その 1)

※2海水ストレーナ4個のうち 2個を確認 (別添 2参照)

6



別添1(1/2)(令和5年3月 30日 )

原子炉冷謝l系統施設

加鷹水理発鐘用原子炉施設に係るも7)(蒸気タービンに係るものを除く。)に あつては、次の事項

9 原子炉補機冷却設備に孫る次み事嘆

(6)ろ過恭置の名、称、種類、容戯、最申使用圧力〔離高使用温度、主要十務i材料及び個

数

7



別添1(2/2)(令和5年 3月 30日 )

工事計画本文 (原規規発第 1606105号  平成 28年 6月 10粛 認可)

名 称

変 更 前 (注 1) 変 更 後

海水ス トレーナ 海水ス トレーナ

薇 類 たて置円筒 ,F′′
同た

容 蠍 隠
'/h/観

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.7
側方i

■ ■ ■
ユ|,8,

最 高 イ寃 用 温 度
1℃

10 同え

主
要
寸
法

胆   内   径 mm

Л同 板 厚 さ mm

鏡 板 厚 さ

鏡板の形状に係る↓法 mm

ふ た フ ラ ン ジ厚 さ 前捕

入 日 管 台 外 径 用m

人 日 常 台 犀 さ mm

出 日 管 台 外 径 mm

出 H嘗 台 序 さ mm

ド イ ン 管 台 外 径 mm

ド レ ン 管 台 厚 さ m魔

洲同 フ ラ ジ 厚 さ

高 さ

m船

mm

～
1・

琳}

月阿 板

鐵 板

おぅ た 7ラ ン ジ

胴  フ ラ ン  ジ

個 数 4 同左  ※

9

※検査対象 :8a、 Bb海 水ス トレーナ



別添2(1/1)(令和5年 3月 30日 )
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検査結果二覧表

成績書管理番号 :2-22

一〇

特記事項

称 ″

検査立会責任者

磨 細 鷺場平等華

=技

術者

〆【カーリー〕シ́イェ齢る

原子力検査官

,M泉 を

移がく乏 影ぐ

検査結果

薇

検査年月日

令和 J ４

酢4月 |

ケ

３

牛



添付資料 1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

共通事項
成績書管理番号 :2-22

後竜S督写:自毯察式建基≧旱
検査講確認事項

使用講検査申請書の確認

確認事項 確認方法 確認結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変買申請を

含む。)が準備されてい

ること。

記録確認

検査 をす る工事 の工

程、期日及び場所が 申

請書 どお りで ある こ

と。

記録確認

工事計画の認可番号の

記載が適切で ある こ

と。

記録確認

O・

|

||



添付資料 3-1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

成績書管理番号

検套年月日:令和 デ 行 十

検 査 場所 :関西電力株式会社

検査前確認事項

確認事項 確認方法 結果 備考

申請者の品質記録が準備されていること。 記録確認 D
必要な図面等が準備されていること。 図面等確認

検査用計器が校正されており有効期限内である

こと及び必要な測定範囲、測定精度を有してい

ること。

記録確認 良

系統構成が完了していること。
立会/

腑`
L(

IX



関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

(三号検査)

添付資料 3-2

使用前検査記録

成績書管理番号 :2-22

検査年月日 :令和 す 年 牛 角

検 査 場 所 :関西電力株式会社高た,
検査結果

検 査 対 象

原子炉冷却系統施設

原子炉補機冷却設備

ろ過装置

海水ス トレーナ (別添 1参照の太線枠内の範囲)

検査項目 判定基準 検査結果 検査方法

系統機能検査

・通水検査

設備及び機器が工事計画に従い製作

され、据付けされ、所定の性能を有し

ており、技術基準に適合するもので

あること。

灸
期

備考

。記録確認は、工事計画に基づき申請者が行つた試験・検査の品質記録 (※ 1)による。

※ 1適合性確認験査成績書の識別番号 :T2-3-0014、 T2岩 3-0015(そ の 1)

lθ



だ
中

別添1(1/2)(令和5年4月 13日 )

原子炉冷却系統施設                             .

加圧水型発電用原子炉施設に係るもの (本気タービンに係るも♂うを除くむ)iに あらては、次の事項

9 原子が補機冷却設備に係る次の事項

|(c)ろ 逃装置の名称、種類、蓉銑、経高使用歴力、最高使用温度、主要寸法、材料及び個

数                            :!

|キ



別添1(2/2)(令和5年4月 13日 )

工事計画本文 (原規規発第 1606105号 平成 28年 6月 10日  認可 )

′名 称

変 更 前
(注 1)

海水ス トレーナ

変 更 後

海水ス トレーナ

阿左
種 類 たて置円筒形

容 量

最 高 使 用 圧 カ

血3/h/4置
l

MPa 0.7
同左
(注 3)

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 同左

主
要
寸
法

胴    内   径 mm

胴 板 厚 さ 圧l阻

鏡 板 厚 さ mtl

鏡板の形状に係る寸法 mm

ふ た ア ラ ン ジ 厚 さ mm

八 日 管 台 外 径 mm

人 口 管 台 厚 さ mm

出 口 管 台 外 径 mm

出 固 管 台 犀 さ mm

ド レ ン 管 台 外 径 mm

ド レ ン 管 台 厚 さ mm

胴 フ ラ ン ジ 厚 さ mm

一品 さ mm

材
料

月同 板

鏡 板

ふ た フ ラ ン ジ

4 同左  ※

1殊

※検査対象 :Aa、 Ab海水ス トレーナ



関西電力株式会社

高浜発電所第 2号機

使用前検査成績書

要領書番号 :原規規収第 1610072号 99

成績書管理番号 :2-23

枷 デ年十 月

原子力規制委員会



使用前検査成績書

1発電所名    関酉電力株式会社高浜発電所第2号機

2検査申請  : 検査申請す覧表のとおり

3検査期日 自 今為 5年 3月ユ9日

成績書管理番号 :2二 23

命
至

4検査場所    使用前検査記録のとおり

5検査実施者  検査結果■覧表のとおり

6検査結果    検査結果一覧表のとおり

7添付資料    使用前検査記録

枷 伊 準i4角 l今

|



1検査申請書番号

(申請年月日)

関原発第 3r21号

関原発第 435号

関原発第 47号

関原発第 203号

関原発第 260号

関原発第416号

関原発第 505号

関原発第 513号

関原発第  4号

関原発第 69号

関原発第 116号

関原発第 205号

関原発第 511号

関原発第 543号

関原発第 618号

関原発第 23号

関原発第 23号

関原発第 293号

関原発第 562号

関原発第 585号

関原発第 137号

関原発第 209号

関原発第 580号

(平成 28年 10月  7日 )

(平成 30年  3月 20日 )

(平成 30年 4月 20日 )

(平成 30年  7月  4日 )

(平成 30年 8月 20日 )

(平成 30年 12月  5日 )

(平成 31年  2月  1日 )

(平成 31年  2月  6日 )

(平成 31年  4月  4日 )

(2019年  5月 16日 )

(2019年  6月 24日 )

(2019年  8月 23日 )

(2020年  1月 31日 )

(2029年  2月 26日 )

(2020年  3月 24日 )

(2020年  4月  7日 )

(2021年 4月 30日 )

(2021年 8月 2日 )

(2022年 2月 28日 )

(2022年 3月 15日 )

(2022年 6月  10i日 )

(2022年 7月  1日 )

(2022年 12月 27日 )

成績書管理番号 :2T23

検査申請二覧表

の変更を検査申請書の変更申請により確認し表中に追記する。上記以降

エ



検査結果工覧表

i成績書管理番号 :2_23

●

特記事項

4 し

検査立会責任者

メ俸ノFラ^ェ アヽ o'ン生任様術者

艇 n伐筆髯卿

原子力検査官

套 ―ヽ
小 徹つ く

写,野 と各

検査結果

一改

検査年月日

令和  F 年

3月
'9日



添付資料 1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

共通事項
成績書管理番号 :2-23

1                
検査年月日 :令箱 す 年  3月  虫9日

、検 査 場 所 :関西竃力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 確認結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されてい

ることを

記録確認 ⑧・二

検 査 をす る工事 の正

程、期 日及び場所が申

請書 どお りで ある こ

と。

記録確認
①

i二

｀
工事計画の認可番号の

記載が適切であるこ

と。

記録確認
①

・ 一

今



添付資料 3-1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

成績書管理番号 :2-23

検査年月日 :令和 す 午 d 月 ユ9日
検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

確認事項 確認方法 結果 備考

申請者の品質記録が準備されていること。 記録確認 0・ ―

必要な図面等が準備されていること。 図面等確認 Q・ 一

検査用計器が校正されており有効期限内である

こと及び必要な測定範囲、測定精度を有してい

ること。

記録確認 良・〇

系統構成が完了していること。
立会/

⑩ Θ

『



添付資料 8-2

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

i     
成績書管理番号 :2T23

検套年戸自:令和 ∫ 午 a月 呼
日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

校 査 対 象

原子炉冷却系統施設

原子炉補機冷却設備

主配管

別添 1参照の太線枠内の範囲

検査項目 判定基準 検査結果 検査方法

系統機能検査

・通水検査

設備及び機器が工事計画に従い製作

され、据付けされ、所定の性能を有し

ており、技術基準に適合するもので

あること。

晟

目視

備考

・記録確認は、工事計画に基づき申請者が行った試験・検査の品質記録 (※ )による。

※ 適合性確認検査成績書の識別番号 :T2-3-0009

6



原子炉冷却系統施設

加圧水型発電用原子炉施設に係るもの (蒸 気タービンに係るものを除く。)に あつては、次の事項

9 原子炉補機冷却設備に係る次の事項

(8)主配管の糸称R最高使用圧力、最高使用温度、外径、厚さ及び材料

・常設

く

湮
」郭
解
含
＼
岳
）

（↓
替
い
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遂

コ
）



∞

工事計画本文 (原規規発第
11606105号  平成 28年 6月 10日  認可)

遭
辣
牌
奮
＼
岳
）

（◆
営
頓
常
∝
湧
怒

コ
）

変 更 後

材   料

変更なし

STPT370

(滋 5,6

ASTM

A105

GT I

(S25C

相当)

外   径

|

「(誌

さ
(正m)

(注 3)

3,9

tit出 ,R,い ,  (注 5,6)|

(差 し込み

部の内径 )

61.1 1

(最小)

6.0

(注 3)

(6.0)

(注 3)

60.3

最高使用

温´ 1度

(℃ )

変更なし

原
子
炉
結
機
冷
却
設
備

変更なし

(ユi:B)

0.98

rit l)

95

最高使用

圧  カ

(MPa)

名 称

変 更 前

材  料

|

|

(注

Ⅲ3.9 STPC42

厚   さ

(Hlm)

外  径

(mm)

(注 3)

60.3

最高使用

温  度

(℃ )

95

名 称

最高使用

圧  カ

(MPa)

(注 2)

0.98

は引
C充てん/高圧 |

注入ポンプ  
ー

冷却水

入 日`配管合流点

C充 てん/高圧

注入ポンプ

冷式!ラ イン入 口

レジューサ

(2Xl 1/2)

及び

C充てん/高圧

注入ポンプ

油冷剖器

冷却ライン入旦

、 レジューサ

(21/2X2)

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

(次ページに続 く)



変 更 後

最高使用

規  度

(℃ )

十

生ホ封厚作 料

(注 3) (注3,5)

73,0

/
5。 2

/
:(最‐

′lヽ l(差し STPT42

61.1 6.0

(注 3, (注 5)

(穴径〉

(晟
‐
小)

5,5

/ ASTM

A105

Gr H

(S25C

相 当 )

40.5 1(青誌′Jヽ )

/
(穴径 )

40。 5

5。 5

(5.5

/
5.5)

名 称

(注 4)

0,98変更な し

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

外   径
1 厚 さ 材   料

(盈観)

最高使用

温  度

(℃ )

最高使用

圧  力

(MPa)´

名 称

(注 64メ

C充てん/高圧

注入ポンプ

冷却水

人 日配管合流点

C充てん/高圧

注入ポンプ

冷却ライン八 日

レジューサ

(2Xl 1/2)

及 び

C充てん/高圧

注入ポンプ

油冷却器

冷却ライン入 口

レジューサ

(21/2X2)

原
子
炉
補
機
冷
封1

設
備

fゝ

遭
郭
騨
０
＼
岳
）

（↓
誉
ｑ
載
ω
沌
導
コ
）

(次ページに続 く)



変 更 後

材  料

STPT370

厚   さ

(岬 )

(津 3)

3.9

/
3と 9

/
319

外  径

(■Hl)

(注 3)

60,3

/
60.3

/
60.6

最高使用

温 :度

(℃ )

(注 1)

95

最高使用

圧 下 カ

(MPa)

(ユ ill)

0。 98

名 称

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変更な し

変 更 前

材   料厚   さ

(inm)

外   径

(mll)

最高使用

温  度

(℃ )

最高使用

圧  力

(MPa)

名 称

く注64)

C充てん/高圧

注入ポンプ

冷却水  ‐

八日配管合流点

C充てん/高圧

注入ポンプ

冷却ライン入日

レジューサ

(2Xl 1/2)

及び

C充 てん/高圧

注入ポンプ

油冷却器 .

冷却ライン八日

レジューサ

(21/2X2)

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

一
〇

謎
郭
ド
令
＼
“
）

（↓
轡
９
載
∞
沌
遂

コ
）

(次ペィジに続 く)



変 更 後

材  料

(注 5)

▲STM

A105

Cr■

(S25C

相 挙)

最高使用

温  度 外  径 1厚  さ

(℃ ) (lull) (霞 盟)

(注311)|    (津 5)

(差 し込み

(最小)

6.0

/

(最小)

6,0

/
(注Ⅲ

61.1

/
95

(差 し込み

(注 3)

61.1

/

(6.0

/

6.0

/
-)

最高使用

歴  カ

(MPa)

(注4)

0,98

名 称

花

変更なじ

原
子
炉
補
機
冷
封I

設
備

変 更 前

材   料厚   さ

(lllEl)

尋耳
使
極|外   径

(℃). (mm)

最高使用

圧  カ

(服 a)

名 称

(Jと64〉

C充てん/高圧

注入ポンプ

冷却水

人白配管合流点

C充てん/高圧

注人ポンプ

冷却ライン入百

レジューサ

(2Xl 1/2)

及び

C充てん/高圧

注入ポン
~ダ

油冷却器

冷却ライン八日

レジュ‐サ

(21/2× 2)

原
子
炉
補
機
冷
封]

設
備

ピ
郭
一
Ｇ
＼
岳
）

（◆
営
９＝
∞沌
遮
コ
）



変 更 後

材   料

変更な し

STPT370

(注5,S

ASTM

A105

Gr Ⅱ

(S25C

相 当 )

STPT370

外   径「
(と)

さ

(■ml)

(イ 13〕

3,9

(注 3,5,6)|
|

(差し込み

部の内径)

61,1

fと3,6)

、(最小 )

6.0

(注3)

|(6.0)

(注 3)

3.9

/

/
319

(注 3)

60.3

(注 3)

60,3

/

/
60.5

最高使用

温  度

(℃ )

変更なし

原
子
炉
補
機
冷
ДI

設
備

変更なし

(た 4)

0.98 95

最高徒用

名 称 圧 ― カ

(MPa)

変 更 前

材   料

(i士 4Ⅲ

3.9    STPC42

厚    さ

(Hun)

外   径

(饉嬢1)

(注 3)

60,3

最高使用

温  度

(℃ )

95

最高使用

圧  カ

(MPa)

(注 2)

0.98

名 称

(注 67)

C充てん/高圧

注入ポンプ

冷去IIラ イン出日

レジューサ

(2× 1 1/2)

及び

C充てん/高圧

注入ボンプ

油冷却器

冷却 ライン出日

_レ ジューサ

(21/2X2)

C充 てん/高圧

注入ポンプ

冷却水出日配管

原
子
炉
補
機
冷
封1

設
備

一　】〉‥！

湮
鶉
一
６
＼
“
）

（◆
譜
朝＝
ω
れ
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変 更 後

材   料

(注引

ASTM

A105

Gr Ⅱ

(S25C

相 当)

厚   さ

(■lHI)

(注 3,5)

(差し

(最小)

6.0

/
(最小)

6.0

/

(最小)

6.0

の内径 )

61.1

/
(注 1)

(差
95

内径)

61.1

(差し
(6.0

/

6.0

/
6.0)

61.1

最高使用
|

温  度|

(℃ )

外   径

(llllll)

名 称

1最

1圧

|

高使用

カ

(ヽlPa)

(注4)

0。 98変更なし

原
子
炉
補
機
冷
封〕
設
備

変 更 前

材   料外   径 厚   さ

(Hu■) (IBIn)

最高使用

温  度

(℃ )

最高使用

圧  力

(MPa)

名 称

く注6?)

C充てん/高圧

注入ポンプ

ス
冷却ライン出口

レジュ_サ

(2Xl 1/2)

及び

C充てん/高圧

注入ポンプ

油冷却器

冷却ライン出白

レジューサ

(21/2X2)

C充てん/高圧

注入ポンプ

冷却水出日配管

分岐点

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

a

習
辣
洋
貧
＼
冨
）
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一｛

変 更 後

材  料

(注 5)

ASTM

A105

Gr Ⅱ

(S25C

相 当 )

最高使用

温  度

(℃ )

外  径 厚   さ

(IIm) (航 )

(注 3,5)|

|

|

(注 S)

(差 し

(最小 )

6.0

/

(最小)

6.0

/

内径)

61,1

/
95

(差 し

61.1

′
,″

′″″′″ン″

(津 4)

(610

/
6.0

/
-)

名 称

最高使用

圧  カ

|(MPa)

(注 4)

0。 98変更なし

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

最高使用

温 ‐ 度

(℃ )

外   径 厚  さ
1材

(m耐
|

料

(llnl)

最高使用

圧  力

(MPa)

名 称

(注 6年)

0充てル/高圧

注入 ポ ンプ

冷却ライン出口

レジュ‐サ

(2Xl 1/2)

及び

C充てん/高圧

注入ポンプ

油冷却器

冷却ライン出日

レジュエサ

(2■/2X2)

C充 てん/高圧

注入ポンプ

冷却水出日配管

分岐点

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

翌
辣
料
含
＼
“
）
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変 更 後

材  料

STPT370

STPT370

外 径
|

厚   さ

(Him) (mm)

(ィ 〕争,

34.0

(注 3,SO)

3.4

til13, (注 3,60)

9.3267.4

最高使用

温  度

(℃ )

(注 1)

40

(イI■〉

40

最高使用

圧  カ

(MPa)

(注 4)

0,33

(イ L4)

1.2

名 称

可搬型原子炉

縮機冷却水

循素ポンプ

出日核統点

可搬型原子炉

補機冷却水

循環ポンプ

出日配管合流点

A海水供給母管

接続 口

Aa、  Ab

海水ス トレーナ

八 日配管合流点

原
子
炉
補
機
冷
瀾1

設
備

変 更 前

材   料外

|

径|厚   さ

(甲m) (Hlin)

最高使用

温  度

(°C)

最高使用

圧  力

(MPa)

名 称

一
銅

(注1)記載の適正化を征 う。既工事計画書には「1次 系冷去F水 クーラA、 B、 C～テイ (20× 20Xお )」 と記載

(注2)SI単位に換算したものである。       ^                        ,

(注3)公称値

涎
郭
岸
Ｇ
＼
“
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頓
＝
い
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遥
Ш
）



C｀

(注4)重大事故等時における使用時の値        、

(注5)本設備は既存の設備である。

(注6)エルボを示す。

(注7)記載の適正化を行う。既工事計画書には「1次系冷却水クーラ出口連絡管」と記載

(注8)記載の適正化を行 う。既工事計I出 1‐ 書には「ヘンダA、 B:テ ィ (20× 20× lo)～ レジューサ (20× 14)」 と記載

(注0)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (20ヽ 14)～内部不プレクーラ」と記載

(注 10)記哉の適I化を行うと班工事計画書には「ベラダC:テ ィ (16X16X16)～ レジューサ (16 x lか 」と記載

(注 11)当該ラインにういては、主配管に該当しないため記載の適正化を行う。

(注 12),己栽の適刊二化を行う。既工事計画書には「ヘッダCiレ ジュ■サ (16X12)～ テイ (20× 20X16)」 と記載

(注 13)記載の道正化を行 う心既工事計画書には「ヘンダA、 BI内部スプレクーラ～レジューサ (20× 14)」 と記載

(注 14)記載の適正化を行 うと既工事計画書には 「ヘンダA(B:レジューザ (20× 14)～ティ (20X20× 16)」 と記載

(注 15)記載の道正化を行 う。既工事計画書には「1次系冷却水ポンプ八日連絡管Jと 記載

(注 16)記載の適正化を行 う。既T事計画書には「ティ (20× 20X16)～ 1次系冷却水ポンプA、 B、 C、 D」 と記載     ′

(注 17)記載の適正化を行 う。既 l~事計画書には「1次系冷却水ポンプ出ロレジューサ (16X12)～ ティ (20X20X16)」 と記載

(注 13)記哉の適止化を行 う。既工事計画書には 「1次系冷却末ポンプ出口連絡管」と記裁                  
‐

(注 19)記載の適正化を行 う。既工事計画書には 「1次系冷却水ポンプA(p出 ロテイ (20× 20X16)～ 1次 系冷却水クーラA、 C入 ロティ

(20× 20× 16)」 と言己載

(注20)記載の道正化を行 う。既工事計画書には「1次系冷却水クーン人口連絡管」と記載

(注21)記載の適I化を行 う。既工事計画書には「ティ (20X20× 16)及 びレジュ‐サ (20X16)年 1次系冷去‖水クーラA、 C及びB」 と記

載

(注22)記載の適■i化 を行 う。既工事計画書には「母管分岐点～余熱除去クーラ (HI-2)A、 B」 と記載
′

(注23)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「余熱除去クーラ (RH-2)At B～ 戻母管合流点」と記載

(注 24)記載の適T化 を行 う。既工事計画書には「母管分岐点～冷却材ポンプA、 B、 C了卜の分岐点」と記載
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(注 25)

(注 26)

(注 27)

(注 28)

(注 29)

(注 30)

(注 3T)

(注 32)

(注 33)

(注 34)

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「冷瀾1材 ポンプB、 Cか らの合流点～弁 (2iFCV-1241)」 と記載

記栽の道正化を行 う。Fシモエ事計画書には 「冷サ封I材ポンプA、 Bか らの合流点～戻管 (8B)合流点」と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「1次冷却水ポンプ入口分岐点～弁 (2-5105A、 B)」 と記載

記載の適正化を行 う七既工事計画書には 「弁 (2-5105A、 B)～ 1次系冷却水タンク」と記載

記載の道正化を行 う。既工事計画書には 「1次系機器冷去ll水 母管A、 B分岐点～燃料ピットク●ラ」と記載

記載の適距化を行 う。既工事計画書には「燃料ピットケーラ～1次系機器冷却水戻母管A、 B合流点」と記載

記載の道I化を行 う。班工事計画書には「軟 系機器冷却水母管分岐点～余剰抽出水ク‐ラ」と記載

記載の適正化を行 うЬ既工事計画書には「余剰抽出水クーラ～1次系機器冷却水戻母管 (10B)合流点」と記載

記載の適■化を行 う。既工事計画書には「1次系機器冷幻I水母管～レジュ‐サ (3X2)」 と
‐
記載

記載の道正化を行 う。既工事計画書には「レジュとサ (3× 2)～計器用コンプレッサーパッケージと卜 lA、 lA-lB入 ロレジュエサ

(2× 11/2)」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計 l由F書 には 「計器用コ|ン プレッサ▼パ ッケージlArlA、 lA-lB出 ロレジューサ (2Xl 1/2)～ レ

ジューサ (3× 2)」 と記哉

記載の適正化を行 う。既工事計画書には 「レジユーサ (3× 2)～ 1次系機器冷却水戻母管」と記載

記載の適T化を行 うd既工事計画書には 「1次系機器冷却水母管分岐点～余熱除去ボンプおよび内部スプレポンプ室空調装置人

聞レジューサ (3× 2)」 と記載

記載の適■:化 を行 う。既工事計画書には 「レジュエサ (3× 2)｀ 1次系機器冷却水戻母管合流点」と記載

記載の適正化を行 う。既T事計画書には 「1次系機器冷却水母管分岐点んレジュ■サ (4× 2)」 と記載

記載の適ュli化 を行 う。既工事計画書には「レジューサ (4× 2)～ 1次系機器冷封I水戻母管合流Jほ 」と記載

記載の適正化を行 う。既I事計画書には「余熱除去ポンプおよびスプレポンプ室空調装置冷却ライン分岐点～レジユーサ (2× 1

1/2)」 と記載

一ミ
(注 35)

(注42)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「余熱除去ポンプ冷却ライン分岐点～余熱除去ポンプ入ロレジューサ (l V2XV2)」

(注 36)

(注 37)

(注 38)

(注 39)

(注40)

(注 41)
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含
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冨
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一
゛

(注43)班上事計画書に記載がないため記載の適iE化 を行 うと記載内容は、設計図書による。       ―

(注44)記載の適れに化を行 う。
'比

工事計画書には 「レジェ●サ (2× 11/2)～ 内部スプレポンプ人口分岐点」と記載

(注 45)記載の適正化を行 う。既I事計画書には「内部スプレポンプ人口分岐点～レジューサ (lX1/2)」 と記載

(注46)記載の適こ化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (1× 1/2)～内部スプレポンプ出日合流点」と記載

(注47)記載の適正化を行 う。既工事詩r画善には「内部スプレポンプ出日合流点～レジュエサ (2× 11/2)」 と記載

(注48)記載の適正化を行 う。既I事計 L白J‐ 普にイ事
「余熱除去ポンプおよび内部スプレポンプ出入口管」と記載

(注49)記載の適正化を行 う:既工事計画書には「余熱除去ポンプ出ロレジューサ (11/2× V2)～ 余熱除去ポンプおよび内部スプレポ

ンプ冷却 tぅ どリライン合流点」と記載

(注50)エ ルボについては管と同等以上の厚さのものを選定する。

(注 51)記載の適正化を行 う。既工事計画書には 「レジューサ (2× 11/2)～ レジューサ (3× 2)」 と記載

(注 52)記載 (ノ)適正化を行 う。既工事計画書には「1次 系機器冷却水母管分岐点～レジューサ (12X10)」 と記載

(注 53)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (12× 10)～ レジューサ (10× 6)」 と記載

(注 54)記哉の適正化を行う。既工事計画書には「分岐点～レジューサ (6X4)」 と記哉                   _
(注 66)記載の適正化を行 う。既I事言Ⅲ画書には「レジューサ (6× 4)及び分岐点～レジューサ (4× 2)」 と記載

(注 66)記裁の道正化を行う。Bた 工事計画書には「レジューサ (4× 2)お よび分岐点～格納容器循乗空調装置」と記載

(注 57)記載の適正化を行 う。既I事計画書には「レジューサ (4× 2)～ レジューサ (6× 4)及 び合流点Jと 記載

(注 58)記載の適正化を行 う。既工事計画書にはイレジューサ (6× 4)～ VS-39Bか らの合流点 (VS-39A)」 と記載

(注 59)記載の適正化を行う心既I事君r画書には「レジューサ (10X6)～ レジューサ (12X10)」 と記載

(注 60).記載の適王化を行う。班上事計画書には 「レジューサ (12卜 10)～ レジュエサ (12X8)」 と記載

(注 61)記載の道正化を行う。既工事計画書には「レジューサ (12X8)た レジューサ (12× 3)」 と記載

(注62)記載の道■i化 を行う。既工事計画書には「レジューサ (12X8)～ 1次系機器冷却水戻母管合流点」と記載

(注63)記載の適正化を行う。既工事計画書には「充てんポンプ室空調装註冷因Iラ イン分岐点～充てん/高 l十 注人ポンプ分岐点」と記載

(注64)記載の適正化を行う。緊工事計画書には「充てん/高圧注入ポンプ入口分岐点～レジューサ (2Xl 1/2)お よび (21/2X2)J
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(注 65)

(注 66)

(注 67)

(注 68)

と記載

記栽の適正化を行 う。既工事計画書には「レジユーサ (2Xl 1/2)～ 充てん/高圧注入ポンプ～レジューサ (2Xl 1/2)」 と記

載   ″

記載の適正化を行 うP ttT事言1‐ 画書には 「レジュ■サ (21/2× 2)充 てん/菖圧注入ポンプ～レジュ●サ (21/2× 2)」 と記載

記載の適T化 を行 う。既工事計画書には「レジューサ (2Xl 1/2)お よびレジューサ (21/2× 2)～充てん/高圧注入ポンプ出

口合流点」と記載

記載の適正化を行 う。班工事計画書には「充てん/高圧注人ポンプ出口合流点
～

充てんポンプ室空調装置冷却戻ライン合流点」

と記載

記載の適正化を行 う。既工事訓
‐
画書には「海水ポンプから中間建屋八日まで」と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「SS41」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には イ中間建屋入口～海水母管分岐点及びレジュエサ (30× 24)」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「海水母管分岐点及びレジユ■サ (30× 24)～ 1次系冷却水クーラ」と記載

記載の適正化を行 う。既I事計画書には「1次系冷却水クーラ～戻母管」と記載

記載の適止化を行 う。既工事計画書には 1中 間建犀出口までの戻昔管 (埋設部除く)|」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「戻母管分岐点～ラプチャディスク」と記載         ・

記載の適I化を行 う。F九工事計画書には「海水母管分岐点～連絡管レジュエサ (10ズ8)」 と記載

記載の適上1:化 を行 う。暁工事計画書には「連絡管分岐点～ディ▼ゼル発電機」と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書にtま 「ディーゼル発電機～レジュとサ (12× 8)及 び合流点」
′
と記載

記載 (″)適正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (12X3)～ 海水戻母管」と記載   、

STPT38同等 材 (STPT370)への 取 替 え を行 う。     一

STPG42同等 材 (STPC410)へ の 収 替 え を行 う。

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「STPG42」 と記載

本設備は記載の適正化のみを行 うものであり、手続き対象外である。

6

(注 69)

(注70)

(注 71)

(注 72)

(注 73)

(注 74)

(注 75)

(注76)

(注 77)

(注 78)

(注 79)

(注80)

(イii81)

(注82)

(注 83)
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検査結果一覧表
~

成績書管理番号 :2-23

思

特記事項

嫌♭/

検査立会責任者

m窺 ¥Υ主攣術者

ぷヽイク,.ダ 1と
fレ とを渋術必

原子力検査官

堵八 考

号 √ヾ 盗膨ぐ

検査結果

，癸

検査年月日

令和 デ 年
月i9日

14
今
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添付資料 1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

共通事項
成績書管理番号 12-23

棧範鷺遂姦逮魯違,
検査前確認事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 確認結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されてい

ること。

記録確認

検 査 をす る工事 の工

程、期日及び場所が申

請書 どお りで ある こ

と。

記録確認 O
工事計画の認可番号の

記 載が適切 で ある こ

と。

記録確認

ユ (



添付資料 3-1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

検査前確認事項

結果 備考確認方法確認事項

記録確認申請者の品質記録が準備されていること。

図面等確認必要な図面等が準備されていること。

記録確認 良

検査用計器が校正されており有効期限内である

こと及び必要な測定範囲、測定精度を有してい

ること。

ρ
立会/

癒
系統構成が完了していること。

ユエ



添付資料 3-2

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

成績書管理番号 :2-23

検査■月日:絣日す年4 月 日

検 査 場 所 :関

検査結果

検 査 対 象

原子炉冷却系統施設

原子炉補機冷却設備

主配管

別添 1参照の太線枠内の範囲

検査項目 判定基準 検査結果 検査方法

系統機能検査

。通水検査

設備及び機器が工事計画に従い製作

され、据付けされ、所定の性能を有し

ており、技術基準に適合するもので

あること。

ｈ代
魏

備考

'記録確認は、工事計画に基づき申請者が行つた試験・検査の品質記録 (※)による。

※ 適合性確認検査成績書の識別番号 :T23-0014、 T2-3-0015(そ の 1)、 T2-3-0016、 T2-3r0018

ュ3



工事計画本文 (原規規発第 1606105号 平成 28年 6月
原子炉冷却系統施設

加圧水型発電用原子炉施設に係るもの (恭気タービンに係るものを除く。)に あつては、次の事項

9 原子炉補機冷却設備に係る次の事項

(3)主配管の嘉称、最高使用圧力t最高使用温度、外径、厚さ及び材料

常設

10日 認可 )

エ

涎
郭
μ
含
＼
ふ
）

（◆
習
い常
卜
油
ヽ
コ
）

変 更 後

材  料

変更な し

SM400B

(注6,6

SS41

変更な し

SM400B

径
1言

外 さ

(llull) (mm)

(注 3)

9.5

(注S,5,6)

9,5

(注 3)

9。 5

(注 3)

406.4

(注3,5,S〉

406.4

(イ1:3)

406.4

最高使用

温  度

(℃ )

変更な し

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変更なし
0.98 95

変更な し

更な し

1.2

最高使用

匠  カ

(MPa)

名 称

変 更 前

材   料

SS41

SS41

'手

  さ

(注 3)

9.5

(注3)

θ.5

外   径

(au4)

(注 3)

406。 4

(注3)

406.4

最高使用

温  度

(℃ )

95

95

1最高使用

名 称 IF  力

lm

(ユ主a)

0。 98

(注ツ〕

0.98

(注 1

1次系冷却水

クー ラ

A、 B、 C

原
子
炉
補
機
冷
去|〕

設
備

供給鳳管

1次系

冷却水クーラ

A、 B、 C

分岐点

(次ポージに続 く)



変 更 後

材 ～料

ftti,“ ,

SS41

(注 5)

SS41

厚   さ

(:a霊 1)

(注3,316)

9.5

(滋3,

|

1注3,3)

406.4

/
406.4

/
406,4

9。 5

/
9。 5

/
9。 5

外 径

(mll)

(注 3,S,6)

406.4

最高使用

温  度

(℃ )

(注 1)

95

最高使用

圧  カ

(MPa)

(平kl)

1.2

名 称

変更なし

原
子
炉
‐
補
機
冷
抑
設
備

変 更 前

材  料外  径 厚   さ

(mm) (饉阻)

最高使用

温  度

(℃)

最高使用

圧  カ

(MPa)

名 称

(注 1)

1次系冷却水

ク‐ラ

A、 B、 C

供給母管

l次系

冷却水クーラ

A、 B、 C

分岐点

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備Ｖ

省

(次ページに続 く)

翌
辣
洋
０
＼
示
）

（◆
習
的
■
ヽ
油
エ
コ
）



承

変 更 後

材  料

SM400B

,享 さ

(とnm)

(注3)

9.5

/

9.5

/
8,2

外  径

(lun)

(注 :】 )

406.4

/
40614

/
216.-3

最高使用

温  度

(℃ )

(と 1ヽ)

95

名 称

(ユ I:1)

1.2変更なし

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

外   径 厚 さ 材 料

(■l阻1) (Hばa)

最高使用

温  度

(℃ )

最高使用

圧  カ

(MPa)

名 称

(注 t)

1次系冷却 水

ク‐ ラ

A、  B、 C

供給母管

l次系

冷却水クーラ

A、  B、 C

分岐点

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

渡
郭
ド
０
＼
ふ
）

（↓
掛
９■
ヽ
沌
“
ｍ
も



エ

変 更 後

材  料

変更なし

STPT370

厚   さ

(mm)

(注3)

6.0

外  径

(mm)

(滋 3)

114.3

最高使用

温  度

(℃ )

変更なし

最高使用

圧  カ

(MPa)

名 称

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

材  料

STPG42

厚   さ

(mm)

(江3)

6.0

外   径

(m縦)

(江3)

114,3

最高使用

温  度

(℃ )

95

最高使用

圧  カ

(騨a)

く注2)

0.98

名 称

(注40

充てん/高圧

泣入ポンプ室

A、 B空調装置

冷却戻 リライン

合流点  ,

1次系機器冷却水

戻り母管合流点

充てん/高圧

注入ポンプ室

A、 B空調装置より

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

湮
郭
μ
全
＼
示
）

（◆
誉
９■
卜
沌
“
コ
）



変 更 後

材   料

変更な し

STPT370

(注6

STPT370

(注5,d

ASTM

A105

Gr■

(S25C

相 当)

外

昇i(ゎ

さ
(H■■)

(湛 3)

3.7

(浪3,6)

43.3
|

(注 3,む〕

3.7

く,13,も ,6)

(差し込み

部の内径)

48,7

tttS,6)

(最小)

5.5

(注 3)

(5.5)

(注 3)

43,3

最高使用

温  1度

(℃ )

変更な し

(了 ±4)

95

最高使用

圧  カ

(MPa)

変更なし

(平 1!4)

1.2

く注4)

1,2

名 称

変更な し

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

材  料

(注■3)

STPG42

STPG42

厚   さ

(mm)

(遠 3,43)

2.8

(4甘 3)

3.7

外 径

(■llll)

(注 8,■ 3)

21.3

(注 3〕

48.3

最高使用

温  度

(℃ )

95

最高使用

圧  カ

(MPa)

(注2)

0,98

名 称

(とE49)

B余熱除去ポンプ

B余熱除去ポンプ

出日配管分岐点

原
子
炉
補
機
冷
却
―
設
備

S

(次ページに続く)

翌
郭
牌
Ｇ
＼
３
）

（◆
智
萌
＝
卜
油
葛
コ
）



変 更 後

材   料

(注S

ASTM

A105

Gr Ⅱ

(S25C

相 当)

STPT370

外   径

I

1犀

さ

(lⅢ重) (■ull)

(滋3,S)| (注 S)

(最小 )

4。 0

/
(最小)

4.0

(江 3)

(4.0

/
4.0)

(穴径 )

15.4

/
(穴径)

15,4

〔ヤli4,

48.3

/

(,13)

3,7

/

/
48.3

/
3.7

最高使用

温  度

(℃ )

(ユ 1:4)

95

最高使用

圧  カ

(MPa)

(亨 1:1)

1.2

名 称

変更なし

原
子
炉
補
本為t
冷
却
設
備

変 更 前

材  料外  径 厚   さ

(llm) (■un)

最高使用

温  度

(℃ )

最高使用

圧 ・ カ

(MPa)

名 称

(と49)

B余熱除去ポンプ

B余熱除去ポンプ

出日配管分岐点

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

比

(次ポ
=ジ

に続 く)

遭
郭
騨
６
＼
ふ
）

（↓
譜
伽
＝
卜
沌
エ
コ
）



変 更 後

最高使用

温  度

(℃)

外  径
1厚

さ 材   料

(llEl) (霊 1ll)

(注 3)

48.3

/

/
48.6

(注 3)

く注■)

95

3.7

/
STPT370

/

3. 7

最高使用

圧  カ

(MPa)

(送 4)

1.2.

名 称

変更な し

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

材  料

最高使用

温  度

(℃ )

1外  径

(llttl)

厚   さ

(饉m)

最高使用

圧  カ

(MPa)

名 称

(注 49:

B余熱除去ポンプ

B余熱除去ポンプ

出甲配管分岐点

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

(次ページに続 く)

〕
○

選
郭
岸
弯
＼
ふ
）

（↓
轡
旬
＝
卜
沌
エ
コ
）



し

変 更 後

材   料

(注 3)

ASTM

A105

Gr Ⅱ

(S25C

相 当 )

外 雀却事 さ

(mm) (mm)

(注 3, S) (注 S)

(最小 )

5,5

/(差し込み

部の内径 )

48,7

/
/

(最小)

5.5

(注 3)

(5.5

/

/
(差し込み

部の内径)

48,7

/
5i5)

最高使用

規  度

(℃ )

(注 4)

95

最高使用

圧  カ

(MPa)

(注 4)

1.2

名 称

変更なし

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

材   料外   径 厚   さ

(1肛 ll) (m)

最―高使用

温  度

(℃ )

最高使用

圧  力

(MPa)

称

(こと49〉

B余熱除去ポンプ

B余熱除去ポンプ

出日配管分岐
‐
点

原
子
炉
構
機
冷
却
設
備

浬
郭
瞬
命
＼
示
）

（◆
轡
い

，
ド
油
Ｓ
コ
）



∝
）

変 更 後

材  料

変更なし

STPT370

厚   さ

(1皿 ll)

(注 3)

3.7

外   径

(口ml

(注3)

48.3

最高使用

温  度

(℃ )

変更なし

最高使用

圧  カ

(MPa)

名 称

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

材  料

STPG42

厚   さ

(田m)

(注 3)

3.7

外  径

(llm)

(注 3)

43,3

最高使用

温  度

(℃ )

95

最高使用

圧 iカ

(MPa)

(滋 2)

0,98

名 称

(注 49〕

B余熱除去ポンプ

出日配管分岐点

B余熱除去ポンプ

出日配管分岐点

下流

レジューサ

(2Xl 1/2)

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

澄
郭
〕
Ｇ
＼
ふ
）

（↓
営
頓
令
卜
沌
エ
コ
）



協

変 更 後

材  料

変更な し

STPT370

外  径 1厚 さ

(llull)|(illlll)

(温 3)十 (注 3)

5。 588.9

最高使用

温  度

(℃ )

変更なし

最高使用

圧  カ

(MPa)

名 称

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

材   料

88.9 5.5 STPG42

外   径 厚   さ

(隠阻) (llun)

l晟
‐
高使用

温  度

(℃ )

95

最高使用

臣  カ

(MPa)

(注 2)

0。 98

名 称

(注儲〉

充てん/高圧

!注入ポンプ

A、  B、  C

出 日配管合流点

及び

B充てん/高圧

注入ポンプ

冷却水出口酉己管

分岐点

充てん/高圧

注入ポンプ室A、 B

空調装置

冷却戻 リライ ン

合流点

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

翌
鶉
Ｐ
含
ｏ＼
ふ
）

（↓
轡
釦■
卜沌
あ
コ
）



』
牟

変 更 後

材   料

変更な し

STPT370

く注5)

STPT42

STPT370

厚   さ

(mm)

(注 3)

5,5

t立工3,S〕

5.5

/‐

/
5.5

(|■ 3)

5.5

/

/
3.9

外  径

(llull)

(注 3)

88,9

く注S,3)

38.9

/

/
88.9

(注 3)

88。 9

/

/
60,S

最高使用

温  度

(℃ )

変更なし

くとこ)

95

名 称

1変更な し

1.2

原
子
炉
捕
機
冷
却
設
備

変更な し

1,2

変 更 前

厚  さ1材  料

(mttl)|

瀾
5.5 STPG42

外   径

(皿m)

tユi3)

88.9

最高使用

温  度

(℃ )

95

最高使 用

圧  力

(ヽlPa)

く
'■

2)

0,98

名 称

(注68)

B充 てん/高圧

注入ポンプ

出日配管合流点

B充てん/高圧

注入ポツプ

冷去il水 出日配管

分岐点

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

浬
鶉
μ
含
ド＼
示
）

（◆
譜
萌
常
卜
れ
ヽ
コ
）



工事計画本文 (原規規発第 16o6105号
´

平成 28年 6月 10日 認可)

的
η

(注 1)記載の適正化を行 う。既工事計画善には「1次 系冷却水クィラAt B、 C～ティ (20× 20X16)」 と記載

(注2)Sl単位に換算 したものである。

(注3)公称値

ヨ
郭
〕
含
〕＼
承
）

（◆
営
頓載
卜沌
お
Ｈ
）

変 更 後

材   料

STPT370

STPT370

)革 さ

(mm)

(注3,SO)

3.4

(注 3,30)

9.3

外  径

(altl)

(江〕〉

34.0

(注 3)

267.4

最高使用

温  1度

(℃ )

(It4)

40

(注 4)

40

最高使用

圧  カ

(MPa)

(江 4)

0,33

(社 4)

1.2

名 称

可搬型原子炉

補樵冷却水

循環ポンプ

出口接続点

可搬型原子炉

補機冷却水

循環ポンプ

出白配管合流点

A海水供給母管

接続 日

: Aa、  Ab

海水 ス トレエナ

八 日配管合流点

原
子
炉
補
機
冷
ДI

設
備

変 更 前

材   料厚   さ

(mm)

外   径

(Ilttl)

最高使用

温  度

(℃ )

最高使用

圧  カ

(MPa)

名 称



聰

(注4)重大事故等時における使用時の値

(注 5)本設備は既存の設備である。

(注6)エルボを示す。

(注7)記載の適正化を行 う。柱七工事計画書には「1次系冷却水クーラ出日連絡管」と記載

(注8)記載の適玉化を行 う。既工事計画書には「ヘンダA、 B:テ ィ (20× 20× 16)～ レジューサ (20X14)」 と記載

(注 9)記載の道正化を行 う。既工事計画書には「レジユーサ (20X14)～内部スプレクーラ」と記載

(注 10)記載の適五L化 を行 う。班工事計画書には「ヘンダC:テ イ (16× 16X16)γ レジューサ (16× と2)」 と記載

(注 11)当 該ラインについては、主配管に該当しないため記載の適正化を行 う。

(注 12)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「ヘンダC:レ ジューサ (16X12)花 ティ (20× 20X16)」 と記裁

(注 13)記載の道正化を行う。既工事計画書には「ヘッダA、 8:内部スプレタエラ～レジューサ (20× 14)｀」と記載

(注 14)記載の適正化を行う。既工事計画書には「⌒ジダA、 B:レジュrサ (20× 14)～ティ (20× 20× 16)」 と記載

(注 15)記載 f′う適正化を行う。
'死

工事計lttl‐書には「1次系冷却水ポンプ入口連絡管」と記載

(注 16)記載の適正化を行う。既I事計画書には「ティ (2o X 20X 16)～ 1次系冷却水ポンプA、 B、 C、 D」 と記載

(注 17)記載の適正化を行う。班工事計画書には「1次系冷却水ポンプ出ロレジュ‐サ (16X12)ミ ティ (20× 20X16)」 と記載

(注 18)記載の道正化を行 う。班工事計画書には「1次系冷却水ポンプ出日連絡管」と記載

(注 19)記載の適 ilif柩 を行 う。班工事計画書には「1次 系冷却水ポンプA、 D出 ロティ (20X20× 16)～ 1次系冷却水クエラA、 C入 ロティ

(20× 20X16)」 と記載

(注20)記載の適正化を行 う。班工事計画書には 「1次系冷却水クーラ人口連絡管」と記載

(注 21)記載の適I化 を行 うも既上事計画書には「ティ (20X20X16)及びレジューサ (20X16)～ 1次系冷ム‖水クーラA、 C及びB」 と記

載

(注22)記栽の適正化を行 う。班工事計画書には「母管分岐点ん余熱除去クーラ (R:卜2)At B」 と記載

(注23)記載の適正化を行 )。 既工事計画書には「余熱除去ターラ (RH-2)A、 B守戻母管谷流点Jと 記栽

(注24)記載の適T化 を行 う。i既工事計画書には「母管分岐点～冷却材ポンプA、 B、 C入の分岐点」と記裁       .

⇔

浬
辣
牌
含
ω
＼
示
）

（↓
轡
い
常
ふ
流
番
醐
）



増

(注25)

(注 26)

(注 27)

(注 28)

(注29)

(注 30)

(注 31)

(注 32)

(注33)

(注34)

(注 35)

(注 36)

(注 37)

(注 38)

(注 39)

(注40)

(注 41)

●′ 〕

記載の適正化を行う。既工事計画書には『冷却材ポンプB、 Cか らの合流点～弁 (歩FCV-1241)」 と記載

記載の適正化を行 う。
i既

工事計画書には「冷却材ポンプA、 Bか らの合流点～戻管 (88)合流点」と記載

記載の適正化を行う。既工事計画書には「1次冷却水ポンプ入自分岐点～弁 (2‐5105A、 8)」 と記載

記載の道正化を行 う。既工事計国
‐
書には「弁 (2-5105A、 B)～ 1次系冷却水タンク」と記載

記載の適正化を行う。既工事計画書には「1久系機器冷去il水母管Aて B分岐点～燃料ピントク~ラ 」と記載

記畿の適正化を行う。既工事計画書には「燃料どットクーラ～1次系機器冷却水戻母管A、 B合流点」と記載

記載の適正化を行う。B准工事計画書には「1次系機器冷却水母管分岐点～余剰抽出水クーラ」と記載

記載の適工化を行う。既工事計画書には「余剰抽出水クーラ～1次系機器冷却水戻母管 (10B)合流点」と記載

記載の適I化を行 う。既I事計画書には「1次系機器冷却水母管～レジューサ (3× 2)」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事言「画書には「レジューサ (3X2)～計器用コンプレッサーパッケージ上A-lA、 lA-lB入 ロレジュエサ

(2Xl 1/2)」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「計器用ヨンプ レンサ~パ ツケージ IA-lA、 とA-lB出 ロレジューサ (2Xl V2)～ レ

ジュエサ (3X2)」 と記載

記載の適正化を行 う。
'光

工事計画書には
'レ

ジューサ (3× 2)～ 1次系機器冷却水戻母管」と記哉

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「1次系機器冷却水母管分岐点～余熱除去ポンプおよび内部スプレポンプ室空調装置人

ロレジエーサ (3× 2)」 と記畿

記載の適正化を行 う。班ェ事計画書には「レジューサ (3× 2)～ 1次系機器冷却水戻母管合流点」と記載

記載め適正化を行 うとB,推 工事計画書には「1次系機器冷却水母管分岐点～レジューサ (4× 2)」 と記載

記載の適正化を行 う。既I事計画書には「レジ子
~サ

(4× 2)走 1次系機器冷却水戻持管合流点」と記載

記載の適正化を行 う。既I事計画書には「余熱除去ポンプおよびスプレポンプ室空調装置冷却ライン分岐点～レジュ‐サ (2Xl

1/2)」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「余熱除去ポンプ冷却ライン分岐点年余熱除去ポンプ入ロレジュ_サ (11/2X1/2)」

と記裁
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∞
ω

(注43)

(＼ヽ44)

(注 45)

(注 40)

(注 47)

(注48)

(注 40)

(注 50)

(注 51)

(注 52)

(注 53)

(注54)

(注 55)

(逍i56)

(注57)

(注58)

(注 59)

(注 60)

(イ上61)

(注 62)

(注 63)

(注 64)

斑工事計画書に記載がないたゅ記載の適正化を行う。記載内容は、設計図書によるも

記載の適正化を行うど既工事計画書には「レジュ=サ (2Xl V2)～内部スプレポンプ人口分岐点」と記載

記載の適正化を行う。既工事計画書には「内部スプレポンプ入口分岐点～レジューサ (lX1/2)」 と記載       :
記載あ道正化を行う。既工事計画書には「レジュ●サ (lX1/2)～内部スプレポンプ出日合流点Jと 記載

記載の適正化を行う。既工事計画書には「内部スプレポンプ出口合流点～レジュ■サ (2× 11/2)」 と記載

記載の適正化を行 う。既T事計画書には「余熱除去ポンプおよび内部スプレポンプ出入口管」と記載

記載の適正化を行 うも既工事計画書には「余熱除去ポンプ出ロレジューサ (l V2X1/2)～余熱除去ポンプおよび内部スプレポ

ンプ冷却もどリライン合流点」と記裁

エルボについては管と同等以上の厚さのものを選定する。

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジューナ (2Xl 1/2)｀ レジューサ (3X2)」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「1次系機器冷却水母管分岐点～
レジュ_サ (12X10)」 と記載  |

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (12× 10)～ レジューサ (10~× 6)」 と記載

記載の適止化を行 う。既工事計画書には「分岐点～ レジューサ (6X4)」 と記載           ‐ オ

記載の適正化を行 う志既工事計画書には「レジュ■サ (6X4)及び分岐点～レジューサ (4× 2)」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (4× 2)お よび分岐点～格納容器循環空調装置」と記裁

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (4 Xi2)～ レジキーサ (6X4)及び合流点」と記載

記載の適正化を行 う。既上事計画書には「レジューサ (6X4)～ VS-39Bか らの合流点 (VST39A)」 と記載

記載の適正化を行う。既T事計画書には「レジューサ (10X6)～ レジューサ (12X10)」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (12X10)～ レジューサ (12× 8)」 と記載      、

記載め適正化を行 うj既工事計画書には「レジューサ (1透 X8)～ レジュ‐サ (12× 8)」 と記哉

記載の適正化を行う。既工事計画書には rレ ジューサ (12× 8)～ 1次系機器冷却水戻母管合流点」と記載

記載 6″,適 T_化 を行う。既工事計画書には「充てんポンプ圭空調装置冷却ライン分岐点～充てん/高圧注入ポンプ分岐点」と記載

記載の道正化を行う。曇モエ事計画書には「充てん/高圧注入ポンプ入日分岐点～レジューサ (2Xl 1/2)お よび (21/2X')」

翌
郭
＝
含
朗
＼
示
）

（◆
習
銅
＝
卜
ｈ
エ
コ
）



∝
一
番

(注 65)

(注 66)

(ど67)

(注 68)

(注 69)

(注 70)

(注 71)

(注 72)

(注 73)

(注 74)

(イエ75)

(注 76)

(注77)

(ィ |二 78)

(注 79)

(注 80)

(注81)

(注 82)

(注83)

と記載

記載の適正化を行 うと既工事計画書には「レジューサ (2Xl 1/2)～ 充てん/高圧注入ポンプ～レジューサ (2Xl 1/2)」 と記

載         _

記載の道正化を行 う。既I事計画書には「レジエーサ (21/2× 2)充てん/高圧注入ポンプ
～

レジューサ (21/2X2)」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (2Xl V2)お よびレジュ_す (2V2× 2)～充てん/高圧注

^ポ

ンプ出

口合流点」と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「充てん/高圧注入ポンプ出甲合流点～充てんポン
・
プ室空調装置冷却戻ライン合流点」

と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「海水ポンプから中間建屋八日まで」と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「SS41」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「中間建屋入日～海水母管分岐点及びレジューサ (30X24)」 セ記載

記載の道正化を行 う。既工事計画書には「海水母管分岐点及びレジューサ (30X24)～ 1次系冷却水クーラ」と記載

記載の道正化を行 う。既工事計画書には「1次系冷却水クーラ～戻母管」と記載

記載の適正化を行 う。既 T_事計画書には「中間建屋出口までの戻母管 (埋設部除く)」 と記載

記載の道止化を行 う。既工事計画書に1ま
「戻母管分岐点～ラプチャディスク」と記載

記載の適正化を行 う。既上妻計画書には「海水母管分岐点～連絡管レジューサ (10X8)」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「連絡管分岐点年ディーゼル発電機」と記載                ´

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「ディ■ゼ″発電機
～

レツューサ (12× 8)及び合流点」と記載

記載の道I化を行 う。既工事計画書には「レジュエサ (12X8)ん海水戻母管」と記載

STPT38同等材 (STPT370)への取替えを行 う。

STPG12同等材 (STPG410)への収答 えを行 う。

記載の適正化を行う。既工事計画書には「STPG42」 と記載

本設備は記載の適正化のみを行うものであり、手続き対象外である。
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関西電力株式会社

1高浜発電所第 2号機

使用前検査成績書

要領書番号 i原規規収第 16100T2号 99

競績書管理番号 12す 24

浴輩●年牛月

原子力規制委員会



メオ＼

使用前検査成績書

1発電所名    関西電力株式会社高浜発電所第2寺機

2検査申請   検査申請一覧表のとおり

3検査期日 自 4為 3年 →月ユ,甲

至浴″す卒4r月
'十

:日

4検査場所    使用前検査記録のとおり

5検奪実施者  検査結器一覧表のとおり

6 検
書

結果    襟査結果十
率表のとおり

7添付資料    使用前検査記録

成績書管理番号 :2-24

I



検査申請書番号

(申請年月日)

関原発第 321号

関原発第 435号

関原発第 47号

関原発第 203号

関原発第 260号

関原発第 416号

関原発第 505号

関原発第 513号

関原発第  4号

関原発第 69号

関原発第 116号

関原発第 205号

関原発第 511号

関原発第 543号

関原発第 618号

関原発第 23号

関原発第 23号

関原発第 293号
1関

原発第 562号

関原発第 585号

関原発第 137号

関原発第 209号

関原発第 580号

(平成 28年 10月  7日 )

(平成 30年  3月 2‐ 0日 )

(平成 30年 4月 20日 )

(平成 30年 7月  4日 )

(平成 30年 8月 20日 )

(平成 30年 12月  5日 )

(平成 31年  2月  1日 )

(平成 31年 2月  6日 )

(平成 31年 i4月  4日 )

(2019年  3月 16日 )

(2019年  6月 24日 )

(2019年  8月 23日 )

(2020年  1月 31日 )

(2029年  2月 26日 )

(2020年  3月 24日 )

(2020年  4月  7日 )

(202.1年  4月 30日 )

(2021年 8月 2日 )

(2022年 2月 28日 )

(2022年 3月 15日 )

(2022年 6月 19日 )

(2022年 7月  1日 )

(2022年 12月 27日 )

成績書管理番号 :2-24

検査申請一覧表

上記以降の変更を検査申請書の変吏申請により確認し表中に追記する。

送



検査結果一覧表

成績書管理番号 :2二 24

a

特記事項

考 し

検査立会責任者

♂々レ/革任技術者

毎稔癒 名

原子力検査官

ぃヽヽヽ
/テ ( 本   ム魯費

ｉｆ 宝
下

攣

″ 跡

検査結果

孜ヽ

検査年月日

令和  δ 年

3月 ユ,日



添付資料 l

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

共通事項
成績書管理番号 :2-24

検査年月日 :令和 f年 9 月 二,日
検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

使用前検査申請書の石客認

確認事項 確認方法 確認結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 、(変更申請を

含む。)が準備されてい

ること。  
′

記録確認 0・ 下

検 査 をす る工事のエ

程、期日及び場所が申

請 書 どお りで あるこ

と。

記録確認 Θ―

工事計画の認可番号の

記 載 が適切で ある こ

と。

記録確認 ◎―

4



添付資料 3-1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

成績書管理番号 :2-24

、                検査年月日 :令和 今 年 3 月 ユ7日
検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

確認事項 確認方法 結果 備考

申請者の品質記録が準備されていること。 記録確認
①

・
二

必要な図面等が準備されていることj 図面等確認 @―
検査用計器が校正されており有効期限内である

こと及び必要な測定範囲、測定精度を有してい

ること。               、

記録確認 良・〇

系統構成が完了していること。
立会/

鋤 Θ・二

す



―  添付資料 3‐ 2

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

成績書管理番号 :2-24

検査年月日 :令和 Stt S 月 壷9日
検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

検 査 対 象

原子炉冷却系統施設  |
原子炉補機冷却設備

主配管

別添 1参照の太線枠内の範囲

検査項目 判定基準 検査結果 検査方法

系統機能検査

。通水検査

設備及び機器が工事計画に従い製作

され、据付けされ、所定の性能を有し

ており、技術基準に適合するもので

あること。

段

目視

備考

・記録確認はt工事計画に基づき申請者が行った試験・検査の品質記録 (※)による。

※ 適合性確認検査成績書の識別番号 :T2-3-0015(そ の 1)

6



原子炉冷却系統施設             _

加圧水型発電用原子炉施設に係 るもの (来 気ター ビンに係 るものを除 くな)に あつては、次の事項

9 原子炉補機冷却設備に係 る次の事項

(8)主配管の第称、最高使用圧力、最高使用温度、外径、厚 さ及び材料

・常設

ミ
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牌
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あ
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工事計画本文 (原規規発第 1600195号 平成 28年 6月 10日  認可 )

変 更 後

材   料

変更な し

SM400B

SM400B

変更なし

SM400B

(注む)

SM400B

(注6)

SM400B

SM400B

厚   さ

(mm)

(亨1:3)

12.7

(注 3)

12.7

(注 3)

12,7

(注3,6)

12,7

(注 e,6)

12,7

(選 3)

12,7

/
12.7

外   径

(mm)

(ヤ 3ヽ)

609.6

(注 3)

762.0

(注 3)

914.4

(れ3,6)

762,0

(江 3,6)

914.4
°  (注 3)

914.4

/
762,0

最高使用

温  度

(℃ )

変更な し

く注■)

40

最高使用

圧  カ

(MPa)

(注 4)

0,7

名 称

変更なし

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

材   料

(y+70)

SS400

SS41

く注イ0)

SS100

外   径 厚   さ

(mm) (Hltt l)

(注 3)

609,6

(注3)

1 0

(注 3)| (注 3)

762 12

(江 3) (注 8)

914.4 12

最高使用

温  度

(℃ )

40

最 i苛使用

圧  力

(MPム )

t注 2)

0,7

名 称

(注 60

海水 ポ ンプ

A、 は、 C、 D

Aa、  Ab

海水ス トレーナ

入 日配管合流点

及び

中間建屋入 口

(B系 )

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

∝
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鶉
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(次ヘージに続く)



工事計画本文 (原規規発第 1606105号 平成 28年 6月 10日 認可)

rぅ

変 更 後

材  料

SM400B

SM400B

SM400B

外

|

m管,(1)

さ

(■8)| (注 3)

12,7

/
12ね 7

/
12.7

914.4

/

914.‐4

/

914.4

(注 1)

914.4

/
914,4

/

(注 3)

127

/
1217

/

(注 3)

914.4

/

(注 3)

12.7

/

/
914.4

/
12.7

最高使用

温  度

(℃ )

(注 4〉

40

最高使用

屋  カ

(MPa)

(注 1)

Ot 7

名 称

変更なし

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

材   料外  径|厚   さ

(mm) (五■■)

最高使用

温  度

(℃ )

最高使用

庄  カ

(MPめ

名 称

(とと691

海 水 ポンプ

A、  B、  C、 D

Aa、  Ab

海 水スト レーナ

入目酉己管合流点

及び

中間建屋八 日

(B系 )

原
子
炉
終毎
機
冷
去il

設
備
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工事計画本文 (原規規発第 1606105号・
平成 28年 6月 10日  認可)

〔
０

(注 1)記載の適正化を行 う。既T事計画書には「1次系冷却水クーラA、 B、 C～ティ (20X20X16)」 と記載

(注 2)SI単位に換算したものである。

(注 3)公称値

涎
郭
牌
含
＼
あ
）
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営
い
＝
ω
れ
遮

コ
）

変 更 後

材   料

STPT370

STPT370

外 径 1厚 さ

(llull) (mm)

(激 i3) (お:3,50)

3.434. 0

(注 3) (注3,50)

9.3267.4

最高使用

温  度

(℃ )

(主主4)

40

く注■)

40

最高使用

圧  力

(MPa)

(l14)

0.33

(江 4)

1.2

名 称

可搬型原子炉

補機冷却水

循環ポンプ

出日接続点

可搬型原子炉

補機冷却水

循環ポンプ

出日配管合流点

A海水供給母管

接続 日

Aa、  Ab

海水ス トレーナ

八 日配管合流点

原
子
炉
補
機
冷
封I

設
備

変 更 前

材  料外   径 )事   さ

(EIHl) (mm)

最
‐
高使用

温  度

(℃ )

最高使用

圧 、力

(MPイa)

名 称



工事計画本文 (原規規発第 1606105号 平成 28年 6月 10日 認可)

(注4)重大事占女等時における使用時の値

(れ 5)本設備は既存の設備である。

(注6)エルボを示す。

(注 7)記載の適工化を行 うゥ班工事計画書には「1次系冷却水クーラ出口連絡管」と記載                  .

(注8)記載の適下化を行 う。既工事計画書には「ⅢンダA、 B:テ ィ (20X20X16)～ レジ■―サ (20X14)」 と記載

(注 9)口¬L載 の道正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (20X14)～内部スプレクーラ」と記載

(注 10)記載の適正化を行 う。既工事計画書には 「ヘンダC:テ イ (16x16× 16)営 レジュエサ (16X12)」 と記載

(Ⅲ ll)当該ラインについては、主配管に該当しないため記載の瀬正化を行 う。

(注 12)記載の適〒
「

化を行 う。既工事計画書には「ヘ ンダCiレ ジユーサ (16× 12)～ ティ (20× 20× 16)」 と
"己
載

(注 13)記戴の適正化を行 う。既工事計画書には「本 ノダA、 B:内部スプレクーラ走レジュ●サ :(20X14)す と記載

(注 14)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「今 ッダA、 BIレジューサ (20× 14)～ ティ (20× 20X16)」 と記載

(注 15)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「1次系冷却水ポンプ入日連絡管」と記載

(注 16)註載の適■化を行 う。既止事計画書には「ティ (20× 20× 16)～ 1次系冷却水ポンプA、 B、 C、 D」 と記載

(注 17)記載の適五化を行 う。既工学:計
lttl書 には 「1次系冷却水ポンプ出ロレジューサ (16× 12)～ティ (20× 20× 16)」 と記載

(注 18)記載の適下化を行 う。既工事計画書には「1久系冷却水ポンプ出日連絡管」と記載

(注 1つ)記載の適

「

化を行 う。既工事計画書には 「1次 系冷却水ポンプA、 Dtt Hテ ィ (20× 20X16)～ 1次系冷却水クーラA、 C入 ロティ

(20× 20× 16)」 と記哉

(注20)記載の適正化を行 う。B′【工事計画書には「l次系冷却水クーラ入山連絡管」と記載

(注 21)記載の適とF_化 を行 う。既工事計画書には「ティ (20バ 20X16)及びレジュエサ (20× 16)～ 1次系冷却水ターラA、 C及びB」 と記

載               ‐

(注22)記載の道正化を行 う。既工事計画書には「母管分岐点～余熱除去クーラ (RH-2)A、 B」 と記載

(注23)記載の道■化を行 う。班工事計画書には 「余熱除去クィラ (RI卜2)☆、B～戻母管合流点」と記載

(注 24)記載の適下化を行 う。既工事計画書には「母管分岐点～冷却材ポンプA、 B、 Cへ の分岐点」と記載
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(注 25)

(注 26)

(注 27)

(注 28)

(注 29)

(注 30)

(注31)

(イiミ 32)

(注 33)

t(注
34)

(注 35)

(注 36)

(注,7)

(注 38)

(イト39)

(注 40)

(注 41)

工事計画本文 (原規規発第 1606105号 平成 28年 6月 10日  認可)

記載の適正化を行う。既工事計画書には「冷却材ポンプB、 Cか らの合流点～弁 (メ FCヽア1241)」 と記載        |
記載の適正化を行う。既工事計画書には「冷渕↓材ポンプAく Bか らの合流点～戻管 (8B)合流点」と記載

記載の適下化を行う。既工事計山l‐ 善には「1珠冷去F水ポンプ入口分岐点～弁 (́2-5105A(B)」 と記載

記載の道正化を行うし既工事計画書には「弁 (歩5105A(B)～ 1次系冷却水タンク」と記載

記載の道下化を行 う。既工事計画書には「1次系機器冷白〕水母管A、 B分岐点年燃料ピットクーラ」と記「哉

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「燃料ピラトクーラ～1次系機器冷却水戻母管A、 B合流点」と記載

記載の適,こ化を行うど既工事計画書には「1次系機器冷却水母管分岐点～余剰抽出水クィラ」と記載

記載あ適正化を行う。班工事計画書には「余剰抽出水クーラ～1次系機器冷却水戻母管 (とOB)合流点」と記載

記載の適正化を行う。既T事計山
‐
善には「1次索機器冷去Π水母管～レジューサ (3X2)」 と記載

記載の道正化を行う。既工事計画書には「レジューサ (3× 2)～計器用コンプレッサーパッケ〒ジlA-lA、 lA―とB入 ロレジューサ

(2× 11/2)」 と記載

記載の適
=化

を行 う。既T事計画善には 「計器用平ンプレッサエパッケージとA-lA、 IAr18出 ロレジ■―サ (2又 11/2)営 レ

ジキーサ (3× 2)」 と記載

記載σ)迪正化を行う。既工事計画書には |レジューサ (3× 2)～ 1次系機器冷却水戻世管」と記載          `
記載の適正化を行 う。既工事計画書には「l次系機器冷却水母管分岐点害余熱除去ポンプおよび内部スプレポンプ室空調装置入

ロレジューサ (3× 2)」 と記載

記載の適止化を行 う‐。既手事計画書には「レジユーサ (3× 2)～ 1次系機器冷却水戻母管合流点」と記載

記載の道正化を行う。既工事計画書には「1次系機器冷却水営管分岐点～レジューサ (4× 2)」 と記載

記載の迪正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (4× 2)｀ と次系機器冷却水戻母管合流点」と記載

記載の適正化を行う。既下事計画善には「余熱除去ポンプおよびスプレポンプ室空調装置冷却ライン分岐点～レジューサ (2Xl

1/2)」 と記載

記載の適止化を行う。班工事計画書にはイ余熱除去ポンプ冷却ライン分岐点年余熱除去ポンプ入ロレジューサ (11/2× 1/2)」

と記載                                  ,
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(注 42)
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工事計画本文 (原規規発第 1606105号 平成 28年 6月 10日  認可)

(注43)班工事計画書に記載がないため記載の適止化を行 う。記哉内容は、設計図書による。        ―

(れ44)記載の適五「i化 を行 う。既工事計画書には 「レジュ‐サ (2Xl V2)～内部スプレポンプ八日分岐点」と記載

(注45)記載の適正化を行 う。既工事計画書には
‐「

l′ lヽ部 スプレポンプ入日分岐点年レジュ〒サ (1× 1/2)」 と記哉

(注46)記穀の迪正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (lX1/2)～ 内部スプレポンプ出口合流点」́と記載         十

(注47)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「内部スプレポンプ出日合流点～レジュエサ (2× 11/2)Jと 記載

(注48)記載の適正化を行 う。既工事言卜陣l‐ 書には「余熱除去ポンプおよび内部スプレポンプ出入日管Jと 記載

(注49)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「余熱除去ポンプ出ロレジュ‐サ (11/2X1/2)～余熱除去ポンプおよび内部スプレポ

ンプ冷因]も どリライン合流点」と記載

(注 50)エ ルボについてt本管と口等以上の厚さσ,も のを選定すると                            ヽ

(注 51)´ 記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジュ●サ (2Xl 1/2)～ レジューサ (3× 2)」 と記載

(注 52)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「1次系機器冷却水母管分岐点～レジューサ (12× 10)」 と記載     .

(注 53)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジェ
=サ (12× 10)～ レジユーサ (10× 6)」 と記載

(注 54)記載の適止化を行 う。既工事計画書には「分岐点～レジューサ (6X4)」 と記載

(注55)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジュ∵サ (6× 4)及び分岐点～レジューサ (4× 2)」 と記載

(注56)記載の適正化を行 う。班工事計画書には「レジューサ (4× 2)お よび分岐点～格納容器循乗空調装置」と記載

(注 57)記載の適正化を行 う。既工事計画書には fレ ジェーサ (4× 2)～ レジi―サ (oX4)及び合流点」と記載

(注 58)記載の適正化を行 うと既工事計画書には 阻レジキ‐サ (6× 4)～ VS-39Bか らの合流点 (VSi39A)」 と記載

(注 59)記載の適正化を行 う。既工事計画書には 「レジユ‐サ (10× 6)～ レジュ■サ (12X10)」 と記載

(注60)記載♂)適江化を行 うむ既工事計画書には「レジュ●サ (12X10)～ レジューサ (12× 8)」 と記載

(注61)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (12× 8)年 レジュ_サ (12X3)」 と記載

(注 6カ)記載の適I化を行 う。斑工事計画書には「レジユーサ (12× 8)～ 1次系機器冷却水戻母管合流点」と記載

(注63)記載の適五化を行 う。既工事計画書には「充てんポンプ宝空調装置冷瀾1ラ ィン分岐点～充てん/高圧注入ポンプ分岐点」と記載

(注64)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「充て
～
/高圧注入ポンプ入日分岐点～レジューサ (2Xl 1/2)お よび (21/2X2)」
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工事計画本文 (原規規発第 1606105号 t平
成 28年 6月 10日 認可)

と記載

(れ65)記載の道正化を行う8既工事計画書には「レジューサ (2× 11/?)～ 充てん/高圧注入ポンプ～レジューサ (2× 11/2)」 と記

載

(注66)記載の迪正化を行う。既工事計画1書には「レジューサ (21/2X2)充てん/高江注入ポンプ～レジュとサ (21/2× 2)」 と記載

(注67)記載の適正化を行 う。既工事計画書には rレ ジュ‐サ (2Xl 1/2)お よびレジューサ (2172× 2)～ 充てん/高圧注入ポンプ出

口合流点」と記載

(注68)記載の適正化を行うデ既工事計画書には「充てん/高圧注入ポンプ出日合流点～充てんポンプ室空調装置冷才ヾl戻 ライン合流点」

と記載

(注69)記載の適正化を行 う。班工事計画書には
'海

水ポンプから中間建屋入由まで」と記載

(注 70)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「SS41」 と記載

(注71)記載の適正化を行う。既工事計画書には「中間建屋入口～海水母管分岐点及びレジューサ (30× 24)」 と記載

(注 72)記載の迪止化を行う。世)た工事計画書には「海水母管分岐点及びレジュ
=サ (30× 24)年 1次系冷却水クーラ」と記載

(注 73)記載の適fF化を行う。既工事計画書には「l次系冷却水クーラ～戻母管」と記載

(注 74)記載の適正化を行う。既工事計画書には「中間建屋出日までの戻母管 (埋設部除く)」 と記載

(れ 75)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「戻廿管分岐点～ラプチャディスク」と記載

(注 76)記載の適正化を行 う。既I事計画書には「海水鳳管分岐点～連絡管レジューサ (10× 翰 」と記載

(注 77)記載の適正化を行 う志既工事計回書には「連絡管分岐点～デイーゼル発電機」と記載

(注 78)記載の適正化を行う。R九 工事計画書には「デイ‐ゼル発電機～レジューサ (12× 8)及 び合流点」と記載

(注ヤ9)記載の適下化を行 うと既工事計画書には「レジューサ (12× 8)～海水戻母管」と記載

(注 80)STPT38同 等材 (STPT370)への取替えを行う。

(注81)STPG42同 等材 (STPG410)への収替えを行う。

(注s2)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「STl)G42」 と記載

(注83)本設備は記載の適正化のみを行うものであり、手続き対象外である。
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工事計画本文 (原規規発第 18013114号  平成 30年 1月 31日  にて変更認可)

(次ぺ‐ジに続 く)
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海水ポンプ

A、 B、 C、 D

A五、 Ab

海水 ス トレーナ

入日配管合流点

及び

中間建屋八 日

(B系 )

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前 更 後

高使用

度

(℃ )

|

さi材

高使用

名 称 世
|

名 称 力

(1:Hl) (MPa) (IBm)

(ユ Iti

tr二耳
I

SS400

(ユ ii

Ⅲ
【

|

609. 6 1217 SM400B

0,7 40
●

（
Ｖ^

２６７

(イ l:1

変更なし 変更なし

tF卜 : ('I

ユ蟄讐 12 SS400

01: (,L:

914.4 12.7 SM400B
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工事計画本文 (原規規発第 18013114号 平成 30年 1月 31日  にで変更認可)

(次ペエジに続く)

遭
郭
牌
含
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お
）
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営
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遮
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12.7

/

12.7

/

SM400B

変更なし

変更なし

さ

(mm)(mm)

名 力称

更 後

高使用 高使用

度

(℃ )

海水ポンプ

A、 B、 C、 D

Aa、 Ab

海水ス トレーナ

入日配管合流点

及び

中間建屋入口

(B系 )

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

SM400B

さ

712.

厚

載

40

肝

、最高

称名

変_更 前

く離1.

|

呵

(MPa)

(}lユ 】,(温 2巽

0。 7 1 76210

1

高使用

度

(℃ )

使用1最
1

力 温`



海水ポンプ

A、 B、 C、 D

Aa、  Ab

海水 ス
´
トレーナ

八 日配管合流点

及び

中間建屋八 日

｀
(B系 )

変 更 前 変 更 後

高使用
i

度1外

~革

|
|

名 称

レ
|

径 i厚 名 称

高使用

力 材

.望ユit
(℃ ) (旧 l“ 1) (■lll) (MPa)

‐
=・す

(ユ l li

914.4

(主 Hl

12.7 SM400B

(‖:1

914.4

くギ1:1

12.7

/i/
- 762.0 1  12.7 '

SM400B
i

t

(:I (】 l■

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

914.4 t  1217

tyI:2)

40
/
914.4

/
914.4

/
12,7

/
12.7

SM400B 変更なし

(I11 (注

|

|

1

|

1

914.4 1 24 7

/ /
SM400B

914.4

/ /

(Hll■ )

厚   さ

一ミ

工事計画本文 (原規規発第 18o13114号 平成 30年 1月 31日  にて変更認可)
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一
ψ

澄
鶉
畔
含
Ю
＼
Ｓ
）

（◆
営
朝
＝
ω
れ
導
コ
）

変更なし

名    称 材

i

ミ

I

さ

(■m)

変 更 後

海水ポシプ

At B、  C、  D

Aa、 Ab

海水ス トレーナ

入日配管合流点

及び

申間建屋八 日

(B系 )

高使用

(℃ )

原
子
炉
補
機
傘
却
設
備

SM400B

(H漑4)(mm)

(→ 1:2)i

称名 温

変 更 前

圧   カ

使 用

(MPa)

('1:1)

12。 7

/

/
12,7

/
914,4

(,1:1

914.4_

/
0。 7



工事計画本文 (原規規発第 18013114号 平成 30年 1月 31日  にて変更認可)
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変 更 後

¬一　

　

厚

廣
―
″

，

一　

　

さ

高使 使

名 称 径
=名 称 さ

耐
一

(lttPa) (℃ ) (皿ll) (而 )

|

一
|

原 Aa、  Ab

(ヤ 1ヽ

91■ 4

/

(注 1)

12,7

/

子

炉 海水ス トレー C,1:2,

補
1入 日配管合流点機

冷
1.2 SM400B 変更なし

却
設 |

備 :

中FH月 建屋入ロ

(A系 )

914 4

／
‐２，７

6

(滋1)公称値

(注2)重大事故等時における使用時の値

(注3)エルボを示す。



検査結果一覧表

成績書管理番号 :2二 24

）
０

特記事項

そ レ

検査立会責任者

主任技術者

示1/ラと,夕とレ

原子力検査官

髭 八 孝

考 メす五 膨ヽ

検査結果

孔

検査年月日

令和
S

年

1月
再

日



添付資料 1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

共通事項

検査前確認事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 確認結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されてい

ること。

記録確認

9~
検査 をする工事の工

程、期日及び場所が申

請書どお りである こ

と。

記録確認

工事計画の認可番号の

記載 が適切で ある こ

と。

記録確認

ユ



添付資料 3-1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)  .

検査前確認事項

備考確認方法 結果確認事項

記録確認申請者の品質記録が準備されていること。

崚図面等確認必要な図面等が準備されていること。

良記録確認

検査用計器が校正されており有効期限内である

こと及び必要な測定範囲、測定精度を有してい

ること。

立会/

韮鮮羅語れ
系統構成が完了していること。

ユ エ



検査結果

添付資料3-2

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

検 査 対 象

原子炉冷却系統施設

原子炉補機冷却設備

主配管  .

別添 1参照の太線枠内の範囲

検査項目 判定基準 検査結果 検査方法

系統機能検査

。通水検査

設備及び機器が工事計画に従い製作

され、据付けされ、所定の性能を有し

ており、.技術基準に適合するもので

あること。

h

R
鞘

備考

・記録確認は、工事計画に基づき申請者が行った試験・検査の品質記録 (※ )による。

※ 適合性確認検査成績書の識別番号 :T2-3■ 0014、 T2二 3-0015(そ の 1)

23



ぶ

工事計画本文 (原規規発第 1606105号 平成 28年 6月 10日  認可)

原子炉冷却系統施設

加圧水′早
j発

電用原子炉施設に係るもの (蒸 気タービンに係るものを除く。)に あつては、次の事項

9 原子炉補機冷却設備に係る次の事項

(8)主配管の名称、最高使用圧力、最高使用温度、外径、厚さ及び材料

常設

澄
郭
ド
含
＼
淫
）

（↓
営
朝
＝
卜
油
岳
コ
）

変 更 後

材  料

SM400B

SM400B

(注6)

SM400B

(ユ主6)

SM400B

SM400B

外
的ぁ
径
F(ェ)i

僻部 (測
762.0 1 12.7

(注 む) (■ 13)

914.4 12.7

(注 3,6) (平i3,6)

12。 7

(注3.6)

12.7

762.0

(注 3,

914.4

(43)

914.4

/

762.0

12,7

/

12,7

最高使用

温  度

(℃ )

変更な し

(注4)

40

最高使用

屋  カ

(MPa)

雌更な し

(注 4)

と,2

(注1)

1.2

名 称

変更なし

原
子
炉
補
機
冷
当I

設
備

変 更 前

材  料

SS41

(,■ 70)

SS400

厚   さ

(IEIll)

(注 3)

く注3)

12

外  径

(ェll■ )

(注 3)

762

(注 3)

914.4

最高使用

温  度

(℃ )

40

最高使用

圧  カ

(MPム )

0■ 2)

名 称

(注 69】

Aa、 Ab

海水 ス トレエナ

入 日配管合流点

中間建屋入 日

(A系 )

原
子
炉
補
機
冷
郵
設
備

(次ページに続 く)



変 更 後

材  料

SM400B

SM400B

SM400B

厚   さ

(mm)

(注 3)

12,7

/
12.7

/
1217

(注3)

12.7

/
12,7

/

(注 3)

12.7

/'

/
12,7

外  径

(盟m)

(注 3)

914.4

/
914.4

/
914,4

(注 3)

914.4

/
914.4

/

(注 3〕

914,4

/

/
914.4

最高使用

温  度

(℃ )

(注1)

40

最高使用

堅  力

(MPa)

(注■)

1.2

名 称

変更な し

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

材  料厚   さ

(1■ la)

外   径

(阻m)

最高使用

温  度

(℃ )

最高使用

圧  力

(MPa)

`名
称

(注 60

Aat Ab

海水 ス トレィナ

入日配管合流点

中間建屋入 口

(A系 )

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

|

工事計画本文 (原規規発第 1606105号 平成 28年 6月 10日  認可)

恥

翌
辣
騨
命
＼
燿
）

（↓
営
的
常
ヽ
沌
岳
コ
）



くユ1:1)

12.7

/

12.7

/

('II)

762.0

/
762,0

/

SM4008

SM400B
Aa¬  Ab

海水 ス トレーナ

入日配管合流点

中間建屋入 口

(A系 )

変 更 前 変 更 後

1高使 高使用
|

径
1厚

  さ

高使用 高使用

度

(℃ )

名 称 カ 料 名 称 温

(MPa) (¬(,) (mm) (證醸) (MPa) (mm) (錮田)

(I(1

0,7 762.0 1 1217

40
(li:

変更なし

原
子
炉
構
機
冷
却
設
備

1.2 914。 4 12.7

i#
変更なし

(,11 くユli l. 〔ユII.

■ 2 762.0 12,7 SM400B逮

工事計画本文 (原規規発第 18013114号 平成30年 1月 31日  にて変更認可)

(次ページに続く)

渡
鶉
ド
含
＼
聟
）

（↓
誹
９載
ド油
岳
コ
）



変  更 前

“
変 更 後

1最高使用
|

高使 用 高 高使用

度

(℃ )

名 称 外 径 さ 名 称 さ 材

(MPa) (℃ , (諷Щ) (血ln) (MP五) (mm) (Πlm)

くユ】:I,

914.4

('14.

12,7 SM400B

0と :)

914.4

/

762.0

(ユ L:)

12,7

/
12.7

SM400B

くヤ111)

原
子
炉
構
機
冷
却
設
備

Aaゝ  Ab

海 水 ス トレーナ

入口配管合流点
1.2 40

914。 4

/

914.4

/
914.4

1217

/
12,7

/
12,7

(と 1:

12.7

/
12.7

/

SM400B 変更な し

中間建屋入 日

(A系 ) く,li

914,4

/

914.4

/

SM400B

〕却

工事計画本文 (原規規発第 18013114号 平成 3o年 1月 31日  にて変更認可)

遭
郭
畔
令
＼
滅
）

（↓
営
い
■
卜
油
冨
コ
）

(次ページに続 く)



変 更 前 変 更 後

|

|

径 |

~■ ｀` ~~●
I…

｀

高 高使用

名 称 外 厚 さ 名 称 温 厚   さ

(1,1脳 ) (mm) (MPa) (℃ ) くHl目 1) (阻m)

(Iに い1

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

Aa、  Ab

海水 ス トレーナ

入 日配管合流点

(ユ Fを )

914.4

/
12,7

/
とi2 40・ SM400B 変更なし

中間建屋入甲

(A系 )

/
914.4

/
12.7

工事計画本文 (原規規発第 18013114号 平成130年 1月 31日  にて変更認可)

路

(注 1)公称値

(注2)重大事故等時における使用時の値

(注 3)エルボを示す。      i

蚤
鶉
牌
Ｇ
＼
褪
）

（↓
営
働
■
ド
油
岳
コ
）



工事計画本文 (原規規発第 1606105号 平成 28年 6月 10日  認可)

塾

変 更 後

材   料

変更な し

SM400B

(注 5,6

SS41

(ユ li31

SS41

(注5

SS41

外

|

径1厚 さ

(alm) (Httl)

(注 3〕 (ユi3)

12.77 62. 0

(注 3,3,6)

12.7

く了13,5)

12.7

/
12.7

(注 3.

762.0

/
762,0

/
762.0

駒
(注3,5)

12.7

/

12.7

/
12,7

く注3.品 6)

762.0

(注 3,6)

762,0

/
609.6

最高使用

温  度

(℃ )

変更なし

(注1)

40

最高使用

圧  力

(MPa)

(注 4)

0,7

名 称

変更な し

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

材   料

12 SS41

|

|

厚   さ

(lIBa)

外   径

(lilEl)

(注 3)

762

最高使用

温  度

(℃ )

最高使用

圧  カ

(Wa)

(注 2)

0,7

名 称

(注 71)

申間建屋入 日

A、 B系

海水供給母管

分岐点

及び

1次系

冷却水ターラ

A、 c八 ロライ ン

レジュエサ

(30× 24)

原
子
炉
補
機
冷
去ll

設
備

遭
郭
μ
金
＼
】
）

（◆
営
観
常
ド
沌
あ
コ
）

(次ページに続 く)



工事計画本文 (原規規発第 1606105号 平成 28年 6月 10日 認可)

的
０

(次ページに続 く)

変 更 後

材  料

変更な し

SM400B

(ユ七岳

SS41

厚   さ

(と農m)

く注3)

12,7

(it3.5)

12.7

/

12.7

/
12,7

外   径

(llull)

(れ 3)

762,0

(注 3,S)

762,0

/

762:0

/

762.0

最高使用

温  度

(℃ )

変岳な‖

(江 4)

40

最高使用

圧  カ

(MPa)

更な し

と,2

原
子
炉
補
機
冷
賓]

設
備

変更な し

1,2

名 称

変 更 前

厚 さ 材 料

(IBm)

(注3)1

1 SS41

|

12

外  径

(品)

(注 3)

762

最高使用

温
｀

度

(℃ )

40

最高使用

圧  力

(MPa)

(注 2)

0.7

名 称

(と71

中間建屋八 日

A、 B系

海水供給母管

分岐点

及び

1次 系
'

冷却水 クーラ
1

A、 C入 ロライン

レジューサ

(30X24)

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

涎
郭
牌
令
＼
淫
）

（◆
智
朝常
心
沌
あ
コ
）



工事計画本文 (原規規発第 1606105号 平成 28年 61月 10日  認可)

〕一

変 更 後

材
~料

(ユ115)

SS41

厚   さ

(誼m)

ftte,3)

12.7

/

12r7

/
12,7

外  径

(皿 )

(注 3,5)

762.0

/

762.0

/

609.6

最高使用

温  度

(℃ )

(江4)

40

名 称

く注4)

1,2変更なし

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

高使用

―カ

高使用

名 称 径 さ

(MPa) (℃ ) (mm) (lllin)

(注71)

中間建屋入 口

A、 B系

海水供給母管

分岐点

及び

1次系

冷却水 クーラ

A、 C人 ロライン

レジューサ

(30X24)

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

翌
辣
ド
含
＼
ぽ
）

（⇒
営
伽
載
卜
れ
“
コ
）



』
∪
戸

工事計画本文 (関原発第 123号 平成 30年 5月 24日  にて軽微変更届出)

遥
郭
ド
Ｇ
＼
淫
）

（◆
誉
ｍ＝
ド
沌
岳
コ
）

(MPa)

最高使用

変 更 後

変更なし

原
子
炉
捕
機
冷
却
設
備

(コmmi)

称名

高使用

度

(℃ )

くIL6,81)

SS400

(澁84〕

SS400

(注84)

SS400

SM400B

く注8電〕

SS400

(注3,6,81)

12,7

く藤3,31)

12.7

/1
12r7

〈注 乳Sl)

12.7

/
12.7

/
12.7

12.7

〔注3,81)

762.0

/
609.6

(澁 3.84〕

762.0

/
762.0

/
762.0

762.0

(注3,8,

762.0

(℃ )

0.7

017

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

さ

(mm)(m)

40

40

温

(MPa)

称名

変 軍 前

高使用

中闘建屋入ロ

A、 B系

海水供給母管

分岐点

及び

l次系

冷却水クーラ

A、 C入 自ライン

レジエ‐サ

(30X24)

(次ページに続く)



∞
働

工事計画本文 (関原発第 123号 平成 30年 5月 24日  にて軽微変更届出)

(次ページに続 く)

奨
郭
騨
奮
ｏ
＼
聟
）

（◆
轡
頓
＝
卜
沌
岳
コ
）

(MPa)

高使用

カ

変更なし

(℃ )

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

称

高使用

変 更 後

SM400B

材  料

(注81)

SS400

12.7

/

12.7

/
12,7

SS400

(澁るI

12,7

く注3,

12

(津 3,8■ )

762

762.0

(ギ19Ⅲ 84)

0

0

0

(注 3)

/

/

762

762.

762_

(注 4)

40

1,2

0,7

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

さ

(mれ )

称名

更変

¨

高使用

力

(MPa)

中関建屋八 日

A、  B系

海水供給母管

分岐点

及び

1次系

冷却水ク■ラ

A、 C入ロライン

レジューサ

(80)(24)



_ヒ事計画本文 (関原発第 123号 平成 30年 5月 24日  にて軽微変更届出)

〕
↓

遭
郭
μ
含
騨＼
淫
）

（◆
営
旬
■
卜
れ
Ｓ
コ
）

材  料

(mH)

厚   さ

変更なし

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

度

(℃ )

称名

高使

カ

変 更 後

最高使用

(MPa)

海水供給母管

分岐点

及び

1次系

冷却水ク‐ラ

A、 C入 ロライン

レジューサ

(30X24)

(℃ )

1,2

|

|

|

1

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

SS400

さ

(注 3,

(阻m)

独、名

(膿m)

〔注 3,

高使用

12.7

/

12.7

/
12.7

762.0

/

762.0

/
60946

中間建屋入 日

A、 B系

変 更 前



工事計画本文 (原規規発第 1606105号 平成 28年 6月 10日 認可)

ψｑ

鴻
郭
ド
含
Ю
＼
曽
）

（↓
智
９
■
卜
沌
菖

コ
）

変 更 後

材   料

変更なし

SM400B

(注 o,α

SS41

変更な し

S胡400B

(ユ 1モ 5,6)

SS41

外  径厚   さ

(IHl)|(観 EB)

I

船劉
(注 3)

12.0

く注3,5,

609.6

郡 (注 3,5,6)

12.7

(注 3) (注3)

609:6 12.0

くユ1ヽdi S,

609.6

む〉 (▼ i:3,S,6)

12,7

最高使用

温  度

(℃ )

変更なし

(注 4)

40

変更なし

(,ha)

40

最高使用

匡  力

(MPa)

(注 4)

0,7

変更な し

く注4)

と。2

tyl11)

1.2

名 称

変更な し

原
子
炉
補
機
冷
封l

設
備

変 更 前

材   料

SS41

SS41

厚   さ

(1団1)

(注 3)

1 2

(注3)

12

外   径

(lll14)

(注 a)

609。 6

(注 3)

609。 6

最高使用

温  度

(℃ )

40

40

1最

高使用

カ名 称
|

(碑a)

く注2)

0,7

(注 2)

0。 7

(注72)

海水供給毎管

分岐点

及び

1次系

冷却水クーラ

At C八 ロライン

レジューサ

(30× 24)

1次系冷封]水

クーラ

A、 B、 C

原
子
炉
補
機
冷
封I

設
備



工事計画本文 (関原発第 123号 平成 30年 5月 24日  にて軽微変更届出)

晩
⇔

ヨ
郭
騨
含
∞
＼
ピ
）

（↓
営
９，
卜
れ
Ｓ
コ
）

変更なし

(℃ )

さ

(mm)(記lm)

称名

変 更 後

(MPa)

高使用

カ

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

(予主S,84)

SS400

SS400

SS400

SM400B

(注S,

く注8,

12

〈注3,8,

12.7

12,0

(注 3〕

60916

く注316,84〕

609.6

く注1,

40

12.0609:6

(℃ )

(澁増

1.2

0,7

0。 7

0,7
原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

SS400

SM400B

さ

40

40

40

(MPa)

称名

最高使高使用

(Mm)

〈注

1.2

609,6

(直 3.

609,6

(注ヨJ

609,6

(注 8,61 (注 3i S,

12.7

海水供給母管

分岐点

及び  
‐

1次系

冷去偶水ターラ

A、 C八 ロライン

レジューサ

(30× 24)

と次系冷却水

クーラ

A、 B、 C

変 更 前



工事計画本文 (原規規発第 1606105号 平成 28年 6月 ■0日 認可)

時呵

(注 1)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「1次系冷却水クエラA、 B、 C年ティ (20× 20× 16)」 と記載

(注2)SI単位に換算したものである。

(注 3)公称値

證

郭

畔

含
添
＼

褪

）

（↓

営

釧
＝

卜
れ

岳

コ
）

変 更 後

材  料

STPT370

STPT370

外 径 さ

(■ ull) (mm)

(注 3)|

34.0 !

(江3,80)

3,4

( と 3) (注‖夕50)

9,3267.4

最高使用

温  度

(℃ )

(注 1)

40

く注■)

40

最̂高使用

区  力

(MPa)

(注 4)

0,33

(江 1)

1。 2

名 称

可搬型原子炉

補機冷却水

循環ポン:プ

出日接続点

可機型原子炉

補機冷却水

循環ポンプ

出日配管合流点

A海水供給母管

接続口

Aa、  Ab

海水 ス トレ‐ナ

入 日配管合流点

原
子
炉
補
機
冷
封1

設
備

変 更 前

材  料外  径 厚    さ

(■llll) (とnm)

最高使用

温  度

(℃ )

最高使用

圧  力

(MPa)

名 称



沸

工事計画本文 (原規規発第 1606105号 平成 28年 6月 19日 認可)

(注4)重大事故等時における使用時の値

(注 5)本設備は既存の設備である。                 、          ′

(注6)エルボを示す。

(注 7)記載ρ適
=化

を行うb既工事計画書には「1次系冷却水クーラ出日連絡管」と記載

(注8)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「ヘンダA、 B:テ ィ (20× 20× 16)～ レジューサ (20× 14)」 と記載

(注9)記載の道正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (20X i4)～ 内部スプレクーラ」と記載

(注 10)記載σ)適正化を行 う。既工事計画書には「ヘンダC:テ イ (16k16× 16)～ レジューサ (16X12)」 と記載

(注 11)当該ラインにういては(主配管に該当しないため記載の適正化を行 う。

(注 12)記載の適I化を行 う。既工事計画書には「ヘッダC:レ ジューサ (16X12)～ ティ (20× 20× 16)」 と記載

(注 13)記載の適正化を行 う。既工事計画書には 「ヘッダA、 BI内部スプレクィラ～レジューサ (20× 14)」 と記載

(注 14)記載の適正化を行 うよ既工事計画書には Tヘ ッダA、 B:レジューサ (20× 14)年ティ (20× 20X16)」 と記載

(注 15)記載の適I化を行 う。既工事計画書には「1次系冷却水ポンブ入日連絡管」と記載

(注 lo)記哉の道止.化 を行 う。既壬事計画書には「ティ (20X29卜 16)～ 1次系冷却水ポンプA、 B、 Ct D」 と記載

(注 17)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「l次系冷却水ポンプ出ロレジュ●サ (16x12)走 ティ (20X20× 16)」 と記載

(注 13)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「1次系冷却水ポンプ出日連絡管」と記載

(注 19)記裁の適正化を行う。既工事計画書には「1次系冷却水ポンプAく Dtt Hテ ィ (PO、 20X16)～ 1次系冷封
'水

ク
=ラ

A、 C入 爛ティ

(20× 20× 16)」 と記載

(注20)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「1次系冷却水クエラ八日連絡管」と記載

(注21)記裁の適正化を行 う。既工事計画書には「ティ (20× 20X16)及びレジューサ (20X16)～ i次系冷却水ク‐ラA、 C及びB」 と記

載

(れ22)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「母管分岐点ん余熱除去クーラ (RE 2)A、 B」 と記載

(注23)記載の適正化を行 う1班工事計画書には「余熱除去ク十ラ (RH-2)A、 B～戻母管合流点」と記載

(注24)記哉の適正化を行 う。既工事計画書には「母管分岐点～冷却材ポンプA、 B、 Cへの分岐点」と記載     ´

浬
郭
岸
含
働
＼
聟
）

（◆
営
ｍ
常
ド
ｈ
冨
コ
）



(注 25)

(注 26)

(注 27)

(注 28)

(注 29)

(注30)

(注 31)

(注 32)

(注 33)

(注34)

工事計画本文 (原規規発第 1606105号 平成 28年 6月 10日 認可)

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「冷却材ポンプB、 Cか らの合流点～弁 (2-FCV-1241)」 と記載       '
記載の適正化を行 う。既工事計画書には「冷却材ポンプA、 Bか らの合流点～戻管 (8B)合流点」と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「1次冷却水ポンプ入日分岐点～弁 (2工5105A、 B)」 と記載

記載の道正化を行 う。既工事計画書には「弁 (2-5105A、 8)～ 1次系冷却水タンク」と記裁

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「1次系機器冷却水母管A、 B分岐点～燃料ピントク▼ラ」と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には 「燃料ピットク‐ラ～1次系機器冷却水戻母管A、 B合流点」と記載   ｀

記載の適I化を行 う。既工事計画書には「1次系機器冷却水母管分岐点～余剰抽出水クーラ」と記載

記載の適正化を行 う。班工事計画書には f余剰抽出水クーラ～1次索機器冷却水戻母管 (10B)合 流点」と記載

記載の適正化を行う。既工事計画書には「1次系機器冷却水母管～レジューサ (3X2)」 と記載

記載の連正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (3× 2)～計器用コンプレッサーパッケージlA-lA、 上A-lB八 ロレジユエサ

(2Xl 1/2)」 とn―己載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には F計器用コンプ レッサーパッケージIA二 lA、 IA-lB出 ロレジ早~サ (2Xl 1/2)～ レ

ジューサ (3X2)」 と記載

記裁の適正化を行 うと既工事計画書には |レジューサ (3X2)～ 1次系機器冷却水戻母管」と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「1次系機器冷却水母管分岐点～余熱除去ポンプおよび内部スプレポンプ室空調装置入

ロレジュエサ (3× 2)」 と記載                          ィ

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (3× 2)～ 1次系機器冷却水戻母管合流点」と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「1次系機器冷ムロ水母管分岐点～レジューチ (4× 2)」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジュエサ (4X2)～ 1次系機器冷却水戻母管合流点」と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「余熱除去ポンプおよびスプレポンプ事空調装置冷豫ライン分岐点～
レジューサ (2Xl

1/2)」 と記載

記載の道正化を行 う。既工事計画書には「余熱除去ポンプ冷却ライン分岐点～余熱除去ポンプ入ロレジューサ (11/2× 4/2)」

と記載

い
カ

(注 35)

(注 36)

(注37)

(注 38)

(注 39)

(注 4o)

(注 41)

澄
郭
ド
含
①
＼
ピ
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（↓
智
旬
＝
添
沌
あ
コ
）

(注 42)



台

工事計画本文 (原規規発第 1606105号 .平成 28年 6月 10日 認可)

(れ43)既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。記裁内容は、設計図書による。         .
ィ (注44)記載の適1に化を行う。】尭工事計画書には「レジューチ (2× l V2)～ 内部スプレポンプ入日分岐点」と記載

(注 45)講載の適正化を行 う。既工事計画書には「内部スプレポンプ入日分岐点～レジューサ (1〆 V2)」 と記載

(注 46)記載の道正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (lX1/2)年 内部スプレポンプ出口合流点」と記載

(注47)記載の適正化を行う。既工事計画書には「内部スプレポンプ出口合流点～レジユーサ (2Xl V2)」 と記載

(注48)記載の道正化を行う。既工事計画書には「余熱除去ポンプおよび内部スプレポンプ出入日管」と記載

(注49)記載の道正化を行う。既工事計画書には「余熱除去ポンプ出ロレジュエサ (l V2又 V2)～余熱除去ポンプおよび内部スプレポ
. 

ンプ冷却もどリライン合流点」と記載

(注50)工″ボにらぃては管と同等以上の厚さのものを選たする。

(注51)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (2Xl V2)～ レジューサ (3X2)」 と記載

(注 52)記載の適正化を行 う。既I事計画書には「1次系機器冷却水母管分岐点～レジキーサ (12X10)Jと 記載

(注 53)記載め適正化を行 うも既工事計画書には「レジュ■サ (12X10)～ レジュ
=サ

(10× 6)」 と記載

(注54)記載の適正化を行う。既工事計画書には「分岐点～レジューサ (6× 4)」 と記載

(注55)記載の適正化を行う。既工事計画書には「レジューサ (6X4)及び分岐点～レジュ_サ (4X2)」 と記載

(注56)記哉の適正化を行う。既工事計画書には「レジューサ (4× 2〉 および分岐点
～
格納容器循環空調装置」と記載

(注 57)記載の適正化を行う。既工事計画書には「レジューサ (4× 2)～ レジューサ (6X4)及び合流点」と記載

(注58)記載の適正化を行 う。既工事計十由i書 には「レジュ_サ (6× 4)～VS-398か らの合流点 (VS-39A)」 と記載

(注 59)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジ■―サ (10X6)～ レジューサ (12X10)」 と記載

(注60)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (12× 10)～ レジューサ (12× 8)」 と記載

(注61)記載の道正化を行うと,1二工事計画書には「レジューサ (12X3)～ レジユエサ (12バ 8)」 と記載

(注62)記載の適 lF_化 を行 う。既上事計画書には「レジューサ (12X8)営 1次系機器冷却水戻母管合流点」と記載

(注63)記載の適正化を行う。既工事計画書には「充てんポンプ室空詞装置冷却ライン分岐点～充てん/高圧注入ポンプ分岐点」と記載

(注64)記載の適正化を行う。既工事計画書には「充てん/高圧注入―ポンプ入日分岐点～レジュ●サ (2Xl 1/2)および (21/2X2)」

涎
辣
解
含
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）



(れ 65)

(注66)

(注67)

(注68)

工事計画本文 (原規規発第 16061iOЬ 号 平成 28年 6月 10日 認可)

と記載

記載の適I化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (2× とV2)～ 充てん/高圧注入ポンプ～レジューサ (2Xl 1/2)」 と記

載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (21/2必 2)充てん/高圧注入ポンプ～レジュエサ (2V2X2)」 と記載

記載の道正化を行 う。既工事計画書には「レジキ■サ (2Xl 1/2)およびレジューサ (21/2× 2)～ 充てん/高圧注八ポシプ出

日合流点」と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「充てん/高 ,■ 注入ボンブ出日合流点｀充てんポンプ室空調装置冷却戻ライン合流点」

と記載 |                    |

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「海水ポンプから中間建屋八日まで」と記裁

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「sS41」 と記載

記載の適
=化

を行 う。既工事計画書には「中間建屋八日～海水母管分岐点及びレジュ_サ (30X24)」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「海水母管分岐点及びレジューサ (30× 24)～ 1次系冷却水クーラ」と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「1次系冷却水クーラ～戻母管」と記載           、

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「中間建屋出口までの戻母管 (埋設部除く)」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「戻母管分岐点～ラプチャディスク」と記載    
―

記載の適正化を行 う。身{こ11事計画書には「海水母管分岐点え連絡管レジ■●サ (10X8)」 と記載

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「連絡管分岐点～ディーゼル発電機」と記載

記載の適正化を行 う。既I事計画書には「ディマゼル発電機～レジューサ (12バ 8)及び合流点」と記載

記裁の適I化を行 う。既工事計画書には「レジューサ (12X8)、 ～海水戻母管」と記載  「

STPT38同 等 材 (STPT370)への 取 替 え を行 う。

STPむ42同等材 (STPG410)への収替えを行 う。

記載の適正化を行 う。既工事計画書には「STPG42」 と記載

本設備は記載の適正化のみを行 うものであり、手続き対象外である。

ヽ
一

(注09)

(注 70)

(注 71)

(注 72)

(注 73)

(注74)

(注75)

(注76)

(注77)

(注78)

(注79)

(注 80)

(注81)

(注82)

(れ 83)
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変 更 前 変 更 後
ヤ

:T

‐
|イ

高使用

力

最高使用

称 名 称 温 さ

(MPa) (mm) (田m) (MPa) (℃ ) (mm) (mm)

|

僻

　

４

(ユエ

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

Aa、 Ab

海水ス トレーナ

入 自配管合流点

9 1 4_

/
l.2 SM400B 変更なし

中間建屋八 日

(A系 )

/
914.4

/
12,7

I事計画本文 (原規規発第:18013114号 平成 30年 1月 31日  にて変更認可)

帯

(注 1)公称値

(注2)重大事故等時における使用時の値

(注3)エルポを示す。        ′

翌
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＼
褪
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卜
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エ
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）



戒

工事計画本文 (関原発第 123号 平成 30年 5月 24日  にて軽微変更届出)´

(注弔)既手事計画書に記載がなぃため記載の道正化を行う。記栽内容は、設計図書による。

(注44)記載の適正イヒを行う。既工事計画書には「レジューサ (2Xl V2)ヽ内部ネプレポンプ八日分岐点」と記載

(注15)記載
')適

正化を行うcB電工事計画書には「内部スプレポィプ入口分岐点～レジューサ (lX1/2)」 と記栽

(注46)記裁の適と化を行う。跳止事計画書には「レジュ‐サ (lX1/2)～内部スプレボンプ出目合流点」と記載

(注47)記載の適正化を行う。既工事計画書には「内部スプレポンプ出日合流点～″ジューサ (2卜 11/2)」 と記載

(注48)記載の適正化を行う。既上事計画書には「余熱除去ポンプおよび内部スプレポンプ出入口管」と記載

(注49)記載の適正化を行う。既i事計画書には「余熱除去ポンプ出ロレジューサ (11/2X1/2)～余熱除去ポンプおよび内部スプレポ

ンプ冷却もどリライン合流点」と記栽        _
(注50)エルボについては管と同等以上の厚さのものを選定する。

(注51)記畿の適葦化を行 う。既工事計ittl書 I手 は『レジエィサ (2バ 11/2)～ レジューサ (3X2)」 と記載

(注52)記載の適こ化を行 う。既工事計画書に燃「l次系機器冷却水母管分岐点～レジューサ (12X10)」 と記載         ~

(注ら3)記載の適工化を行 う。既工事計画書には fレ ジュエ～サ (12X10)～ レジューサ (10X6)」 と記載

i(注54)記載の適正化を行 う。既工事計画書には F分岐点れレジューサ (6X4)」 と記載

(注55)記載あ適正化を行 う。既工事計画書には「レジューす (6X4)及び分岐点～レジューサ (4X2)」 と記載

(注56)記載の適正化を行う∵残電工事計画書鳴は「レジエーナ (4X2)お よび分岐点～格納容器循乗空調装置」と記載  ´

(注57)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「レジューサ |(4X2)～ レジューサ (6X4)及び合流点」と記載

(注68)記載の適正イヒを行 う。既工事計画書には「レジューサ (6× 4)～VS-39Bか らの合流点 (VS-39A)」 と記載

(注ふ9)記載の適正化を行 う。既工事計画書には 「レジューサ (19X6)～ レジューサ (12X10)」 と記載

(注60)記載の適五化を行 う。既工事討薗書には「レジューサ (1字 又10)～ レジュ‐す (12X8)」 と記載

(注63)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「充てんボンプ室空調装置冷却ライン分岐点～充てん/高圧注入ポンプ分岐点」と記栽

(注64)記載の道正化を行う。班工事計画書には「充てん/高圧注入ポンプ八日分岐点～レジューサ (2Xl 1/2)お よび (21/2X2)」
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(注65)

(注66)

(注67)

(注 68)

(注86)

(注69)

(注 70)

(注 77)

(注78)

(注79)

(注80)

(注31)

(注82)

(注83)

(注84)

(注35)

工事計画本文 (関原発第 123号 平成 30年 5月 24日  にて軽微変更届出)

と記裁

記載の道正化を行う。雛工事計画書には
'レ

ジューサ (2× li/2)～充てん/高圧注入ポンプ～レジューサ (2Xl 1/2)」 と記

載

記載の適正化を行う。既工事計画書には「レジュィサ (21/PX2)充てん/高屋注入ポンプ～レジエーサ (21/2Ж 2)」 と記載

記載の道正化を行う。既工事計画書には「レジューサ (2Xl 1/2)およびレジュ●サ (21/2X2)～充てん/高圧注入ポンプ出

日合流点」と記載             ′

記載あ道正化を行う。既工事計画書には「充てん/高野注入ポンプ出歯合流点～充てんポンプ室空調装置冷却戻ライン合流点J

と記載

評載の適正化を行う。既工事計画書には「海水ポンプから中間建屋入口まで」と記載

記載の道正化を行う。既工事計画書には「SS41」 と記栽                        ゃ

記載の適正化を行う。既工事計画書には「連絡管分岐点～ディーゼル発電機Jと記載

記載の適正化を行う。既工事計画書には「ディTゼル発電機～レジエーチ (12X8)及 び合流点」と記載      ヽ

記載の道正化を行うs既工事計画書には「レジューサ (12X8)～ 海永戻母管Jと記載

STPT88同 等材 (STPT370)への取答 えを行 う。

STPG42同 等材 (STPG410)への取替 え を行 う。 !

記栽の適正化を行う。既I事計画書には「STPC42」 と記載

本設備は記載の道正化のみを行うものであり、手続き対象外である。

SS41同等材 (SS400)への取答えを行うも

注記にういて記載の適正化を行うと平成28年6月 10日 付け原規規発第1606105号にて認可された既工事計画書に記載の「重大事故

等時における使用時の値」を削除

記載の適正化を行う。平成28年6月 10日 付け原規規発第と606105号 にて認可された既工事計画書には変更後に記栽

浬
郭
岸
含
ド＼
淫
）

（◆
掛
釦常
卜
れ
ヽ
コ
）



関西電力株式会社

高浜発電所第 2号機

使用前検査成績書

要領書番号 :原規規収第 1610,72号 99

成績書管理番号:2-25

疹かも年 '月

原子力規制委員会



使用前検査成績書

1発電所名    関西電力株式会社高浜発電所第2号機

2検査申請    検査申請一覧表のとおり

3検査期日    自 令和 古 卒 愚 月23/日

至 令和●年も♪漁23日

4検査場所    使用前検査記録のとおり

5検査実施者   検査結果一覧表のとおり

6検査結果    検査結果一覧表のとおり

7添付資料    使用前検査記録

成績馨管理番号 :2425

|



検査申請書番号

(申請年月日)

関原発第 321号

関原発第435号

関原発第 47号

関原発第 203号

関原発第 260号

関原発第416号

関原発第 505号

関原発第 513号

関原発第  4号

関原発第 69号

関原発第 116号

関原発第 205号

関原発第 511号

関原発第 543号

関原発第 618号

関原発第 23号

関原発第 23号

関原発第 293号

関原発第 5!62号

関原発第 585号

関原発第 137号

関原発第 209号

関原発第 580号

関原発第 80号

関原発第 166号

関原発第 256号

(平成 28年 10月  7.日 )

(平成 30年 3月 20日 )

(平成 30年 4月 210日 )

(平成 30年  7月  4日 )

(平成 30年 8月 20日 )

(平成 30年 12月  5日 )

(平成 31年  2.月  1日 )

(平成 31年 2月  6日 )

(平成 31年 4月  4日 )

(令和 元年 5月 10日 )

(令和 元年 6月 24日 )

(2019年  8月 23日 )

(2020年  1月 31日 )

(2020年  2月 26日 )

(2020年 13月 24日 )

(2020年  4月  7日 )

(2021年  4月 30日 )

(2021年  8月  2日 )

(2022年  2月 28日 )

(2022年  3月 15日 )

(2022年  6月 10日 )

(2022年  7月  1日 )

(2022年 12月 27日 )

(2023年  5月 26日 )

(2023年  6月 21日 )

(2023年  7月 26日 )

成績書管理番号 :2-25

検査申請下覧表

上記以降の変更を検査申請書の変更申請により確認し表中に追記する。

■



検査結果下覧表

成績書管理番号 :2-25

い

特記事項

歩し

検査立会責任者 印

操修颯焦弩 主任技術者

原子力施設検査官 印

，

お
ノ
// ゑ 弦

名胸 腺

妹ねく名

称 頻 崇弘 司

検査結果

愛

検査年月日

令不Hj年
葛月23日



添付資料 1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

共通事項 r
成績書管理番号 :2-25

検育年月日 :食糸Iす年 ■ 月2己 日

検 査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 確認結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されてい

ること。

記録確認

検査 をする工事の工

程、期日及び場所が申

請書 どお りであるこ

とを

記録確認 ⑧―

工事計画の認可番号の

記載 が適切で ある こ

と。          1

記録確認 《動・下

字



1  添付資料 3-1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(四号検査)      .
成績書管理番号 :2-25

検査年角日卜/劫″ 声年 
『

月 23日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

確認事項 確認方法 結果 備考

申請者の品質記録が準備されていること。 記録確認

必要な図面等が準備 されていること。 図面等確認
Θ

・ 一

検査用計器が校正されており有効期限内である

こと及び必要な測定範囲、沢1定精度を有してい

ること。

記録確認 〇・―

系統構成が完了していること。
記録確認

GD・
二

も
~



関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

(匹l号検査)

―      添付資料 3-2

使用前検査記録

成績書管理番号 :2-25

検査年月日t食スとき 年 を 月 連  日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

,検査結果

検 査 対 象

原子炉冷却系統施設

原子炉格納容器内の一次冷却材の漏えいを監視する装置

炉内計装用シンブル配管室ドレンピット漏えい検出装置 別添 1参照

検査項目 判定基‐準 検査結果 検査方法

系統機能検査

・警報検査

設備及び機器が工事計画に従い製作

され、据付けされ、所定の性能を有し

ており、技術基準に適合するもので

あること。

皮
記録確認

備考

・目視で確認した範囲 :添付資料3-3参照

も



検査結果

関西電力株式会社高浜発電所第2号機

(匹l号検査)

(立会検査)
/

添付資料 3-3

使用前検査記録

成績審管理番号 :2■ 25

検査年月日:令和 き 年 了 月姻 日

検 査 場 所 IB尋西電力株式会社高浜発電所

検査対象 項 目 測定値等 検査結果 検査方法

炉内計装用シンブル配

瑕轟と姜哲
ピツ

lf争

系統機能検査

・警響検査
/ャ

笠 目視

備考

7



工事計画本文(原規規発第1606195号 (平成28年 6月 10日調可))

原子炉冷却系統施設
加圧水型発電用原子炉施設に係るもの (蒸気タービンに係るものを除く)にあつては、次の事項

10 原子炉格納容器内の一次冷却材の漏えいを監視する装置の名称、種類、計測
｀
範囲、取付箇所来び個数

ド

変 真 後

μ 円 訂
g療

用 yン プ ル 阻 富 毛

ドレンピッ ト濃 えい給出整詈

電機式水位検出器

(下部)15ェlil以上

(上部)40hm以上

炉閣計蒙用シンフル配冒軍

ドレンピッ ト漏 えい検出装置

(下部)1
(上部)1

変 更 前

名 称

種 類

計 測 範 囲

系    統

(ラ イ ン 名

峯
)

設 置    床

γ企 水 防 護 上 の

区 画 番 号

途 水 防 護 上 の 配 慮 が

必  要  な  高  さ

個 数

取
付
箇
所

削
霊
沸
ユ



関西電力株式会社

高浜発'電所第 2号機

使用前検査成績書

要 領 書番 号  :原規規収第 1610072号 99

成績書管理番号 :2-26

浴
～

J~年 ど 月

原子力規制委員会



使用前検査成績書

1発電所名 関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

2検査申請   ~検 査申請一覧表のとおり

3検査期日   自 浴Mtt Z年 す
「

/?日

至雅羽帝す 年o月うρ日

4検査場所    使用前検査記録のとおり

戸検査実施者  検査結果下覧表のとおり

6検査結果    検査結果一覧表のとおり

7添付資料    使用前検査記録

成績書管理番号 12-26

′



検査申請書番号

(申請年月日)

関原発第 321号 (平成 28年 10月 7日 )

関原発第435号 (平成 30年 3月 20日 )

関原発第 47号 (平成 30年 4月 20日 )

関原発第203号 (平成 30年 7月 4日 )

関原発第260号 (平成 30年 8月 20日 )

関原発第 4116号 (平成 30年 12月 5日 )

関原発第 505号 (平成 31年 2月 1日 )

関原発第 513号 (平成 31年 2月 6日 )

関原発第  4号 (平成 31年 4月 4日 )

関原発第 69号 (2019年 5月 16日 )

関原発第 116号 (2019年 6月 24日 )

関原発第 205号 (2019年 8月 23日 )

関原発第 511号 (2020年 1月 31日 )

関原発第 543号 (2020年 2月 26日 )

関原発第 618号 (2020年 3月 24日 )

蘭原発第 23号 (2020年 4月  7日 )

F露 散益イ2=モ ∠之οぞ|み宝武
=θ

嵐J

lサF=潔た索 z俗致 之ο21昇 ″周 と日)

爾マ充%∫彦2号 とzう22年 2房 Z″自)

爾慈秀猪罰渉看ど2οをキむ再/す雹Ⅲ

露磁益翡′台7そ (2υ 224う ロアクa)
露家究萬 2ヮ 9そ こた炭2年 7月 /患 )

爾定発%ガοちt〃 zュ■確可2'日 Ⅲ

成績書管理番号 :2-26

検査申請一覧表

上記以降の変更を検査申請書の変更申請により確認し表中に追記する。

2



検査結果一覧表

成績書管理番号 :2-26

ιυ

特記事項

「3t

検査立会責任者 印

主任技術者

電気■イ生す交イ病名

原子力施設検査官 印

原子力検査官

彰 八 を

検査結果

』碇

検査年月日

塔彰酵Z年

す月ノタ日



添付資料 1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

共通事項
成績書管理番号 :2-26

検査年月日 :今和 2午 J~月 /7日

検 査 場 所 1関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 確認結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されてい

ること。

記録確認 Q・ =

検 査 をす る工事 の工

程、期 日及び場所が申

請書 どお りで ある こ

と。

記録確認 0

工事計画の認可番号の

記載が適切で ある こ

と。

記録確認

/



関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

(三号検査)

添付資料3-1

使用前検査記録

成績書管理番号 :2-26

旗査年F層 :つ静2年 市 月
ン7日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

確認事項 確認方法 結果 備考

申請者の品質記録が準備されていることき 記録確認 ◎・二

必要な図面等が準備されていること。 図画等確認 Q・ 一

検査用計器が校正されており有効理番長内である

こと及び必要な測定範囲、測定精度を有してい

ること。

記録確認 鰻謗・T

系統構成が完了していること。
υ
記録確認 ⑪

・
■

∫
~



添付資料 3-2

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録
「       (三 号検査)

成績書管理番号 :2-26

捺査年月日:今漁 2年 ,す 月 /7日
検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

検 査 対 象

計測制御系統施設

原子炉非常停止信号

1次冷却材流量喪失 (1次冷却材ポンプ電源電圧低)房呼添卜1参照

1次冷却材流量喪失 (1次冷却材ポンプ電源周波数低)別添卜2が照

検査項目 判定基準 検査結果 検査方法

検出要素設定値確認検査

(1)原子炉保護回路設定値確認

検査

設備及び機器が工事計画に従い製作

され、据付けされ、所定の性能を有し

ておりこ技術基準に適合するもので

あること。

夜
⑩

備考 (

・記録確認は、工事計画に基づき申請者が行った試験 `検査の品質記録 (※)による。

※ 適合性確認検査成績書の識別番号 :T2T3-0906

・ 目視で確認した範囲 :添付資料 3-3参照

『



添付資料 3-3

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

(立会検査)

成績書管理番号 :歩 26

検査年月日 :吟み 2年 子 月 /″ 日

検 査 場 所 i関西電力株式会社高浜発電蕩

検査結果

検査対象設備名 項 目 測定値等 検査結果 検査方法

低電圧継篭器

(A■ 次冷却材ポンフ
°
電源)

(B■ 次冷却材ポンフ
°
電源)

(C-1次冷却材ポンフ
°
電源)

原子炉保護回路

設定値確認検査
別添2参照 甍

目視

周波数継電器

(A-1次冷輝材ボンフ
°
電源)

(B-1次冷却材ホ
°
ンフ
°
電源)

(C■ 次冷却材ホ
°
ンフ
°
電源)

原子炉保護回路

設定値確認検査
別添 2参照

災

備考

ク



添付資料 3-4

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

検査用計器一覧表
成績書管理番号 :226

検査年月日 z年 く介月 日

管理番号 浪I定範囲 測定精度
校五年月日

有効期限
備考検査項劉 検査用計器

2カτ】
=↓

乏

2沙彦沙I風 r

交流電屋
設定値確認

検査

電圧単相電

流単相保護

リレエ試験

器

夕ρ混え

',2彦″θ,皮 ′
周波数

設定値確認

検査

電圧単権電

流単相保護

リレー試験

器

以下余白

7



計

Ptt3革蕎彊曇「描須隻蕃駁急毬院,農争擦罪響程査罹姜争念虐?み檜義彼み姜老格罷よに捨字議罪常停止信号を発信させない条件原

0
定格電圧
の65%
以上

総 水 防 護 上 の

さが 必

検出器及び作動条件

設定値
常停止

…i熟 原子炉非常
止信号を

に要する |

発信させ

ない条件

原子炉非常停止信β●・を

発信させない条件 取付箇所個数鶴 惨堪蒸
原子炉

低電圧継電器

(A-1次 冷却材

ポンプ電源 )
1ヽ 変更なし

2

漆 水 防 護 上 の

途 水 防 護 と の

さが 必 な

低電圧継電器

(B― 二次冷却材
ポンプ電源)

出力領域中性子束及び

タエビン負荷が定格出

力の10%以下の場合、

自動で原子炉非常停止

信号が阻止される。

変更なし

2回路

以上の

一致

定格値の

60-80。/。

変更なし 変更なし

漆

区

水 防
画

一静
搭

．上 の

号

途 水 防 護 上 の

低電圧継電器

(C-1次 冷却材
ポンプ竃源)

変更なし

ザ
Fn水 防 護 上 の

3設
営 床

(甚 35】 :

系 統 名

(ラ イ ン名 )

くB■次冷却

材ポンプ

電源)

床置設

系 統 名

(ラ イン名)

(A rl次 冷却

材ポンプ、

電源)

設定値 l渉 働取付箇所個数

１
次
冷
却
材
ボ
ン
プ
電
源
電
圧
低

１
次
冷
却
材
流
量
喪
失

3 
設 置 床

原子炉非常 |
停上に要する |

l i

検出器
の種ブ額

(と,

原子炉

求常停止

信号の種類

1系  統 名

(ラ イン名 )

コ
〓
鶴
か
解
―
岸



変 更 前 変 更 後

原子炉非常

停止信号を

発信させ

ない条件

変更なし

検出器及び作動条件 検出器及び作動条件
原子炉

非常停止

信号の種類
検出器
の種類

個数 取付箇所
原子炉非常

停止に要する
設定値 (渉 う

|

原子炉非常停止信号を

発信させない条件

原子炉

非常停止

信号の種類
器

個 取付箇所

原子炉

非常停止

に要する
設定値の種類

信号の 号 の

57Hz以上変更なし

変更なし

の
号

上き
番

防
耐

水浴

区

澄 水 防 護 上の
白し慮が必要な高さ

変更なし

盗 水 防 護 上 の

区 画 番 号

途 水 防 護 上 の

配慮が必要な高さ

変更なし

の
号

上護

轄

防

画

水途

区

絵 水 防 護 上 の

配慮が必要な高さ

2

出力領域中性子束及び

ター ビン負荷が定格出

力の110%以 下の場合、

自動で原子炉非常停止

信号が阻止されると

2

2回路´

以上の
一致

56´ψ59Hz 変更なし

2

|

周波数継電器

(A-1次 冷却材

ポンプ篭源 )

(遊 16)

周波数継電器
(B=1次 冷去il材

ポンプ電源)

周波数継電器

(C-1次 冷去p材

ポンプ電源 )

系 統 名

(ラ イン名 )

設  置 床

系 統 名

(ラ イン名 )

設 置 床

系 統 名

(ラ イン名 )

設 置 床

|

(A-1次 冷却

材ボンプ

電源 )

3

1

次
冷
却
材
流
量
喪
失

1

次
冷
却
材
ポ
ン
プ
電
源
周
波
数
低

FB-1次冷却

材ポンプ

電源 )

(C-1次冷却

材ポンプ

電源)

3

ピ
郭
ド恙



検査方法

孔ヽ

登

査

果

検

結

民ヽ

甍ヽ

食ヽ

没

検査

年月日

今漁12年

す月/7日

′丁̀ 77 V

クど、夕汐 V

タタρ′ V

∫π,夕 HZ

}Izす2す//

ざ夕す/す HZ

動作値
計器許容誤差

※1

(許容範囲)

セ ッ ト値設定値

波数継電器

(C■ 次冷却材ホ
°
ンフ
°
電源)

(951/4-2D A相 )

低電圧継電器

(B-1次冷却材ポンフ
°
電源)

(271V4・2C2A相 )

低電圧継電器

(C-1次冷却材ポシフ
°
電源)

(271卜1/42D A相 )

原子炉保護回路設定値確認検査記録
判定基準 :セ ット値に計器許容誤差を加味した許容範囲内であること。

検査対象

(計器番号)

低電圧継電器

(A-1次冷却材ホ
°
ンフ
°
電源)

(27と 1ヽ/4-2CIA相 )

＼
＼ 周波数継電器

(A一 I次冷却材ホ
°
ンフi電源)

(951/4-2Cl△相)

周波数継電器

(B-1次冷却材ホ
°
シフ
°
電源)

(951/4-2C2A相 )

※ 1:許容誤差はメす力基準による。

目視

単
迂
琳
Ю



検査結果二覧表

成績書管理番号 :2-26

＼
骸

・

特記事項

硯子t

検査立会責任者

旅宅14負 惚な′髯主注技術吉

原子力検査官

″ 笈 鯵

著 ふ を

ィ検査結果

R

検査年月日

令和  す 年

ご 月 ノθ日



添付資料 1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

共通事項
成績書管理番号 :2f26

検査年月日:令和 ◆ 年 ご 月 ノ沙 日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 確認結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されてい

ること。

記録確認 Q

検査 をす る工事 のエ

程、期 日及び場所が申

請書 どお りで ある こ

と。

記録確認 ③・T

工事計画の認可番号の

記載 が適切で ある こ

と。

記録確認 軽⊇・二

/●



添付資料 3=1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

成績書管理番号 :2T26

検奪年月日:令和∫ 年 ご F/沙 日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

確認事項 確認方法 結果 備考

申請者の品質記録が準備されていること。 記録確認

必要な図面等が準備されていること。 図面等確認 Q‐

検査用話器が校正されてお り有効期限内である

こと及び必要な測定範囲、測定精度を有してい

ること。

記録確認 Q

系統構成が完了していること。
立会/

⑩
Θ:―

ノ/



関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

(三号検査)

添付資料 3-2

使用前検査記録

成績書管理番号 :2-26

検査年月日 :令和 ◆ 年 o月 /沙 日

(検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所
(

検査結果

検 査 対 象

計測観御系統施設                                  ,

計浪1装置

原子炉容器本体の入口又は出国の‐次冷却材の圧力、温度又は流量 (代替注水の流量を含

む)を計測する装置
刈

加圧器肉の圧力又は水位を計測する装置

蒸気発生器内の水位を計測する装置

主蒸気の圧力、温度又は流量を計測する装置

別添 とが照

検査項目 判定基準 検査結果 検査方法

性能検査

計測範囲確認倹査

設備及び機器が工事計画に従い製作され、据付けさ

れ、F~デ手定の性能を有しており、技術基準に適合する

ものであること。

≧

鞘

記録確認

備考

i記録確認は(工事計画に基づき申請者が行った試験 。検査の品質記録 (※)による。

※ 適合性確認検査成績書の識別番号 :T2-3-0721

※1 1次冷却材流量 Cルエプ 2 FT-437は除く

ノす



計測制御系統施設              事11面本文 (原規規発第1606104号 (平成28年6月 10静 ,だ、可))
加圧水型発電用原子炉施設に係るもの (蒸気夕■ビンに係るも?を除く。)にあって「燃、次の事項
6 計測装置に係る次の事項
(2)原子炉容器本体の入日又は出目の一次冷却材の圧力、温度又は流量を計測する装置の名称、検出器の種類、計灘範囲、個数及び取付箇所

・常設 (1/8)

＼
蝋

滋
郭

Ｐ

（

↓
営

働
―贈
ω …■

油 ＼
トユ_ミ

OV

溢 水 防 護 上 の

区 画 番 _号

溢 水 防 護 上 の

配慮が必要■高さ

配慮が必要な高さ

上 の溢 水

変更なし

変更なし 12

`浅

i=〉

の
号

上護

番
盗 水 防

区  函

277-343℃ 9
設 置 床

(ラ イン名 )

277-343℃
(海 [4)

1次冷剖材高温何温度
(狭域)

(lttS

測温抵抗体

変 更 前 変 更 後

称 囲 警 報 動 作 個 数 取    付 箇
卜苫1'

所 1名 称
器
類

出

種

検

の

計

範
測 1審 報 動 作
囲 1範   囲

個 数 取 付 箇 所
範

系 統 名
(ラ イ Bループ

′変更なし
(と

',|
(士 ?】 設 置 床
2       ・l次冷却材圧カ

弾性圧カ

検出器
0‐W20 6MPa[gage] 変更なし

冷 水 防 護
=の区  画  番  号

水 防 護 上 の

観 慮 が 必 要 な 高 さ

(藤 H)

(ラ イン名 )

変更なし

(江S,
設 置 床

1次冷却材高温側温度
(広域)

測温抵抗体 1  6～ 370℃
3 変更なし

の
号

上護

番

防

画

水栓

区

栓 水 防 護 上 の

配慮 が必要 な高 さ

系 統 名 (連 12)

ライン Cループ

変更なし

1次冷却材低温側温度

〈広域)

(在 iOli 設 置 床

濃B温抵城体   0～ 370℃ 3 変更なし

□ 検査対象範囲

コ



(2/3)

ヽ
Ｎ

変更なし

所箇付取

区

防 護 上 の

画

絵 水 防 護 上 の

変更なし

な高 さ

の浴 水 防
おS必

変 更 後

変更なし

変更なし

変更なし

変更ォし

ライ ン

f′ )

r′ )

号

が 高 さな

上護

床設

名

防 護 上 の途 水

途 水 防 護 上 の

号

が 必

イ ン

一上噂一韓
区
一途

区  画

系

(ラ

慮 が 必

12

計 測 範 囲

変更なし

変更なし

個 数

の

名

Cループ

3

取 付 箇 所

(■ 2れ 設 置 床
9   !

(ラ イ ン名 )

称 優 数
作

囲

(遊 iけ 設 置 床

名
紺

琥
役

系
ψ

警 報動
線

器

類

曽

種

検

の

(ラ イン名〉

設 置 床

作
□

動

・

報警
鶴

266年332℃

0～ 120%

計 測 範 囲

266-332℃

0～ 120%
(100%

=20,100n3/h)

器出検

の

0-250m3/h

0-250m3/h高温側安全注入流量

低温側安全注入流量

(喜24)
(走 s)

差圧式流量 |

検出器  |

差圧式流雪Ⅲ
検出器  |

(江 1こ|

1次冷却材低温側温度
|

(次域)  |

山
称

l次冷却材流量

測温抵抗体

(■20)

名

差圧式流量

検出器

讚
霊
勢
騨

（
Ｎ
＼

ミ
）

か
帯

あ

れ

ω
油

騨

ｏ

コ

□ 検査封象範囲



(3/3)

防 護 と の

さ必

計 測 範 囲
器
類

一

番

取

1系

床

の

号

総 水 防 護 上 の

個 数
囲

警報動作

ン注水|( 名

0´ψ150五 9/h

(0!～ 10,000,314』))

出

種

検

の

差屋式流豊

検出器

設   置

詮 水 防

1区  l画

付    箇    所

続   名  恒設代替低庄

変更な し

変更なし
床

2
置

の

余熱除去
クーラ出日

1系  統 名

(ラ イ ン名 )

ぬ 水 防 護 上

区 画  番

取   付   衝個 数 称名所

|     |
|          |
|          |

軽蔵こ剌山ⅢT 0-1,000m。 /h

器 1計

類 |

名 測 範 囲 作動報警

1恒設代誉低圧

出検

の

称

注水ポンプ

出日流

余熱除去クーラ

出口流量

変 更 前 変 更 後

ヽ
Ｎ

(注 1)記栽の適正化を行う。既工事計画書には「項目」と記裁

(注2)既工事計画書に記載がないため記栽の適正イとを行う。

(注 8)記設の適正化を行う。既二事計画書の「指示計」及び「記録計」の記求を削除

(注4)記載の適正化を行う。既工事計画書には「検出器設置場所Jと 記載

(注5)既互事計画書に記載がないため記歳の適正化を行う。記栽内容は、設計図書による。

(注6)記載の適正化を行う。既工事計画書には「0-70kgん m26(記録計は,-240kg/c麟
2c)」 と記載

(注7)記載の適正化を行う。既工事計画書には「l」 と記載

(注8)記栽あ適正化を行う。既五暮計画書には「ループA」 と記載

(注9)記載の適正化を行うと既工事計画書には rl次冷却材温度」と記裁

(注 10〉 記載の適正化を行う。既工事計画書には「0370℃ 」と記載              .
(注 11)記穀の適正イとを行う。既工事計画書には「ル●プA、 B、 C高 温側」と記載

(注 12)記載の道正化を行う。F五工事計画書には「ループA、 B、 C低温側」と記載

(注 13)記載?適正イヒを行う,既工事計画書には「平均旱度ループA、 平均温度″―プB、 平均温度ループC」 と記栽

(注 14)記載の適正化を行う。既工事計画書には「2?7-382℃ 」と記載

(注 15)既 工事計画書に記我がないため記栽の適正1と を行うど審報動作箱日は、計測範囲と同じ

(注 16)記載の適I化を行う。F死 工事計画書にはルーアごとに「2」 と記栽

(注ュ7)記載の適正化を行う。既工事計画書には「ル
=プ

A^ル
=夕

B、 ループC」 と記載

瀬
尋
卵

Ｐ

（
ω
＼

ミ
）

↓
営

朝
常

∞
れ

μ
ｏ
コ

検査対象範囲



)

(注 18)

(注 19)

(注20)

(注 21)

(注22)

(注23)

(注24)

(注 25)

(注26)

(注27)

(注 28)

(注29)

(注 30〉

記栽の適正化を行う。

記載の道正化を行う。

記載の瀬正化を行う。

記載の適正化を行う。

記誠の適正化を行う。

記載の適正化を行う。

講数の適正化を行う。

記載の適正化を行う。

記載の適正化を行う。

記載の適正化を行う。

積算流量の計測奪色臨

記栽の適軍化を行う。

記数の道止Tヒ を行う。

既工書計画書には「温度差ループA、 母度差ルTブ8、 温度差ループC」 と記載

,【工事計画書には「C-150%(0-55,5℃ )」 と酪織

既工事計画書には「1次冷去p材ぬ量ループA、 1次冷却材流量ループB、 1次冷却材腕量ループC」 と記載

既工事計画書には「0-120%(100%=2016on3/4】 」と認載

既工事計画書にはループごとに「8づ ど記戦 ｀

既工事計画書には「安全江入ライラ流豊 (ほ う駿注入タンク経由)Jと記載

既工事計画書には『併215五 9/h」 と記栽  j             '
既工事計画書には「安全注入ラインヘッグJと 記載        ・

既工事計画書1■ は「奮全注入ライン流畳J｀ と記譲          
´

既工事計画書には ro～ 225湧 3/hJと 記栽

疑工事計画書には「余熱除去ループ流量」と記載

既工事計画書には 的 1000mヨ /h」 と記栽

ヽ
準

」>遭
誉蘇

―贈⌒
tじ ,ト

れ ＼
卜と、ミ

〇
ヤ

瓢

検査対象範囲



”
釣

(3)加圧器内の圧力又は水位を計漑する装置の名称、検出器の種類、計測範囲、個数及び取付衝所

常設

(注 1)記載の適正化を行う。既工事計厠書には「項目」と認載

(注2)既工事計画書に記栽がないため記栽の適正化を行う。

(注 3)記裁の適正化を行う。既工事計画書の「指示計」及び「記録計」の記載を削除

(注 4)記栽の適工化を行う。F折 工事計画書には「検出器設置場所」と記載    ｀

(注5)既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。記載内容は、設計図書による。

(注6)Si単位に換算したものである。

(注7)記載の適正化を行う。既工事計画書には「100-175kg/cn2C」 と記載

(注8)既工事計画書に記載がないため記我の適正化を行う。警報動作範囲は計測範囲と同じ

(注9)記載あ適正化を行う。既工事計画書には「3」 と記載

(注 10)記載の適正化を行う。既工事計画書には「加圧器」と記載

(注■)記載の適正化を行う。既工事計画書には「120-175kg/cDttO」 と記載

(注 12)記裁の適正化を行う。既工事計画書には「2」 と記載

(注 13)記戦の道正化を行う。既工事計画書には「0■ 00%(0-10510nln)」 と記載

(注 14)設 計基準対象施設としての値                  ―

(遊 15)計測装置の個数4個のうち2個 を重大事故等対象設備として使用する。 (2LT-4と 9、 460)

」>選
営郭

‖八
「゙ 頓
れ＼
Ⅲユ、ミ

OV
コ

計 測 範 囲

9 8-17.2MPa[gage]

変更なし

変更なし

途 水 防

変更なし

変更なし

変更なし

の

(注 iヽ )

4

更 な変

浴

区

盗 防 護 上
号

¢)

し

面  番

上 の́

配慮が必要な高さ

配慮が必要な高さ

の

系 統 名

(ラ イン名 )

加圧器

設 置 床

系 統 名

(ラ イ ン名 )

加圧器

設 置 床

0～ 100%
(0～ 10,510mln)

(産 i

9.8～ 172ゝtl)a[gage]9.8～ 172M'BIgage]
3

0～ 100%

(産 6.■

11.8～ 17.2MPa[gage]

3

出 器 の 種 類
名

勁 取 付 箇 所網  教

変 更 後

計  測  範名   称
称

出

の 種 類

カロ圧器圧力  弾性圧力検出器

差圧式水位検出器

(■ 5)

加圧器水位

回 検査対象範囲



ヽ
＼

(5)蒸気発生器内の水位を計渕する装置の名称、検出器の種類、計測範囲、個数及び取付箇所

・常設

(注 1)記載の適
=イ

とを行う。既工事計画書には「項目」と記栽

(注 2),モエ事計画書に記載がないため記識の適正化を行うぉ

(注 3)記栽の適こ化を行う。既工事計画書の「指示計」及び「記録計」の記載を削除

(注4)記裁の適正化を行うじ既工事計画書には r検出器設置場所」と記載

(注 5)記栽の通正化を行う。,モ エ事計画書には「慕気発生器水位」と記栽

(注6)既工事計画書に記裁がないため記載の適
=化

を行う。記載内容は、設計図書による古

(注 7)記裁の適正化を行う。班工事計画書には「0-loo%」 と記載

(注S)記萩の邁正化を行う。既工事計画書には「各蒸気発生器 (1個 ずつ〉」と記載

(注9)記栽て
',適

正化を行う。既工事計画書には「蒸気発生器4水位、蒸気発生器B水位t蒸気発生器C水位」

(注 10)雛工事計歯書に記載がないため記栽の適正化を行う。警報動作籠囲は計測範囲と同じ

(注 出)記載の道工化を行う。既工事計画書には蒸気発生器ごとに「3Jと 記載

(注 12)記役の適正化を行う。班工事計画書には「黙気発生器A、 蒸気発生器B、 黙気発生器C」 と記載

(注 13)設計基準対象施設としてのに

(注 14)計測装置の個数12個のうち6個 を重大事故等対処設備として使用する。 (2LT■ 75、 476、 485、 48む

と記竣

」〉選
蟄募
い トユ

ー
討八

∞ 0】

和 ＼
Ⅲ■N
O▼
コ

配慮が必要な高 さ

護 上 の

画

(,)

途 水

区

森 水

A、 B、 C蒸気発生器
系 統 名 i

(ラ イ ン名 )|

9■

り
設 置 床

変 更 前 変 更 後

(濠 2)| (よ2H (道 3"
名 称

検 出 器
計 面τ司

警 報動祠
四十

個 数
~

取 付 箇 所名 称 検 出奉 の 種 類 計測範囲 警報動作範囲 1個 数 !取 付 箇 所 の 種 類
| 範

(ユエ?朔

系 統 名

子(ラ イン名 )

A、 B、 C蒸気発生器

|

変更なし

設 置 床
蒸気発生器広域水位 差圧式水位検出器 10～ 100% 変更なし

変更なし

蒸気発生器狭域水位 差圧式水位検出器 01し 1000/。 変更なし 変更なし

途 水 防 護 ′)

区 番  号

護 」i rプ )

配慮が 要な高さ

495、  496)

検査対象範囲



↑
卜

(6)主蒸気の圧力、温度又は流量を計測する装置の名称、検出零の種類、計測範囲、個数及び取付箇所

∫常設

(注 1)記載の邁正化を行う。既工事計画書には「項目」と記載

(注 2)既工事計画書に記穀がないため記載の適正Tと を行う。

(注3)記載の適正化を行う。既工事計画書め「指示計」及び「記録計」分記栽を削除

(注 4)記哉の適正化を行う。既工事計画書には「検出器設督に場所」と記載

(注5)記載の適正化を行う。醗工事計画書には「圭蒸気圧カループ」と記載

(注6)既工事計画書に記栽がないため記載の適正化を行う。記載内容は、設計図書IIよ る。

(注 7)記哉の適走化を行う。F五五事計画書には「o-100kgん m2o」 と記載

(注8)SI単位に換算したものである,

(注9)既二事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。答報動作範囲は計灘争色囲と同じ        r

(注 10)記載の適正化を行う。F五 工事計画書には「各ル●プ (3個 ずつ)」 と記載

(注 11)設計基準対象施設としての値

(注 12)計測装置の個数12個のうち6個 を重大事故等対処設備として使用する。 (2PT-474、 475、 484、 485、 4941495)

道
募

岸

（

↓
替

朝
常
∞ ミ

湧 ＼
卜と_ミ

OV
コ

途 水 防 護 上 の
区 画 番 号

途 水 防 護 上 の

配なが必要な高さ

設 置 床(と9〉

0-9,8MPa
[gage]   |

9

計測 範 路

0-9 8MPa
[とge]

検 出 器
の 種 類

弾性圧力

検出器

(と61

変更なし

計測範囲

変更なし

点、B、 C主蒸気管

主蒸気ライン圧カ

箇付称名 名所 称 付    箇   所

設   置  床

頻な?W語

取教取イ隠 数警 報 動 作

変 更 前 変 更 後

器

類

系 統 名

(ラ イ ン名 )

警 報 動 作
範  :閣

出
種

検

の

検査紺象範囲



ヽ

メ

・

検査結果二覧表

成績書管理番号 :2-26

卜
働

特記事項

イみし

検査立会責任者

顆 額 率 弩平イ
主イ壬技術者

原子力検査官

ゑ_閻 笹

か 恕 と 予で
｀

彰1尺 杉

検査結果

段ヽ

検査年月日

令和  ∫ 年

じ 月を″日
Z7g
Z75

′
どθ日



添付資料 1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

共通事項       :
 ヽ                   成績書管理番号 !2-26

務澄箋持切手日:石)|ワ ∫準
'角砲ぇ,,

検 査:場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

使用前検査申請書の眸認

確認事項 確認方法 確認結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されてい

ること。

記録確認
.

Θ

検査 をする工事の工

程、期日及び場所が申

請書 どお りであるこ

と。

記録確認 Q

工事計画の認可番号の

記載 が適切である こ

と。

記録確認 e

ユ/



関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

(三号検査)

添付資料 3-1

使用前検査記録

健 年角日:Ⅲ 鮮 甫 角主
推九漏

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

確認事項 確認方法 結果 備考

申請者の品質記録が準備されていることj 記録確認 Q・ 一

必要な図面等が準備されていること。 `図面等確認 ○・一

検査用計器が校正されており有効期限内である

こと及び必要な測定範囲、測定精度を有してい

ること。                 |

記録確認 Θ・■

系統構成が完了していること。
e/
m Q・ 一

をサ



検査結果

添付資料 3-2

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

成績書管理番号 :2-26

検査年朋 i浴 ひ々年|ゞ 垂 が
検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検 査 対 象

計測制御系統施設

制御方式及び制御方法

発電用原子炉の制御方法

原子炉非常停止信号

i工学的安全施設等の作動信号  別添 1参照

計測装置

原子庁容器本体の入口又は出甲の一本冷却材の圧力、温度又は流量 (代替注水の流量を含む)を

計測する装置 別添 1(7/49)参 照

検査項目 判定基準 検査結果 検査方法

系統機能検査

原子炉保護設備白耳診明動作検査  |
工学的安全施設作動設備自己診断動作検査

原子炉保護設備ロジック回路動作検査
'

工学的安全施設作動設備ロジック回路動作検套

原子炉非常停止信号応答時間確認検査

ェ学的安全施設作動信号応答時間確認検査

検出要素設定値確認検査

原子炉保護回路設定値確認検査

工学的安全施設作動回路設定値確認検査

性能検査  、

計測範囲確認検査※1 1

設備及び機器が工事計

画に従い製作され、据

付けされ、所定の性能

を有しており、技術基

準に適合するものであ

ること。

民 ⑩

鰤

備考

・記録確認は、工事計画に基づき申請者が行った試験・検査の品質記録 (※)による。

※ 適合性確認検査成績書の識別番号 :T2二 3二 〇701、 T2■ 3-0721(再 検査)

。目視で確認した範囲 :添付資料 3-3参照

※1 ■次冷却材流量 Cループ 2FT-437を 確認

乏ノ



添付資料 3工 3

関西電力株式会社高浜1発電所第 2号機 使用前検査記録

I . (三 号検査 )

(立会検査 )

成績書管理番号 :12=26

検査守月甲:御子年 ご 月ξテ
日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

検査対象設備名 項 目 測定値等 検査結果 検査方法

計測制御系統施設

制御方式及び制御

方法

発電用原子炉の

制御方法

原子炉非常停止

信号

工学的安全施設

等の作動信号

別添 1か照

系統機能機査

原子炉保護設備自己診断動作検査

工学的安全施設作動設備自己診断動作検査

原子炉保護設備ロジック回

'各

重を作検査

工学的安全施設作動設備ロジック回路動作検査

原子炉非常停止信号応答時間確認検査

工学的安全施設作動信号応答時間確認検査

検出要素設定値確認検査

原子炉保護回路設定値確認検査

工学的安全施設作動回路設定値確認検査

別添 2

参照 衰
目視

備考

Zタ



添付資料3-4

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

検査用計器一覧表
成績書管理番号 :2-26

幹
査年月日:4塚口∫年 d月

∫,F

検査項目 検査用計器 管理番号 測定範囲 測定精度
校正年月日

有効ダ翻限
備考

原子炉保護

回路設定値

確認検査

工学的安全

施設作動回

路設定値確

認検査

計器 ラック

保守ツール

2022.11.26

2023.11.25

計器 ラック

保守ツエル

2022.1と。26

202&1と.25

原子炉非常

停止信号応

答時間確認

検査

工学的安全

施設作動信

号応答時間

確認検査

オムニエー

ス

2020.6,25

2023.6.24

ユニバーサ

,レ・カウンタ

202118.27

2024.8.26

以下余白

E″



へ
芍

系統機能検査 立会検査検査記録

検査方法

目視

備考

検査年月日

を湖諄す年
o月 27日

神 ご 年
θ月ど,日

塗勇コ゛ 年
d 月 を7 日

渥>予 ∫ 年

θ 月£″日

検査結果

技

ヽ

R

及

女

確認内容

自己診断

(原子炉保護系計器ラック (P2Cl))

自己診断

(安全防護系シーケンス盤 (SFSBSL2)

原子炉非常停止信号

。蒸気発生器水位異常低 (Aループ)

工学的安全施設等の作動信号

・非常用炉心冷却系作動信号

原子炉格納容器圧力高 (高 守1)

検査項目

系統機能検査

・原子炉保護設備

自己診断動作検査

系統機能検査

。工学的安全施設作動設備
´

自己診断動作検査

系統機能検査

・原子炉保護設備

ロジック回路動作検査

系統機能検査

・工学的安全施設作動設備

ロジラク回路動作検査

中
一竜
琳
Ｎ
（一＼
〕



に
も

系統 機能検 査

原子 炉非 常停 止信号応 答 時 間確 認検 査記録

確認

方法

目 視

備  考

※ 1:合計応答時間=演算周期測定時間×2+計預↓時間

※2:原子炉保護系リレィララクA

※3:原子炉保護系リレ‐ラックB

演算周期測定時間 :PlC2 ゛ノ ms、 P2C2 c'/ mξ、 P3C2 むノ  ms、 P4C2 じノ ms

検査

結果

ヽ

段

検査年月日

御 φ年

゛月蒻
″日

判定基準

0,2秒

以下

(200皿 S

以下)

確認対象

i合
計応答時間

※1

(ms)

RPRB※
3

ノクJ~

ノπ2

ノだ′

ノζ≧

RPRA※
2

ノ曳体3「

/館 /

/党ρ

ノすΣ
'

計測時間

(ms)

RPRB※
3

′J

ル

ノ∂

ダ沙

RPRA※
2

ρd

ク7

ク″

ダ′

信号入力

箇所

PS・455S

PS-456S

PS-457S

PS-458S

マイクロ

フ
°
ロセッサ

PlC2

P2C2

P3C2

P4C2

チャンネル

I

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

検査対象

原子炉非常停止

信号

加圧器圧力高

Ⅵ
丘
淵
一〕
（〕＼
翌



し
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系統 機 能 検 査

工 学 的 安 全 施 設 作 動 信 号 応 答 時 間確 認 検 査 記 録

確認

方法

目 視

備  考

※1:合計応答時間=演算周期測定時間×2+計測時間

※2:安全保護系シーケンス盤 B

※3:サブシステムグループ 1          :

※8:サブシステムグループ
f2

演算周期測定時間IPlCl じ/ms、 P2Cl ◆/ mS、 P3Cl づ/ ms、 P4Cl け/ms

検査

結果

長

検査年月日

令和r年

ゞ月2脚

判定基準

1,0秒

以下

(1000ms以下)

確認対象

合計応答時間
※1

(ms)

sPsB※
2sL2(4

2/か

/ア〉2

だ′′

を床チ

SFSB※
2sLl※ 3

クど″

Z沙 ば

才♂ア

Zクρ

計測時間

(ms)

SFSB※
2sL2※4

/′

『
た,♪

ど″ク

zⅢ2 3

SFSB※
2sLl※ 3

イアど

ノ々 Z

Zρ ク

´′廃

信号入力

箇所

PS-950

PSi951

PS-952

PS-953

PICl

P2Cl

P3Cl

P4Cl

チャンネル

I

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

検査対象

工 学 的 安 全 施

設 作 動 信 号

原子炉格納容器
スプレイ作動信号

原子炉格納容
器圧力異常高
(高-3)

岬
丘
堺
一Ю

（∞
＼
９



”
】

検 出要 素設定値確 認検 査

原子 炉保 護 回路設定値確 認検 査 記録

確認

方法

目 視

備  考

※1:デジタルのため、許容誤差範囲はセット値の■おりである。

※2:保守ツTルの表示値にて確認

検査

結果

ヽ

良

検査年月日

今やす年

d月 ど

'日

確認対象

動作値
※2

(工学値)

/ど、τす  MPa‐

ノど、之F 甲珀

/歩 .夕子  MPa

ノど、文φ  MPa

セット値メ1

工学値

16。 45MPa

1“ 45MPa

16.45MPa

16,45MPa

設定値

工学値

16.61MPa以 下

16.61MPa以 下

16.61MP五 以下

16.61MPa以 下

検査対象

PB455A2

PB456A2

PB457A2

PB458A2

「加圧器圧力高」
原子炉 トリップ

「加圧器圧力高」
原子炉トリップ

「加圧器圧力高」
原子炉トリップ

「加圧器圧力高」
原子炉トリップ

要素

加圧器圧力
局

】
拝
朝
知
呻
（卜
＼
９



修
レ

検 出要 素 設 定 値 確 認 検 査

工 学 的 安 全 施 設 作 動 回 路 設 定 値 確 認 検 査 記 録

確認

方法

ロ
イ
視

備  考

※1:デジタルのため、許容誤差範囲はセット値のとおりである。

※2:保守ツールの表示値にて確認

検査年月日
検査

結果

及
挫 ∫ヽ年

む月2,日

確認対象

動作値
※2

(工学値)

ト
鸞    %

浄 %

す   %

す    %

セット値※
|

工学値

(水位)

5%

(水位)

5%

(水位 )

5%

(水位)

5%

設定値

工学値

(水位)

計器スパンの
3%以上

(水倒
計器スパンの
3%以上

(水位)

計器スパンの
3%以上

(水位)

計器スパンの
3%以上

検査対象

LB459A2

LB46012

LB461A2

LB462A2

「加圧器圧力低と加圧
器水位低の一致」

!

非常用炉心冷却系作動

「加圧器圧力低と加圧
器水位低の■致」

非常用炉心冷却系作動

「加圧器圧力低と加圧
器水位低の下致」

非常用炉心冷却系作動

「加圧器圧力低と加圧
器水位低のと致」

非常用炉心冷却系作動

要素

加圧器圧カ
低と加圧器
水位低の一

致

】
」
ヽ
卵
〕
（伽＼
伽）



埓
式

設備概要 工事計画本文 (原規規発第16061o5号 (平成23年6月 10日 認可))
計測制御系統施設

加圧水型発電月原子炉施設に係るもの (発電用原子炉の運転を管理するための制御装置に係るものを除く。)に あっては、次の事項

1 制御方本及び制御方法

(1)発電用原子炉の制御方式 :

発電月原子,の反応度の制御方式、加圧器の圧力、加圧器の水位の制御方式及び安全保護系等♂)制御方式

(注 1)既工事計画書の記載を整理し、記載の適正化を行う。

(注2)既工事計画書に記載がないため記載の道正化を行う。記載内容は、昭和49年 2月 20日 付け49資 庁第271号にて認可された工事計画の添付資料3「制御能力計算書」による。

(注 3)既工事計画書に記載がないため記載の道正化を行う。記載内容は、既工事計画書の制御方式および制御方法「原子炉保護装置」及び「安全注入信号」による。

（益瓢コ９賠「“沌
〕
点
コツ　〕
∞
コン
雨漁り眸竹
ぶお辞じ

d 原子炉 トリップ失敗時に原子炉を安全に停止するための設備の制御方式

(a)原子炉 トリップ失敗時に原子炉を安全に停止するための設備の作動信号による原子炉出力
:抑

制機能

(b)原子炉トリップ失敗時に原子炉を未臨界にするための1次冷却材のほう素濃度の調整

(変更な し)

(変更なし)

(変更なし)

安全保護系の制御方式

発
電
用
原
子
炉
の
制
御
方
式

更 後

b 加圧器の匠力及び力Π圧器の水位の制御方式

変

発電用原子炉の制御は以下の方式で行う。

a 発電用原子炉の反応度の制御方式

発電用原子炉の制御は以下の方式で行 う。

a 発電用原子炉の反応度の制御方式 (と

'

(a)制御棒の位置調整           .
(b)1次冷却材のほう素濃度調整

b 加圧器め圧力及び加圧器の水位の制御方式 (注0

(ム)加圧器の圧力の制御方式         '

イ加圧器スプレイでの冷却による減圧調整

口加圧器逃が し弁による減圧調整

ハ加圧器ヒータでの加熱による加圧調整

(b)加圧器の水位の制御方式

イ充てん流量による水位調整       |

c 安全保護系の制御方式 (盗ゆ ～

(a)原子炉非常停止信号による原子炉非常停止J驚能

(b)工学的安全施設作動信号による工学的安全施設の起動機能

変 更 前

発
電
用
原
子
炉
の
制
御
方
式



(2)発電用原子炉の制御方法

制御棒の位置の制御方法、
‐
一次冷却材のほう素濃度の制御方法、加圧器の圧力、加圧器の水位の制御方法及び安全保護系等の綱l御方法

修
螂

(1/4)

変 更 前 変 更 後

発電用原子原の制御は以下の方法で行う。

と 割御棒の位置の制御方法 (1次冷却材の温度の制御を含む。)lと
に,

制御袴は制御グループと停止グループとに分け、制御グループ制御棒クラスタはと次冷却

材平均温度とタービン負荷に比ケlす るプログラム平均温度との差(主信号)及 び中性子束信号

とタービン負荷信号との差(補助信号)を 許容値内に保つことにより、プラントの出力変化に

追従するように自動制御される。

また手動制御も可能である。停止グループ制御棒クラスタは、制御グループ制御棒クラス

タとともに、炉心に挿八することにより原子炉を出力状態から速やかに高温停止させる占

b l次冷却材のほう素濃度の制御方法 (装ゆ

化学体積制御設備は、1次冷却材のほう素濃度調整により、高色零出力状態から室温状態

:ま での1次冷却材温度の変化、キセノン、サマリウム等の核分裂生成物量の変化及び燃料の

燃焼に伴う比較的ゆるやかな反応度変化の補償を行う。1次冷却材のほう素濃度調整は、フ

ィードアンドプリー ド方式の4つ の制御モー ド(「 自動補給」、「希釈」、「急速希釈」及び

「濃縮」)の いずれかによつて行う。

c 加圧器の圧力及び加圧器の水位の制御方法

(a)加 圧器の圧力の制御方法 (|。

加圧器の圧力を制御することにより1次冷去「材の圧力を,定に保う。

このため、加圧器には加圧器スプレイ弁、加E器逃がし弁及び加圧器ヒータを設置し、

原子炉運転中では加圧器の圧力変動に応じて、加圧器スプレイでの冷却による滅圧調整又

は加圧器ヒータでの加熱による加圧調整の組合せにより加圧器の圧力の制御を行 )。

なお、加圧器スプレイの能力を超えるような圧力上昇があつた場合には、加圧器逃がし

弁の作動により圧力上昇を阻止する。

(b)加 圧器の水位の制御方法 l注サ

加圧器水位プログラムに基づき1次 冷却材平均温度に比例した加圧器基準水位を設定

し、出力変化に伴
'実

際の1次冷却材の体積変化が基準水位に一致するように制御する。

この加圧器基準水位と加症器水位との偏差信号に従い、化学体積制御設備の充そん流量を

自動調整して加圧器の水位の制御を行う。

発電用原子炉の制御は以下の方法で行 う。

l a 制御棒の位置の制御方法(1次冷却材のと島度の制御を含む。)

(変更なし)

b l次冷却材のほう索濃度の制御方法

発
電
用
原
子
炉
の
制
御
方
法

発
電
用
原
子
炉
の
制
御
方
法

(変更なし)

加圧器の圧力及び加圧器の水位の制御方法

(変更なし)

遭
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(2/4)

用 し、検証及びハ歳 ドウェアと統合されたシステムに対する妥当性確認を行ったツク トウ

ェアを使用する。

ジタル制御装置を遭号の論理回路は、マイクロプロセンサを用い止

変 更 後

d 安全保護索あ制御方法 (■=。

(a)原子炉非常俸止信号による原子炉非常停止機能 儀ゆ

原子炉非常停止信号の作動回路は、"夕 out of 3"方式等の論理回島苺及び原子炉 トリッ

プしゃ断器で構成され、原子炉非常停止を行う。

d 安全保護系の制御方法

(a)原子炉非常停止信号による原子炉非常停止機能

原子炉非常停止信号の作動回路は、
着

2 out ttf 3房 方式等の論理回路及び原子炉 トリン

プしゃ断器で構成され、原子炉非常停止を行う。

発
電
用
原
子
炉
の
制
御
方
法

発
電
用
原
子
炉
の
制
御
方
法

放射線の影響のないこと(非管理区域に設置)

10～ 95%R阻

0～ 50℃

0,2秒以下

プロセス信号がデジタル制御装置に入力されてから、

原子炉非常停止信号が原子炉 トツシプしゃ断器へ出カ

されるまで。ただし、デジタル紳l御装置の入力が接点

信号である原子炉非常停止信号は、0.16秒以下。

と電気的及び機能白tに分離

外部ネツトワークヘの直接接続なし

温度

湿度

放射線量

マイクロプロセンサの停止、通信の進断等を検知し、

等線を発信すると|も に、保護機能褒央の場合は当該

チャンネルをトツジプ状態とする

デジタル岳l御装置の個数

自己診断

論理回路 :4

外部ネントワ‐クとの遮断

データ

演算処理方式

マイクロプロセッサを用いたデジタル制御装置種類

原子炉非常停止信号の作動回路

シングルタスタ方式

境

件

環

条

慮答時間

与
銚

瀬
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(3/4)

時
芍

変 更 後

(b)工学的安全施設作動信号による工学的安全施設の起動機能 (■I,。

工学持9安全施設作動信号の作勲回路は多重構成で'2oむ t of 3"方式等の論理回路及び

作動装置で構成され、工学的安全施設の起動を行う。

(b)工学的安全施設作動信号による工学的安全施設の起動機能

工学的安全施設作動信号の作動回路は多重構成で
力2 out of 3)方式等の論理回路及び

2系列の作動装置で構成され、工学的安全施設の運動を行う。

工学的安全施,魔作p信号の作動回路は、マイクロプロャンサを層いたデンタル制御装置

を適用し、検証及びハードウェアを統合されたシステムに対する妥当性確認を行つたソフ

トウェアを使用する。

発
電
用
原
子
炉
の
制
御
方
法

発
電
用
原
子
炉
の
制
御
方
法

〔

1.0秒以下

プロセス信号がデジタル制御装置に入力されてから、

工学的安全施設作動信号が出力されるまで 〕
計測制御系と電気的及び機能的に分離

外部ネットワークヘの直接接続なし

シングルタスク方式

放射線の影響のないこと(非管理区域に設置)

0↑▼50℃

10～95%RH

温度

湿度

放射線量

境

件

乗

条

応答時間

データ通信

外部ネットワークをつ速断

工学的安全施設作勁信号の作動回路

マイクロプロセンサを用いたデジタル制御装置種類

演算処理方式

マイクロプロセンチの停止、通信の遮断等を検知し、

書報を発信するとともに、異常な信号を出力じないよ

うにする

自己診断

デジタル制御装置の個数 議理回路 :4

作動装置 :2

変 更 前

d〉

営
伽

常
∞

沌

Ю

N
コ

N
∞

コ

呻遭
く。我承
コト・

|ト

∞＼
〇
コ
）

トド
く0



(4/4)

変 更 前 変 更 後

原子炉 トリンプ失敗時に原子炉を安全に停止するための設備の制御方法

発
電
用
原
子
炉
の
制
御
方
法

(a)原子炉トリップ失敗時に原子炉を安全に停止するための設備の作動信号による原子炉出力

抑伸l機能   ´

原子炉 トリップ失敗時に原子炉密安全に停止するための設備の作動信号の作動回,合 は、

“2 out of,"方式の論理回路及び作動装置で構成され、原子炉出力抑制を行う。

原子炉トリップ失敗時に原子炉を未臨界にするための設備の作動信号の検出部及び論理

回路部は、検出部又は論理回路部の駆動源の喪失が生じた場合において、原子炉 トリンプ

失敗時に原子炉を未臨界にするための設備の作動信号を作動させず原子炉施設の安全上支

障がない状態を維持する設計(フ 峯イル・アボ・イズ)と し、駆雪ね源が喪失したことを運転

員が誰実に認知できるょぅに中央制御室に警報を表示する。

(b)原子炉トリップ失敗時に原子炉を未臨界にするための1次冷却材のほう素濃度の調整

原子炉トリップ失敗時の1次冷却材のほう素濃度調整として、炉心に十分な量のほう酸

水を注入する。

発
電
用
原
子
炉
の
制
御
方
法

”
Ｗ

(注 1)既工事計画書の記載を整理し、記哉の適正化を行うも

(注2)既工事計画書に記哉がないたゎ記載の適
=化

を行うと記載内容は、昭和49年 2月 20日 付け49資 庁第371号にて認可された三事計画め添付資料3「制御能力計算書」による。

(注3)記載の道正化を行う。既工事計画書には「原子炉保護装置」と記載。

(注4)既I事訛画書に記載がないため記章完の適
=化

を行う。記載内容は、既工事計画書の制御方式および制御方法「原子炉保護装置」による。

(注5)既上事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。記栽内容は、露工事計画書の制御方式および制御方法「安全注入信号」による。
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6 計測装置に係る次の事項
(2)原子炉容器本体の八日又は出日の一次冷却材の圧力、温度又は流豊を計測する装置の名称、検出器の種類、計測範囲、個数及び取付箇所

・常設 (1/3)

』
芍

の

号

上護

番

榜

画

水途

区

変更なし

12変更なし

盗 水 防 護 上 (″ )

配慮が必要な高さ

A、  B、  Cル ープ  |

系 統 名

(ラ イン名)

設 置 床(』 1

変 更 前 変 更 後

名 測 範 囲 1警

1 範
報 動 付 所

一
器
類

出
種

一
検

の

一　
一イ”桝一一

一
計
範

一

測

園 藁帯
動
雷1個 率取 付 箇 所

名

弾性圧カ

検出器 ‐

Bループ

変更なし

設 置 床

1次冷却材圧力 0-20_6MPa[gage] 2 変更なし
途 水 防 護 上 の

区  画  番  号

溢 水 防 護 上 の

配慮 が必要 な高 さ

名

(注 Hメ

B、 Cループ

変更なし

温度
(注5,

設 置 床
I次 冷却材高温側

(広域)

測温抵抗体 .  0～ 870℃
変更なし

盗 水 防 護 上 の

区 画 番 号

溢 水 防 護 上 の

配慮 が必要 な高 さ

ン名) A、 B Cループ

変更なし

(■ 10) 設 置 床
1次 冷却材低温側温度 測温抵抗体 0え 370℃ 変更なし

(広域) 盗

区
一温

の
号

上護
番

防
酎

水

水 防 護 上 の

配慮が必要 な高 さ

1次 冷却材高温側温度
(狭域)

測温抵抗体 i

(注 1

277～ 343℃    277～ 343℃

翌
鶉

Ｆ
６
＼
も
）

（◆
営

伽
常

∞
ｈ
］
ミ
コ
オ　
］
∞
Ⅲ
ノ
　
〕
⑬
コ
′
∞
〇
コ
）



(2/3)

G

変更なし

の

の

さ

上

区

の

区  画  番

配慮が必要な

盗 水 防 護 上 の

途 水 防 護

さが

変更なし

変更なし

の

号

の

さ

番  号区

盗 水

防 護 上 の

盗 水 防
が 必

詮 水 防 護 上 の

配慮が必要な高さ

変更なし

所箇付取個 数

4

警 報動 作
範   囲

変更なし

安全注入ライン
統系 名

)(ラ イン

変更なし

B、 Cループ(ラ イン名 )

(避

変更なじ

安全注入ライン(ラ イン名 )

系  続  名

設 置 床

変更なし

個 数

3

称

A、  B、 Cループ  |

取   付   箇

(色】01設  置 床

名所 計 測鶴 閉
器

類

出

種

検

の

系 統 名

(ラ イン名 )

0～ 120%

〈と21)

0～ 120%
(100°/。

=20,100m3/h)

0-2501B3/h
(と24)

0´ψ250m帯 /h差圧式流量

検出器

差圧式流量

検出器

出 器 1計 渕 範 囲

測温抵抗体 266～332℃

検
あ

一

(巌 ,耐

266～332℃

ψ
作

□

動報警
範種  類

高温rttl安全注入流量

1次冷却材流量
(■20)

|

|

低温椅安▲注八濯‖
1

|

差圧式流量

検出器

変 更 前 変 更 後

1次冷却材低温側温度
(狭城)

称名

コ
ニ鶉

μ
貧
＼
卜
つ

（
↓

習

ｍ
常
あ

れ

Ｎ

ミ

ヂ

〕

∞

コ

′

〕

〕

ヂ

ω

Ｏ

Ｊ



(3/3)

区

護 上

の

ライン

計 測 範 囲 所箇付

区 画  番

名

＞

床

の

号

取

0-150m u/h

10,000mB

(ラ イ レ
系

作

囲

報 動警
範

設   置

上 の

個 数
器

類

出

種

検

の

差圧式流量

検出器

名    称

変更なし

余熱除去

クーラ出日

系 統 名
(ラ イン名 )

数個作

囲

浪」計

範

検

の

範 囲 1警 報 動出 器

変 更 後変 更 前

称名

注水ポンプ

出日流豊積算

OfW l,000m3/h

(■
=0)|

/h  l0-1.000m●余然除去クーラ

出百流畳

差圧式流量

検出器

ミ

(注 1)記載の適正化を行う。F死 工事計画書には「項目」と記載

(注 2),電工事計画書に記栽がないため記栽の適正化を行う。

(注 3)記載の適正化を行う。既工事計画書の「指示計」及び「記録計」の記載を削除

(注 4)記載の適正化を行う。F抗 工事計画書には「検出器設置場所」と記裁

(注 5),七工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。記載内容は、設計図書による。

(注6)記栽の適正化を行う。F)毛 工事計画書には「0-70kg/cm20(記録計は0-240kg/cm2G)」 と記載

(注7)記載の適正化を行う。既工事計画書には「
1」 と記載

(注8)記載の適正化を行うと既工事計画書には「ループA」 と記載

(注 9)記載の適正化を行う。既工事計画書には「1次冷却材温度」と記載

(注 10)記載の適と化を行う。既工事計画書には「0-370℃ 」と記載

(注 11)記載の適正化を行う。既工事計画書には「ループA、 8、 C高 温偵l」 と記載

(注 12)記載♂)道正化を行う。既手事計画書には「ループA、 B、 C低温倒」と記載

(注 13)記載の適正イとを行う。既工事計画書には「平均温度ループA、 平均温度ループB、 平均温度ループCJと 記載

(注 14)記載の適正化を行う。1既工事計画書には「277「 332ヨγJと 記載         ヽ

(注 15)既 工事計画書に記載がないため記載σ)邁正化を行う。警報動作範囲は、計測範囲と同じ      、

そ注16)記れ建の適正化を行う。P)モ エ事計画書にはループごとに「2」 と記載

(注 17)記載の適正化を行う。既工事計画書には「ループA、 ループB、 ループC」 と記載

遭
郭

岸
ａ
＼
Ｓ
）
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ｏ
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Ⅲ
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め

(注 18)

(注 19)

(注 20)

(注21)

(注22)

(潤陸8)

(注24)

(注25)

(注 26)

(注27)

(注23)

(注29)

(注 30)

記致の適I化を行 う。

記載の適正化を行 う。

記載の適正化を行 う。

記載の適正化を行 う。

記載の適正化を行 う。

記載の適正化を行 うし

記栽の適正化を行 う。

記載の適正化を行 う。

記]校の道正化を行 う。

記栽の適正化を行 う。

積算流量の計測範囲

記載の適正化を行 う。

記載の適正化を行 う。

既工事計画書には「温度差アィープA、 温度差ループB、 温度差ループC」 と記栽  ・

既工事計画書には「(1150%(0-55.5,)」 と猟己載

既工事計画書には「1次冷却材流量ループA、 1次冷却材流量ループB、 1次冷却材流量ループC」 と語栽

既工事計画書には「0120%(100%=20100nVh〉 」と記栽 ‐

既工事計画書にはループごとに「8」 と記載

既工事計画書には「安全注入ライン流量 (ほ う酸注入タンク経由)」 と記栽

既I事計画書には「0-215昴
'/h」

と記載            ́           ―

既工事計画書には「安全注八ライラヘンダ」と記栽              
‐

既工事計画書には「安全注入ライン流最」と記載

班手幸計画書には「0～ 225■ 9/h」 と記載             .        ‐

斑工事計画書には「余熱除去ループ流量」と記載

既I事計画書には「0と lσ 00m。 /i」 と記載

々
的

翌
郭

解
６
＼

９ヽ
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Ｈ
伽
常
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7 原子炉非常停止信号の種類、検出器の種類、個数及び取付箇所、原子炉非常停止に要する信号の価数及び設定値並びに原子炉非常停止信号を発信させない条件

常設 (1/18)

£

定格出カ
のHl%
以下

定格出力
の27%
以 下

設定値

定格出力
の30%
以下

以 下

×

変更なし

変更なし

の

号番

の

きな

変更なし

一鋤画一勅

一途

区
一詮 護 上

変更なし

変更なしな し

出
力
領
域
中
性
子
束
高

変更なし

が

24

韓辮

領域

高設定

低設定

イ ン名 )

統  名

設 置 床

水盗

上 の

(ラ イ ン名〉

出力領域中性子束が定

格出力の 10°ソ。以上の場

合、手動で原子炉非常
停 止信 号 を阻 止 で き
る。

定格出力の

100～ 125%

出力

］韓辮

設 置 床
定格出力の

5～25%

変 更 前 変 更 後

(澁 1)| 検出器及び作動条件 検出器及び作動条件
子炉非常
止信号を

原子炉

非常停止

信号の種類 転げ1設
定値

信号の個数 十

原子炉非常俸止信号を

発信させない条件

原子炉 原子炉

非常停止

に要する

信号の個数

検出器
の種類

個数 取付箇所 (世 3)

信号の種類 擦墟類 1個
寡 取付箇所 発信させ

ない条件

I系  統 名

,(ラ イ ン名 ) 中闘領域中性子束が
|

(滋S)

中性子源領域′
中性子束高

!

中性子源領

域上限値と

中性子源領

域高電圧 し

10‐。A以上の場合、手

動で原子炉非常停止信

号を阻上できる。

出力領域中性子束が定

変更な し

中性子

源領域
中性子束

検出器

設  置

変更なじ 変更 な し 変更なし

ゃ断中性子 格出力の10%以上の場
遼 水 防 護 上 の

区 画 番 号
束値と?間 |

合、自動で原子炉非常

停 止信 号 が阻止 され 濃 水 防 護 上 の

配慮が必要な高さ

系 統 名

(ラ イ ン名〉

出力額域中性子束が定

格出力の10%以上の場
合、手動で原子炉非常

停 止信 号 を阻止 で き

る。

変更なし
(道じ)

帥韓・検出器
■間領域 設 置 床 定格出力の

変更なし 変更な し 変更なし
中性子束高 5-25。/。

一途 一水 一防 の

号
の

さ

区 画 番

配 慮 必 要 な 高

変更なし

変更なし

遺
鶉

岸
含
ｏ
＼
も
）
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(2/18)

ヾ

変 更 後

検出器及び作勁条件
|

腿|=|

原子炉非常
停止信号を

発信させ
ない条件

原子炉

非常停止

信号の種類

,嬢11
取付笛所

変更なし

変更なし

〈注13)

定格出力
の■%
ステップ

変化以下

定格出力
の-8%
ステップ

変化以上

変更なし

変更なし 変更なし
上 の

区  画

総 水 の

配慮が必

|

|

1

1

変更なし

変更なし 変更なし

上 の

の

さ

変 更 誠

頭 1甚
検出器及び作動条件

原子炉非常停止信号を
発信させない条件個数 取付笛所

原子炉非常
停上に要する

設定値 (湛。

(ラ イン名 )

(注11)

増力H率高
―出力領域

中性子束

検出器

設 置 床
定格出力の

4 2
5-300/。

な し

(ラ イ ン名 )

出力領域
中性子束
検出器

設 置 床
定格出力の
5～30%減少率高 1  4 2 な し

(宦 lel

非常用炉心 |
令却系作動信号|

(注 13)

選
郭

騨
含
〕＼
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(3/18)

の

区

な

の

さ配慮が必

途 i水

変更なし変更なし

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし

設定値

の

の

取付箇所個数

の

さ

画

41

に要する

配慮が必要な

検出器及び作動条件

ィない条件

1検出器
の種類

原子炉

非常停止

信号の種類

澄 水

区
の
を

上譲

番

変 更 後

原子炉非常
停止信号を
発信させ

原子炉

1非常停止
原子炉非常停止信号を

発信させない条件

な し

設定値 l滋。

計算値
0～ 120%

糸  蘊  名

(ラ イン名 )

設 置 床

設 置 床

加圧器

取付箇所個数
原子炉非常

停止に要する

(ラ イン名 )

設  置

１
次
冷
却
材
可
変
温
度
高

3

1次

温度検出器

(,IIS)

冷却材

検出器及び作動条件

系 統 名
(ラ イン名 )

(遊 IS)|

検出器
の種類

出力領域

中性子束

検出器

(と 1)

原子炉

非常停止

信号の種類

変 更 前

過大温度
ΔT高

加匠器康カ

検盛器

弔

遭
鶉

騨
含
囀＼
卜
じ
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コ
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璽
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可変

(図 1参照)

設定値

原子炉

非常停止

に要する |

の

の

さ配慮が必要な

慮が必要な高さ

の

変更なし

変更なし

変更なじ

変更なし

取付箇所

4

変 更 後

検出器及び作動条件

変更なし

個数
検出器
の種類

原子炉非常

停止信号を

発信させ

ない条件

原子炉

非常停止
信号の種類

な し
計算値

0｀ 120%｀

設定値 (±0

Cルー プ

設  置 床

(ラ イン名 )

名系

設 置 床

検出器及び作朗条件

原子炉非常停止信号を
発俗させない条件

１
次
冷
却
材
可
変
温
度
高

取付歯所

3

個数

信号の

温度検出器

AT高
カ

検出器
の種類

出力領域

中性子束

検出器

原子炉

非常停止

信号の種類
原子炉非常
停上に要する

(連IS,|

l次冷却材 |

汽
嵌

渤
工
鈍
卵
μ
（ド∞
＼＼
卜
Φ
）
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(5/18)

変更なし

12,83

MP五 [gagel

以上

16.61

MPa EEage]

以下

設定値
非常停止
に要する
号の個

変更なし

変更なし

変更なし
の

上

区  画  番

変更なし

検出器及び作動条件
原子炉非常

停止信号を

発信させ

ない条件

変更なし

変更なし

変更なし

画

4

変 更 後

検出器
の種類

原子炉

非常停止

信号の種類

出力領域中牲子束及び
夕=ビ ン負荷が定格出
力の10%以下の場合、
自動で原子炉非常停止
信号が田洋される。

な し

(注,Ol

ll.77-
13.24

MPa[gagё ]

2

(澁20)

15.69-
16.67

MPa[gage]

2

設 置 床

設定値 (産0取付箇所

(ラ イン名

統

原子炉非常
停止に要する

置  床

|

系  覆  名

(ラ イ ン名 )

|

加圧器圧カ

検出器

(注11)

加圧器圧力低

検出器及び作動条件

8

個数

変 更 前

加歴器圧力

検出器

(甚 ユ0)

加圧器圧力高

原子炉非常停止信号を
発信させない条件検出器

の種類

原子炉

非常停止

信号の種類

Ａ
４

・　
　
　
　
】
ｉ
艶
分
μ
（騨卜
＼＼
卜
Ｏ
）

（◆
営

９
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ω
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時
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原子炉

非常停止

信号の種類 背墨写歯1 
設牢値

検出器及び作動条件

取付箇所個 数
検出器
で
')種

類
発信させ
ない条件

子炉非常
止信号を

変更なし !

変更なし

変更なし

変更`なし

変更なし

4

の

号

の

水 防 護 上 の

画  番

水 防 護 上

さなが 必

配慮が必要な高さ

一漆

区
一途

絵 水 防 護 上 の

号

途 水 上 の

Cァレープ (避
le)

ライ ン

設 置 床

Bループ l産10

ン

(注 2C〉

2″―フ
°

|

2

2

致

Aループ ltt Iけ
系 統 名

(ラ イ ン名 )

出力領域中性子束及び

夕‐ ビン負荷が定格出

力の10%メ下の場合、

自動で原子炉非常停止

信号が阻止される。

定格流通の

86-95。/c
以上の

設 置 床

１
次
冷
却
材
流
量
低

１
次
冷
却
材
流
豊
喪
失

3

(さ

“

,

3

置設

3

プ

出器

Bルー

l次冷却材

流量検

Aル‐プ

1次冷却材

流量検出器

Ｃノレ．プ的的

(滋

原子炉

非常停止

信号の種類 設定値 (世ゆ

検出器及び作動条件

取付箇所個数

号の個数

原子炉非常停止信号を
発信させない条件検出器

の種類  |
原子炉非常
停止に要する

ヨ
郭

μ
含
い＼
卜
じ

（↓
謝
ω
常
∞
油
時
ミ
コ
ン
Ｎ
∞
ロ
ン
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Φ
コ
ン
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変 更 後

検出器及び作動条件
ェ__  1原子炉非常

1停止信号を

繋定値
1憲
侯奥海

原子炉

個 数
非常停止

1      載付箇所

1原子炉

1非常停止 |

|に要する |
信号の個数|

信号の種類

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし 変更なし

定格流量
の87%
以上途 水 防 譲 上 の

区  画

栓 水 防 護 の

配慮が必要な高さ

変更なし

定格流量
の87%
以上

変更なし 変更なし

変更なし

変更なし 4 変更なし

定格流量
の87%
以上詮

区

水 防
画

護
番

上 の

号

途 水 防 護 上 の

の
号

上護

番

防

画
．

水盗

区

途 水 防 譲 上 の

配慮が必要な高 さ

変 更 前

(と 1)

原子炉  |
非常停止  |

信号の種類 |

検出器及び作動条件

1鰯|

原子炉非常停止信号を
発信させない条件検出器

個数 |

|

取付箇所 設定値 (滋。
の種類

出力領械中性子束が定
格出力の40。/。 以下の場
合、自動で原子炉非常
停止信号が限止 され
る。

定格流量の
)|

85～95% |

|

|

|

|     (注 99,

(滋ぞ6)出 力領域中性子束が定
定格流との 1格 出力の40%以 下の場
85～ 95。/。 i合 (自 動で原子炉非常

停 止信号 が阻止 され

る。

出力領城中性子束が定

終出力の40%以 下の場
85～ 95% 1合 、自動で原子炉非常

―
停止 信 号 が阻上 され

|る 。

2

Bループ (筐
le)

2

Cループ (注10,

2

Aループ l滋 市)
1とヒ03)

|

|

(と

'4】Aル●プ |
l次冷却材

1設 琶 床
3

流量検出器

1

茨
冷
却
材
流
量
喪
失

1

次
冷
却
材
流
量
低

うレーダ1

雄離
|

3-

(澁 ?a)

Cループ

1次 冷却材

流豊検出器

3

遭
郭

岸
含
ω＼
卜
じ
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囲
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ｈ
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途 水 防 護 上 の

区  画  番

な

の

さ配慮が必

詮

変更なし

検出器及び作動条件

変更なし

変更なし

変更なし

Ⅲ変更なし

設定値停止に要する

信号の個数

子炉非常原

取付箇所

区

濃

配慮 が必要

上

変 更 後

個数
検出器
の種類

上 の

止信号を

子 炉

1溢 水 防 護 上 の

配慮が必要な高さ

総 水 防 護 上 の

発信させ

ない条件

原子炉

非常停止

信号の種類

区  画  番

設  置

設 置 床

設定値 (注0

変 更 前

検出器及び作動条件
原子炉

非常停止

信号の種類
検出器
の種類

個数 取付箇所
原子炉非常

停上に要する

原子炉非常停止信号を

発信させない条件

(甚L,3)|

系 統 え

(ラ イ ンァ名〉

Al次冷却材
ボンプ

しや断器接点
(遊 00X

Al次冷却材 i

ポンプ  |
しゃ断器 |
接点  十

１
次
冷
却
材
流
最
喪
失

１
次
冷
却
材
ポ
ン
プ
し
や
断
器
開

(菫観】

系 統 名

(ラ イ ン名 )

B‐ 1次冷却材
ボンプ

しゃ断器接点

B-1次冷却材

ポンプ

しゃ断器

接点

2台以上

出力領域中性子束及び

ター ビン負荷が定格出

力の 10。/。 以下の場合、

自動で原子炉非常停止

信号が阻止される。

の一致

系  統  名

(ラ イ ン名 )

Cl次冷却材
ポンプ

しゃ断器接点

C■次冷却材
ポンプ

しや断器

接点

li設
置 床

（ふγ
蛸
コ
針
布Ｗ
∞
ｈ
　
〕
預
コ
ｖ　
』　
　
　
　
　
　
　

．
き卵
Ｐ
（ド『＼
、さ
０
）

叫
∞
コ
′

Ｎ
Φ
コ
オ
ω
Ｏ
コ
）

鷺
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れ
二
鴛夢

（↓

営

９
■

ω
沌

〕

Ｎ

コ
′

〕

∞

コ
ン

、

Ｏ

ぐ

コ トユ

ω

〇

∞

＼
,ト

途 水 防 護 上 の

配慮が必要な高さ

上 の

原子炉

非常停止

信号の種類

停止信号を

発信させ

ない条件

検出器及び作動条件

取付箇所個数
検出器

設定値

い一―………一ヽ 一― !原子炉非常

原子炉非常

停止に要する

信号の個数

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし

|

の

号

の

の

の

さ

区  画

上

な

番

栓

一上

途 水 防 護 上

区 画 番

途 水 防 護 上

出力領域中性子束が定

格出力の40°/。 以下の場

合、自動で原子炉非常

停 止信 号 が阻上 され

る。

C-1次冷却材
ポンプ

しや断器接点

B-1次冷却材
ポシプ

しや断器接点

A-1次冷却材
!ポ

ンプ
しゃ断器接点

原子炉

非常停止

信号Q種類 設定値 (澁9

検出器及び作動条件

取付箇所個数
原子炉非常
停止に要する

検出器
の種類

原子炉非常俸止信号を

発信させない条件

設 置 床

設 置 床

設 置 床

１
次
冷
却
材
ポ
ン
プ
し
や
断
器
開

１
次
冷
却
材
流
量
喪
矢

(逹ao)

A-1次冷却材

系 統 名

(ラ イン名 )

系  統  名

(ラ イ ン名 )

系 統 名
(ラ ィン名)

ポンプ

しゃ断器

接点

B一 l次冷却材
ポンプ

じゃ断器

接点

Crl次冷却材

ポンプ

しゃ断器

挨点

_コ υ
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れ

変更なし

定格電圧
の65%
以上

澄 水 防 護 上 の

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし

画  番

が

水

防水

護 上 のF企 水

配慮が必要な高さ

護

番

護

号

の,金

上

護 上 の

が 必

配

盗

逐
一濃 水 防 護 上 の

盗 水 防
区  画

出力領域中性子束及び
タービン負荷が定格出
力の10%以 下の場合、
自動で原子炉非常停止

信号が阻止される。
I

定格値の

60～ 80%

低電圧継電器
(B-1次冷却材
フ
ポンプ電源〉

変 更 前
| 変 更 後

原子炉

非常停止

信号め種類
|

|

|

原子炉

非常停止

信号 夕ヽ)種類 個数

|

検出器及び作動条件検出器及び作動条件

取付箇所燃
働

検

の 取付箇所
検出器

個 数

(連 lJ

る

止

の種類

原子炉非常停止信号を
発信させない条件 設定値

1憲
侯臭海

子炉非常
止信号を原子炉

設 置 床

１
次
冷
却
材
ポ
ン
プ
電
源
篭
圧
低

１
次
冷
却
材
流
量
喪
失

2

2

2

(送34)

(,■ ea)

靭蜘
一致

31設 と 床

31設
置 床

低電圧継電器

(C-1次冷却材
ポンプ篭源)

低電圧継電器

(Al次冷却材

ボンプ電源 )

系 統 名

(ラ イ ン名 )

系 統 名

(ラ イン名 )

系 統 名

(ラ イン名 )

(A「1次冷却

材ポンプ

電源 )

(B一 l次冷却

材ポンプ

電源 )

→
酬
コ

伽

令
∞

油

N
ミ

I□

呻

∞

コ

N澄
O郭
コトと

g思

Ille
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変更なし57Hz以 上変更なし

の

の
号

上護
番

防

画
水溢

区

総 水 防 護 上 の

配慮が必要な高さ

変 更 後

常

停止信号を

発信させ

ない条件

変更なし

変更なし

変更なし

総 水 防 護 上 の

変更なし56-59Hz

護 上 の

配慮が必要な高さ

澄 水 防
区  画

出力領域中性子束及び

ター ビン負荷が定格出

力の10%以下の場合、
自動で原子炉非常停止

信号が阻止される。

2回路

以上の

一致

上 の

周波数継電器
(A-1次冷却材
ボンプ電源)

系 統 名

(ラ イン名 )

設 置 床

設 置 床

周波数継電器

(B■次冷却材

ポンプ電源〉

系 統 名

(ラ イン名 )

系 統 名

(ラ イン名 )

周波数継電器
(C-1次冷却材
ポンプ電源)

設 置 床

(遊 引

磯 も 1離 値 伴9

信号の個数

検出器及び作動条件

取付箇所 設定値取付箇所

(注 1).

信号の種類

検出器及び作動条件

非常停止
に要する

個数

原子炉

非常停止

信号の種類

原子炉非常停止信号を
発信させない条件検出器

の種類

原子炉

非常停止

変 更 前

１
次
冷
却
材
流
員
喪
失

i   3
―l次冷却

１
次
冷
却
材
ポ
ン
プ
電
源
周
波
数
低

鰺中惇鰯

け
一
卿
虫
―

材ポンプ

電源)

遭
郭

岸
Ｏ
ｏ＼
お
）

（↓
鞘
コ
Ы
＝
ω
ｈ

〕
預
コ
′　
Ю
∞
コ
ン
〕
Φ
コ
ン
ω
Ｏ
コ
）

寃
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変更なし

変更なし

6.4MPa

以 上

Egage]

４
回
路
の

一
致

l

l

1

上護

番

防

画

水途

区

な高さ

上途 水 防 護
配慮が必要

金開位置

#1

停止信号を
発信させ

ない条件

検出器及び作動条件

設定値取付箇所
非常俸上

I

原子炉

非常停止
に要する

検出器
の種類

変更なし

全開位置

(#4)

1全閉位置

(#2)

全閉位置

弁 (#

出力鎮域中性子東及び

ター ピン負荷が定務出

力の10%以 下の場合、
自動で原子炉非常停止

i信号が阻上される。

6.4-7.4MPa
tgage〕

嵐力領域中性子束及び
タービン負荷が定格出
力の10%以 下の場合、
自動で原子炉非常停止

信号が阻止される。

設置床

系 統 名
(ラ イン名 )

設 置 床

(1系 列の内)

(1系 列の内)

2

系  統  名
(ラ イ ン名〉

個数

原子炉

非常停止

信号の種類 設定値 にゆ

検出器及び作動条件

取付箇所

ゆ|

原子炉非常停止信号を

発信 させない条件原子炉非常

停止に要する

検出器

の種類

主
蒸
気
止
め
弁
閉

夕
ｒ
ビ
ン
ト
リ
ツ
プ

弁

勒柳鰐

，―
‐
陸
―
‐
　
ケ
　
‐

l系 列 )

タ
ー
ビ
ン
非
常
し
ゃ
断

油
圧
低

8

(4個

6

(3個

ター ビン

非常しゃ断

油圧検出器

浬
鶉

ド
奮
牌＼
卜
つ

爺

魯

い
常

∞
湧

］

ミ

ヂ

〕

∞

ヂ

〕

ｏ

Ｐ

ω

ｏ

こ

蕉
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変 更 後

検出器及び作動条件
原子炉
非常停止

信号の種類

信号を

個数 取付箇所 発信 させ

ない条件

変更なし

変更なし

Z 1

定格流量
の30%
臥下

1栓 水 防 護 上 の

変更なし 区 画 番 号
両
回
路詮 水 防 護 上 の

配慮が必要な高さ
一
致

変更なし

計器スパ

ンの23%
以上

2   .

防 護 と の

番

防 護 上 の

必要な高さ

変 更 前

検出器及び作動条件
原子炉
非常停止

信号の種類
検出器
の種類

｀
原子炉非常
停止に要する

原子炉非常俸止信号を
発信させない条件個数 取付箇所 設定値 (H働

「

|

l 20か。30。/O

両
回
路
の
一
致

な し

1 20-40。/。

藤 気発生器

及び

主給水ライン

I道44メ

系 統 名

(ラ イン名 )

(溝45)

主蒸気流量

検出器

及び

主給水流量

1父出器

設 置 床

蒸
気
発
生
器
給
水
流
量
低

Ａ
主
蒸
気
―
主
給
水
流
畳
差
大

|

|

1

▲蒸気長生器|

狭域水位
検出器  |

設 置 床

2

選
鶉

ド
命
中
＼
ふ
９

＄

魯

ω
常

ω
沌

Ю

『

Ｐ

】

∞

Ｐ

〕

ｏ

丹

∞

９

翌

気
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変更なし

定格流量
の30%
以下

計器スパ

ンの23%
以と

両
回
路
の

一
致

2

|

|

|

|

|

詮 護

の

号

上

画  番

競値臀

検出器及び作動条件

原

取付箇所
非常停上
に要する

変 更 後

個数
検出器
の種類

原子炉

非常停止

信号の種類

変更なし

変更なし

変更なし

2

な し′両
回
路
の

一
致

20～ 30%1

40%20-

B蒸気発生器

及び

主給水ライン

原子炉

非常停■

信号の種類
原子炉非常
停止に要する
信号の個数

設定値 (澁D|

|取付笛所

検出器及び作勁条件

懐数

原子炉非常停止信号を
発信させない条件検出器

の種類

Ｂ
主
蒸
気
―
主
給
水
流
量
差
大

恭
気
発
生
器
給
水
流
量
低

2

設 置 床2

(ラ イン名 )

設 置 床

系 統 名

(ラ イン名 )

B蒸気発生器

狭域水位

検出器

主蒸気流量

検出器

及び

主給水流盈

検出器

(注47)

生器

変 更 前

（↓
営
い常
ωｈ
〕
『コ′
〕
∞
コ′
埋輔
ぃく嘴味
礎
〓

住
，

島
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画
回
路
の
一
致

1

2

定終流量

の30%
以下

計器スパ

ンの23%
以上

画

水

番

の

号

配慮が必要な高さ

の

の

さ

上

変更なし

護 上 の水途

原子炉非常

停止信号を

発信させ

ない条件

検出警及び作動条件

取付箇所 設定値
非常停止
に要する

個数
検出器
の種類

原子炉
非常停止

信号の種類

変更なし

21

変更なし

変 更 後

原子炉非常停止信号を

発信させない条件設定値 儀胡

な し

20-40。/。

20-300/。

両
回
路
の
一
致

c蒸気発生器
_及 び

主給水ライン

設  置

設 置 床

個数

Ｃ
主
蒸
気
ｒ
主
給
水
流
量
差
大

2

(湾50)

1   2

|(ラ イ ン名〉

C蒸気発生器
主蒸気流と

検出器
及び

主給水流量

検出器

系 統 名

C蒸気発生器

狭域水位

検出器

(滋 1)

原子炉
非常停止

信号の種類

検出器及び作動条件

取付鐵所
原子炉非常

i

停上に要する
検雷器
の種類

蒸
気
発
生
器
給
水
流
量
低

れ
」き夢
岸
（〕
卜
＼＼心
０
）

（↓
営

伽
常

∞
ｈ

日
ミ
コ
ン

］
∞
コ
ォ
〕
０
コ
′
ω
Ｏ
コ
）

各
℃
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変 更 後

検出器及び作動条件
原子炉非常
停止信号を
発信させ
ない条件

原子炉

非常停止

信号の種類 1稼毯轟個数 取付箇所

T蠅逸

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし

計器スパ

ンのH%
以上

変更なし 4 変更なし
溢 の

号

|

の

配慮が必要な高 さ

変更なし

計器スパ

ンの■%
以上 ´

変更なし 4 変更なし
の

ぬ 水 防 の

おξ

変更なし

計器スパ

ンの■%
以上

変更なし 4 変更 な し

上 の

の

高 さ

変更なし

計器スパ

ンの94%
以下

変更なし 4 変更なし
の

区  画 号

遼 水 護 上 の

配慮が必要な高さ

変 更 前

原子炉非常停止信号を
発信させない条件

(ラ イン名 )

(と01)

A蒸気 A蒸気発生器
狭城水位
検出器

設 置 床

3 2 5～ 15% な し

異常低

蒸
気
発
生
器
水
位
異
常
低

系

ラ イ

(HSげ

B蒸気 設 置 床

狭域水位

検出器

2 5～ 15% な し

異 常低
|

(ラ イン名 )

C蒸気発生器

狭域水位

検出器

設 置 床

2 5～ 15% な し

出力傾域中性子束及び
夕‐ビン負荷が定格出
力の10%以 下の場合、
自動で原子炉非常停止

信号が阻止される。

(浅 1)

― ― ―
―

検鵬器及び作勲条件
原子炉

非常停止

信号の種類
検出器
の種類

個数 取付箇所

|     (澄 2H

I嶺写I耳と二]号耳と |

1信号の個数 |

設定値 l注,

|

1系 統 名
ン

加圧器水位

検出器

設 置 _床

加圧器水位高 3 85-95。/。

コ
こ鈍
卵
解
（〕
∝＼
＼ふ
０
）

（◆
鞘
Ｈ
伽
常

∞
沌

〕
姻
コ
ン
〕
∞
コ
′
］
Φ
コ
ン
∞
〇
コ
）

乾
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変 更 後

検出器及び作勁条件 ____原 子炉非常原子炉 .

非常停止

信号の種J買

停止信号を

発信させ

なぃ条件
の種類

個 数 設定値

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし 変更な し
の

変更なし

変更なし 変更なし

詮 の

号

の

配慮が必要な高さ

変更なし

変更なし 変更なじ
の

変 更 前

検出器及び作動条件
|

原子炉井曽停止信号を
発信させない条件

原子炉

非常停止

信号の種類
検出器
の種類

個 数 取付箇所 (H3)|

水
2 100´し300gal な し

地震大

地

震
大

(注55)

鉛直

地震大

鉛直方向 |
3 2 50-200gal な し

(歳Sお

スイ ンチ手動 2 1 な し

（↓
営
伽常
∞沌
Ю
コヾ′
Ю∽
コ́
埋
輔
ぃく螺喩
礎
）

～
、
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変 更 後

１
次
冷
却
材
灘
度
差
　
ΔＴ
　
０

20

300 310 320 330 340 350

1次冷却材平均温度 Tavg(℃ )

図1 過大温度ΔT商及び過大出力ΔT高

トリップ計画設定範囲

変 更 前

(注58)

4

過大増力△″商
トジツプ震難

（
ｐ
）
争
く

報
留

田
森

獄

た
ヽ

中

3S

30

過組 監ΔT
声トリップ
設定柱

3 305 810 915 320

1次冷押材平均諷霊 T8ヤ g(■)

図1 過大温度ΔT高及び過大出力AT商

トプップにより保護される僚域

コ
磯鶯夢
μ
〈〕
ミ＼
＼卜
０
）

（↓
蛸
コ
い
■

∞
油
〕
瀕
コ
ン
Ю
∞
コ
ン

中
〇
コ
生
ω
Ｏ
コ
）

味
馬

(注 1)記哉の適正化を行う。雛工事計画書には「原子炉スクラムの種類」と記載

(注2)記載の適正化を行う。既工事言卜画書には「スクラムに要する福数」と記申完

(注3)記栽の適正化を行う。玩工事計画書には「スクラム設定値」と記載



湮
」辣

μ
Ｏ
∞
＼
卜
じ

（↓

朝
口
頓
■

∞
油

Ｎ

ミ

コ
′

］

∞

コ
ン

〕

⑮

コ
ン

ω
Ｏ

コ
）

ヽ
＼

(注4)記載で
',適

正化を行う。既工事計画書には「スクラムを阻止するインタロックJと 記載

(注 5)記載の適正化を行う。既工事計画書には「中性子束高 (中 性子源領域)」 と記載

(注6)既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。記載内容!ま 、設計図書による。

(注 7)記栽の道正化を行うど既工事計画書には「中間領域中性子束が中性子源領域高電圧しゃ断中性子束値を超えた場合手動でスクラムを阻上できる。また出力領域中性子束が設定値 (約 10%)メ 上の場合自動的イと

スクラムを阻止するょ」と記栽

(注8)記載の適正化を行う。既工事計画書には「中性子束高 (中 間領域)」 と記載

(注9)記栽の適正化を行う。既工事計画書には「原子炉出力が設定値 (約 10%)以 上の場合手動でスクラムを阻上できる」と記載

(注 10)記載の適正化を行う。既工事計画書には「中性子束高 (出 力領域)」 と記載

(注 11)記載(夕)適正化を行うと既工事計画書には「出力領城中性子束変化率高」と記載

(注 12)記載の適正化を行う。既工事計画書には「自動安全注入信号」と記載

(注 13)工学的安全施設作動信号の非常用炉心冷却系作動信号と同じ。

(注 14)記載の適正化を行う。既工事計画書には「温度過大バT」 と記載

(注 15)記載の適正化を行う。既工事計画書には「冷却材温度差検出器」と記載

(注 16)既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。

(注 17)図 1の 設定値の変更                              ヽ

(注 le)記載の適正化を行う。既工事計画書には「過出力△TJと 記載

(注 19)記載の適正化を行う。班工事計画書には「原子炉圧力高」と記哉

(注20)SI単位に換算したものであるも

(注 21)記 載の適正化を行 う。既■事計画書には「原子炉圧力低」と記載

(注22)記 載の適正化を行う。既工事計画書には「原子炉出力が設定値 (約 10%)以 下でタービン出力が設定値以下の場合」と記載

(注23)記栽の適正化を行う。既I事計画書には「1次 冷却材流量喪夫」と記載

(遊 24)記 載の適正化を行う。瞬工事計画書には「Aループ冷却材流量検出器」と記載

(注25)記載の適正化を行う。既工事計画書には「2回 路以上の一致」と記載            `                                    ~

(注26)記 載の適正化を行う。既工事計画書には「定格値の35～ 95%」 と記載

(注27)記載の適正化を行う。既工事計画害には「Bループ冷却材流量検出器」と記載

(注28)記載の適正化を行う。既工事計画書には「Cループ冷却材流量検出器Jと 記載

(注29)記 載の適正化を行う。既工事計画書には「原子炉出力が設定値 (約60%)以下の場合」と記載

(注 30)口じ載の適正化を行う。既工事計画書には「Aループ冷却材ポンプしゃ断器補助スイッチ (断検出)」 と記載                  
′

(注31)記 載の適正化を行う。既工事計画書には「2つ以上のスイッチの一致」と記載

(注 32)記載の適正化を行う。既工事計画書には「8ループ冷却材ポンプしゃ断器補助スイッチ (断検出)Jと 記載

(注33)記 載の適正化を行う。既工事計画書には「Cループ冷却材ポンプしゃ断器補助スイッチ (断検出)」 と記哉

(注34)記 栽の適正化を行う。既工事計画書には「6,600VCl母 線電圧検出器」と記載

(注 35)記載の適正化を行う。既工事計画書には「6,600VC2母 線電圧検出器Jと 記載   :
(注86)講 競の適正化を行う。既工事計画書には「6,600VD母 線電圧検出器Jと 記載



(注37)

(注 38)

(注39)

(注40)

(注41)

(注 42)

(注43)

(注44)

(注45)

(注46)

(注47)

(注48)

(どこ49)

(注60)

(注51)

(注52)

(注53)

(注 54)

(注55)

(注56)

(注 57)

(注58)

記載の適正化を行う。既工事計画書には「6,600VCl母 繰周波数検出器」と記載

記載の適正化を行う。既工事計画書には「6,600VC2母 線周波数検出器」と記載                             ′   !
記載の適正化を行うも既工事計画書には「6,6000母線周波数検出器」と記載

記載の適正化を行う。既工事計画書には「夕
=ビ

ントジップ」と記載

記載の道正化を行う。既工事計画書には「タービン非常進断油圧検出ギ」と記載

記載の適正化を行う。既工事計画書には「64～ 7 4MPa」 と記載

記載の適正化を行う。既工事計画書には「4」 と記載   i  !
記載の適正化を行う。既工事計画書には 卜蒸気発生器水位低 蒸気―給水流畳差大」と記載 |

記載の適正イとを行う。既工事計画書には「Aル‐プ蒸気一給水流量差検出器」と記載

記載の道正化を行う。既工事計画書には「A蒸気発生器水位検出器」と記載

記載の適正化を行うと既工事計画書には「Bループ蒸気―給水流量差検出器」と記載

記載の道正化を行う。既工事計画書には「B蒸気発生器水位検出器」と記章虎

記載の道正化を行う。既工事計画書には「Cループ蒸気二給水流量差検出器」と記載

記載の適正化を行う。既工事計画書には「C蒸 気発生器水位検出器」と記裁

記載の道T化 を行う。既工事計画書に
|ま

「蒸年発生器水位異常低」と記載

本設備は、4個 のうち1個 を工学的安全施設等の作動信号で兼用

記載の適正化を行う。既工事計画書には「地慶」と記載

記載の適I化 を行う。既工事計画書には「水平方向地震検出器Jと 口己栽

記載の適正化を行うも既工事計画書には「垂直方向地震検出器」と記載

記載の適正化を行う。既工事計画書には「手動スクラムJと 記尊

記載の道正化を行う。既工事計画書には「手動スクラムボタン」と記載

既工事計画書に記載がないため記栽の適正化を狩う。記載内容は、昭和49年 2角 20日 付け 49資庁第271号にて認可された工事計画の添付資料3「制御能力計算書J による。
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8 工学的安全施設等の作助信号の種類、検出器の種類、鶴数及び取付箇所、工学的安全施設等の作動に要する信号の信数及ぴ設定植並びに工学的安全施設等の作動信号を発信させない条件

・常設 (工学的安全施設の作動信号) (1/10)

ll,66

MPatgage]

以上

計器スパン

の3%
以上

10.97

MPa[gage]

以上

設等の作動に
要する信号の

上 の詮

濃 水 防 護 上 の

配慮が必要な高さ

変更なし

変更なし

変 更 後

検出器及び作動条件

ない条件

全施設等

さ
(滋3)

配慮 が必要な高 さ

変更なし

変更なし

の

42
12,26

Va[gage]

途 水 防 譲 上 の

加 圧 器 圧 力 が

13.73MPa[gage]以 下
|

の場合、手動で非常 |

区  画

(♯

"用
炉心冷却系作動信

10,79～ 号を限上できる。な

お、上記阻上の自動
解除は、加圧器圧カ
が 13.73MPatgage]以

上、かつ中間領域中
性子束が10~1。 A以
上で行われる。

変更なし

変更なし

変更なし

0～ 19% |

一
致

遼

4

4

(,9>

区  画  番

の途 水 防 護 上

配慮が必要な高さ

上 の

号

(巌 10河

加 圧 器 圧 力 が !

13.73MPa[gagq]以 下 |

の場合、手動で非常
用炉心冷却系作動信

号を阻止できる。  |

ll,7?―

12.75

MPa Egaど e]

加圧奉

加圧器

設  置  床

系 統 名

(ラ イン名 )

力β圧器
系 統 名
(ラ イン名 )

設 置 床

設 置 床

系 統 名

(ラ イン名 )

工学的安全施設等の

作動に要する信号の
取付箇所 取付箇所個 数

種類
個数解

練
検

の

施設等の工学的安全施設等の

作動信号作勲信号を
の種類発信させない条件

検出器及び作動条件

工学的安全

施設等の作動

信号の種類

変 更 前

加
匠
器
圧
力
異
常
低

非
常
用
炉
心
冷
却
系
作
動
信
号

器

出 器

圧器水位

検

検 出

検出器

加圧器圧カ

胸n圧器圧カ

(とS)|

1加

加
圧
器
圧
力
低
と
加
圧
器
水
位
低
の
一
致

（↓
営

頓

∞
れ

〕

預

コ

〕

∞

コ

ン

恥

選
郭

騨

Ｎ

Φ

コ

∞

窓屎
コじ



(2/10)

主
蒸
気
流
量
高
と
主
蒸
気
ラ
イ
ン
屋
力
低
と
の
一
致

量

の120%
定格流

く

ぶ
ａ
咄
即
界
上
・

主
蒸
気
流
五
高
）

以 下

上 の

区

途 水 防 の

の

上 の

が 必

検出器
の種類 設

=年

十甕啓∈患家
い条件

検出器及び作動条件

工

取付箇所個数
施設等の作
動に要する

工学的安全

施設等の

変 更 後

工学的安全

施設等の

作動信号
の種類

変更なし

変更なし

変更なし

区 画  番

上 の

配慮が必要な高さ

上 の

工学的安全施設等の

作動信号を
発信させない条件

l次冷去口材平均温度
|が と次冷却材平均温
度異常低の設定値
以下の場合、手動
で非常用炉心冷却
系作勁信号を阻止
できる。

”

％

■‐

】

気発生器

(ラ イン名 )

(注|〕

倖蒸気発生器
系  極  名

⑪
主
蒸
気
流
量
高
と
主
蒸
気
ラ
イ
ン
圧
力
低
と
の
一
致

(続 く

的
２
回
路
以
上

（主
蒸
気
流
ｒ
高
）

(注6)

l i

変 更 前

|

|

・　

器

壊

出

種

検

の傲攀］攀

検出器及び作動条件

個数 取付箇所

主
恭
気
流
量
高
と
主
蒸
気
ラ
イ
ン
圧
力
低
と
の
一
致 設 置 床

設 置 床

検出器

|_

非
常
用
炉
心
冷
却
系
作
動
信
号

2

2

(遠

“

)｀

生器

C蒸気

A蒸気
発

検出器

(滋5)|(邊⊃

発生器

ンフ

1設 置 床

(ラ イ ン名 )

(と 13)

基 |

習
辣

μ
奮
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ω
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(3/10)

変更なし
期
ＭＰａ
ｇａｇｅ雄

(続き).

21

2

2

２
回
路
以
上

室
煮
釘
・フ
イ
ン
島
私
ワ
メ

主
蒸
気
流
量
高
と
主
蒸
気
ラ
イ
ン
圧
方
低
と
の
一
致

変 更 後

(ラ イン名 )

(ラ イン名〉

設  置  床

1設
置 床

1 検出器

主
蒸
気
流
量
高
と
主
蒸
気
ラ
イ
ン
圧
力
低
と
の
一
致

非
常
用
炉
心
冷
却
系
作
動
信
号

)

統

3

3

(と 18)

3

(IL20)

生器

圧 カ

C蒸気

主蒸気
発

名
・

ン
一

イ

一

ラ

一

1設  置 床

くれも)

に聴鞘鶏励牌

ゃ艤磐鶏励鶉

変 更 前

検出器及び作勁条件
工学的安全

施設等の

作動信号
の種類

検出器及び作動条件 工学的安全
施設等の

作動信号を
発信させな

い条件

二学的安全

施設等の作動
信号の種類 1言壇言塩|

工学的安全施設等の

作動に要する信号の

工学的安全施設等の
検出器
の種類

取付箇所 設定値 (±0 1  作動信号を
1発

信させない条件
個数 取付箇所

設等の作動に
設定値

要す る信 号 の

A主蒸気管 l注0 (統き 変更なし

設置床

1: 4
溢 水 の

的
主
蒸
気
流
量
高
と
主
蒸
気
ラ
イ
ン
圧
力
低
と
の
一
致

溢 水 防 護 上 の

配意が必要な高さ

B主蒸気管 (と。

ω
２
回
路
以
上

（主
蒸
気
ラ
イ
ン
圧
力
低
）

変更なし

l次 冷却材平均温度
が1次 冷却材平均温

度異常低の設定値

以下の場合 、手動
で非常用炉 心冷却
系作動信号 を阻止

できる。

設置床
(滋つ)

2,94ハ↓4.90

MPa[gage]
変更なじ 4

浴 水 護 上 の

途 水 防 護 上 の

配慮が必要な高さ

ノ
C主蒸気管 l連01 変更なし

設置床

4
上 の

区  画

遼 水 防 護 上 の

配慮が必要な高さ

遭
郭

騨
６
］＼
お
）

（↓

営

伽
命
あ

れ

Ｎ

ド
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〕
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ω
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(4/10)

変 更 前 変 更 後

検出器及び作動条件
工学的安全

施設等の

作動信号
の種類

検出器及び作動条件 工学的安全

施設等の

作動信号を

発信させな
い条件

工学的安全施 |工学的安全

施設等の作動

信号の種類

検

の

器
類

出
種

個数 取付箇所
ェ学的安全施設等の

作動に要する信号の
設定値 l注0

工学的安全施設等の

作動信号を

発信させない条件

検鶴器
の種類

個 取付箇所 肇季客誓警伝1設定値

変更なし

系 統 名

(ラ イン名 )

変更なし
I A蒸気  |

発生器 I
主蒸気流量 |

1設 置 床
l

|

2

途

区

の

検出器
 |

|

4

の

帥
２
回
路
以
上

（主
蒸
気
筑
最
高
）

が必要な高さ

主
燕
気
流
量
高
と
１
次
冷
却
材
平
均
温
度
異
常
性
と
の
一
致

〈 イン名 )
生器 伴0

B蒸気  |
発生器 1 2

変更なし
設 置 床 十10～

+400/。非
常
用
炉
心
冷
却
系
作
動
信
号

|

|

|

2 の120%
以下1主蒸気流量

|

1 検出器 ! l次 冷却材平均温度
が1次 冷却材平均温

区  画  番

の

号
1

途 上 の
次
冷
却

度異常低 の設定値

以下の場合 、手動
で非 常用炉心冷去F

系作動信 号 を阻止

できる。

変更なし 変更なし
【滋6)|

(ラ ン名 )

変更なし
C恭気

発生器

設 置 床

2 1 2

の

検出器
の

区  画

上 の

数 が 必

Cルー

(菫tう |

l次冷却材 |

変更なし
設置床

281.9℃

以上
2 28o～285℃ 4

温度検出器
|

|    |
絵 水 の

が

の

さ

遭
郭
μ
６
∞
＼
ヽ
つ

（↓
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観
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(5/10)

蝋
Ｗ

変 更 前 変 更 後

検出器及び作動条件
工学的安全

検出器及び作動条件 工学的安全

施設等の

作動信号を

発信 させな
い条件

(と 1)

工学的安全

施設等の作動

信号の種類

検出器 ―
個数 取付歯所

工学的安全施予貴等の

作動に要する信号の
設定値 lttφ

工学的安全施設等の

作動信号を
発信させない条件

等

信

設

勁

施

作

の

号 器
類

出
種

検
．の

取付箇所
設等の作動に

設定値の種類 の種類 要する信号

(と 5)|

は聴鶉鶏助鰐

(ラ イン名 )

A主蒸気管 (逆0) 変更なし

設  置

lP,>PA)

2回路

以上 設置床

3
二

致
4

伍
洩

恥

＞

の

嚇靭甦

区
キ
画  番  号

途 水 防 護 上 の

配慮が必要な高さ

系
B主蒸気管 律`。 変更なし

非
常
用
炉
心
冷
却
系
作
動
信
号

(ラ イ ン名 )

(PA>PB)

2回路

以上
主
蒸
気
ラ
イ
ン
差
圧
高

(滋,4"

B蒸気
設 置 床 設置床

ループ

器

気

生

蒸

発

主

一致

(PA,PC

>Pa)

(遊9】

間差圧
3 0-0.98 な し 変更なし

上 の
変更なし

0.94
変更なし

圧 カ
MPa[gage]

画  番 号 MPa以下

検 出器
(Pc>PB)

2回路

以上

|

盆 未 防 護 上 の

配慮が必要な高さ

フ ン
C主蒸気管 争。 変更なし

［靭陛
(Pと25)

1設  置 床

'貴

置床
C蒸気

発生器

主蒸気

歴カ

検出器

-3〔
4

⊂
現

P。 上 の

(PB>Pc)

2回路

以上
途 水 防 護 上 の

配慮が必要な高 さ

澄
郭

解
命
卜
＼
も
）

（◆
朝
コ
頓
常

ω
湧

〕
ヾ
コ
′
〕
∞
コ
′
〕
Φ
コ
ン
∞
〇
コ
）
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ヽ
静

変 更 後

検襲器及び作動条件
l嵐。1工学的安全

I学的安全施設等の1 施設等の

作動信号を  1 作動信号
発信させない条件

―
 の種類

検出器及び作動条件

踊 安全 キ
~F

観整墓字客
1警定停

|

工学的安全

施設等の

擦継嚢 1掴
数 取付箇所 (連 3) 検出器

の種類
個数 取付箇所

作動信号を

発信させな

個教 信号の個数 |

い条件

系  統  名

(ラ イ ン名 )
変更なし

設  置  床 設  置  床

格納癬‖
熟 |

(とS) (注9J

19 6～

39.2

XPa[gage]

32kPa
原子炉

2 な し 変更なし 4 変更なし 変更なし

非
常
用
炉
心
冷
却
系
作
動
信
号

格納容器 の
号

上護

番

防

画

水途

区
以 下

圧 カ 高 |

の
な

さ

上

要

護

必

防

が

水

慮

途

配

高

(ラ イ ン名 )

変更なし

設  置  床
(滋勢

'

手動
手動 2 1 な し 変更なし

遼 水 防 護 上 の
変更なし

ス イ ツチ

の

配 慮 が 必 要 な

高     さ

変 更 前

(道 1)

工学的安全

施設等の作動

信号の種類

ヨ
鶉

岸
含
頓
＼
卜
ｅ

（↓
蛸
コ
枷
常

∞
油

］
預
コ
′
］
∞
コ
ツ

Ｎ
Ｏ
コ
′
∞
〇
コ
）



(7/10)

配患が必要な高さ

上 の

変更な し

変更なし

変更なし

変更な しな し

高なが必要

1栓 水 防護 上

変 更 前 (注け
変 更 後

検出器及び作動条件
工学的安全

施設等の

作動信号
の種類

検出器及び作動条件 1工学的安全

施設等の

十作動信号を
1発信させな

工学的安全

施設等の作動

`工学的安全施設等の
五

検出器
の種類

工学的安全施設等の 作動信号を

発信させない条件
検出器 施設等の作

動に要する
信号の種類 | 個数 取付箇所 作動に要する信号の 設定値 士の種類

個 数 取付箇所 設定値
個数

ぃ条件

系 統  名

ン

|

納熊‖

置 設   置

原子炉

格納容器

圧カ

異常高

圧力

検出器

4 2 な し 変更な し 変更なし

原
子
炉
格
納
容
器
ス
プ
レ
ィ
作
動
信
号

途 水 防 護 上

区 画  番

途 水 防 護 上

配慮が必要な高さ

(ラ イ ン名 )

変更なし

手動
|ス

インチ

設  置  床

2 な し 変更なし
の

号

変更なし

区 画  番

手 動

(ラ イ ン名 )

手動
設  置  床

ス イ ツ チ
2

遭
募
騨
６
ω
＼
卜
９

（φ
引
ヨ
ｏ

，
い
沌
や
ミ
コ
ン　
博
∞
コ
ン　
Ю
⑮
コ
′　
∞
〇
コ
し

t
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上学的安全

施設等の
作動信号を

発信させな
い条件

検出器及び作動条件

取付箇所個数
動に要する

検出器
の種類 設定値

工学的安全

施設等の作 |検出器
の種類

工学的安全施設等の

作勁信号を

受信さ・せない条件

工学的安全

施設等の

作動信号
の種類

検出器及び作動条件

取付箇所 定値設個数

変 更 後変 更 前 (|。

工学的安全

施設等の作動

信号の種類

系
変更なしイン名 )

設  置

・麟鶴助鶏

(津 ?)|

終身内容器
|

圧力 |
検出器

3 2
78

kPa[gage]
な し 変更なし 4 変更なし 変更なし

主
蒸
気
ラ
イ
ン
隔
離
信
号

上護

番勅
霞

澄

区

途
配
高

水 防 譲 上

慮 が 必 要

流量高と

主黙気

ライン (注30) (注30)

生ヵほと

流量高と

1次冷却材

平均温度
(注 30)十 (津30)

と

】
」鶉

Ｐ
ａ
『＼
卜
つ

（◆
封
コ
枷
常

∞
れ

Ю
ミ
コ
′
〕
∞
コ
了
Ю
Φ
コ
ン
ω
Ｏ
コ
）

】
ヽ
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な し1

さ

区 画 番
手動

スインチ

(全ループ)

配慮が必要

高

手動

主蒸気
ライン

隔離信号

変更な し

変更なし

変更なし

変更なし

1配 慮が必要

変更なし

変更なしな し

な し

の

漆

の

配慮が必要な

高    さ

工学的安全施設等の

作助信号を

発信させない条件

工学的安全

施設等の

作助信・号
の種類

工学的安全
施設等の
作動信号を
発信させな

い条件

検出器及び作動条件

取付箇所1個数
検出器
の種類

|

|

設定値
施設等の作
動に要する

.信号の個数

変更なし

変更なし

変更なしな し 上 の途 水

の詮 水

配慮が必要な

高     さ

設定値

工学的安全施設等の

作動に要する信号の

個数

l

系 統 名

(ラ イン名 )

(ラ イン名〉

設 置 床

設 置 床

1

伶んな
設 置 床

検出器及び作動条件

取付笛所個数

手動
スインチ

(Aループ)

手動
スイ ッチ

(Bループ)

変 更 前 (連ω
変 更 後

検出器
の種類

工学的安全

施設等の作動

信号の種類

主
蒸
気
ラ
イ
ン
隔
離
信
号

手動

手動
スイッチ

(Cル ープ)

”遭
郭

μ
金
∞＼
卜
ｅ

（↓
対
コ
Ы
載

ω
滋

〕
ミ
コ
ン
時
∞
コ
′　
〕
⑬
コ
′
ω
Ｏ
璽
）

ミ



澄
郭

騨
Ｏ
ｏ＼
い
つ

（↓
酬
Ｈ
伽
常

け
れ
Ю
ミ
コ
′
〕
∞
コ
フ
　
Ю
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コ
′
∞
〇
コ

ヽ
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(10/10)

(注 1)記載の道正化を行 う。既工事計画書には 「原子炉スクラム と記載

(だ2)記載(ア)適正化を行う。既工事計画書には「スクラムに要する個数」と記載

(注3)記載め適正化を行う。班工事計画書には「スクラム設定値」と記載

(注4)記載の適正化を行う。既工事計画書には「スクラムを阻止するインタロンク」と記載                          ′

(注 5)記戦の道正化を行 ,。 既工事計画書には「自動安全注入信号」と記載

(注6)既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。                                                       、

(注7)既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。記載内容は、設計図書による。

(注8)記載の適正化を行う。既工事計画書には「両回路の一致」と記載

(注9)SI単位に換算したものである。

(注 10)記載の適工化を行う。既工事計画書には「加圧器圧力が設定値以下の場合手動で安全注入設備作動を阻上できる。」と記載

(注 11)記載の適正化を行う。既工事計画書には「加圧器圧力が設定値以下の場合手動で安全注入設備作動を阻止できる。なお、上記阻上の自動解除は加圧器鷹力が設定値以上かつ原子炉出力が設定値 (約 10~11～ 10~'

A以上で行われる。)」 と記載                                                                 ヽ

(注 12〉 記載の道正化を行う。既工事計画書には「Aループ蒸気流量高検出器」と記載

(注 13)記載の適正化を行う。班工事計画書には「Bループ蒸気流量高検出器」と記載                                          .

(注 14)記裁の導正化々行う。既工事計画書には「Cループ蒸気流量高擦出器」士1弔載

(注 15)記載の道正化を行う。既工事計画要には「2国ユ各以上の‐致」と記載

(注 16)記裁の適正化を行う。既工事計画書には「主蒸気管安全注入プロック手動操作 (2ル ープ以上から冷却材平均写度異常低信号が中ている場合に手到ブロンク出来る。)」 と記載

=聯:TTIを覇|

施設等の

作動信号を

発信さとな
い条件

検出器及び作動条件

個数
検出器
の種類

十二学的安全

設定値

変更なし

変更なしな し

区

溢

上 の

の

が必要!な 高 さ

画

水

変 更 後変 更 前 l'■ 0

工学的安全

施設等の作動

信号の種類

|

|

工学的安全施設等の

作動に要する信号の

個数
評報

工学的安全

施設等の

作動信号
の種類

検出器及び作動条件

取付箇所 設定値個数
検出器
の種類

原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
信
号

(注31)

(注30)

(注31)

(注30)

手 動

1 
手動  i

非 用

設 置 床

ライン

スイッチ

炉心

冷却系 |
作動信号 |

原子炉 |
格納容器

i

スプレイ |



(注 17)記載の道正化を行う。既工事計画書にほ「▲ループ蒸気管圧力低検出器」ど記載

(注 18)記載の道正化を行う。既工事計画書には「
1」 と記載

(注 19)記栽の適正化を行 う。既工事計画書には「Bループ蒸気管圧力低検出器」と記裁                            ′

(注20)記載の適正化を行うと既工事計画書には「Cルーブ蒸気管圧力低検出器」と記載              _
(注21)記載の道正化を行うと既平事計画書には「▲ループ冷却材平均温度異常低検出器 Bルfプ冷却材平均温度異常低検出器 C″―プ冷却材平均温度異常低検出器」と記載

(注22)記載の適軍化を行う。既工事計画書には「BループA″ =プ主蒸気管圧力差検出器 CループAループ主蒸気管圧力差検出器」と記載

(注23)(注22)、 (注24)、 (注25)の 検出器の種類の表記の変更に伴い記載の道正Tとを行う。

(注24)記栽の適王化を行う。既工事計画書には「Aル片プBループ主蒸気管E力差検出器 0ループBループ主蒸気管圧力差検出器」と記載

(注25)記載の適正化を行う。既工事計画書には「AループC′ジープ主蒸気管圧力差検出器 Bル とプC″―プ主蒸気管屋力差検出器」と記載

(崖26)記載の適正化を行う。既工事計画書には「格納容器内圧力検出器」と記我/

(注27)検 出警及び作動条件の個数4個 のうち2個 は取付箇所の変真を行うP(?P1952、 953)

(注28)記載の適正化を行う。既工事計画善には「手動」と記栽                       ・

(注29)検 出器及び作動条件の個数4個 のうち3個は取付箇所の変更を行う。 (2PT-956、 952、 953)

(注30)非 常用炉心冷却系作動信号と同じ。

(注31)原 子炉格納容器スプレイ作動信号と同い。           「
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工事計画本文
~(関

原発第123号 (平成30年 5月 24日 )にて軽微変更届出)
別紙-3-r2

(13/18)
る の るた の )に つ て 次

）
”

」〉
営
伽

‐
F昔

∞

れ

円

N

IEl

呻

∞

=日

Ю遭
Φ郭
El]卜■

■ド

ω
Ｏ
コ
）

変更なし変更なしな し

変更
なし

(江S9〕

変更

なし

定格流量の
30%以下

計器スパン
の23。/。 以上

| 十ィ:I::|;:||:!i確lw
検出器及び作動条件

取付箇所個数
検出器
の種類

原子炉

非常停止

信号の種類
発信させ

ない条件

子炉非常
止信号を

変 更 後

ヽ
ヽ
十
１
十
１

，
―

　

―
―
―
ャ

、
ァ．―
―

十
１
Ｉ

　

　

　

‐‐

， ｌ
ｌ

両
回
路
の
一
致

1

2

A素気発生器
系   統   名

(ラ イ ン 名 〉

設  置  床

|

A蒸気発生器

及び

主給水ライン

系   統   名

(ラ イ ン 名 )

設  置  床

原子炉非常
停止に要する

信号の個数

発信させない条件設定値

検出器及

取付箇所個数
検出器
の権頚

A蒸気発生器

主蒸気流量

検出器

及び

主給水流量

検出器

A蒸気発生器

狭域水位

検出器

‖
4

2

変 更 前

原子炉

非常停止

盾号の種類

Ａ
主
蒸
気
―
主
給
水
流
量
差
大

蒸
気
発
生
器
給
水
流
量
低

1卜ゝ
O



(14/18)

変 更 後

原子炉非常

停止信号を

発信させ

ない条件

更

し

変

な

変更なし 変更なし

変更

な し

検出器及び作動条件
原子炉
非常停止

信号の種類
検出器
の種類

個数 取付箇所

1艶1崇

変 更 前

府炉Ⅲ…
粂

|

検出器及び作動条件

検出器
の種類

個数 取付箇所 1輔 1離
値子炉非常停止信号を

発信させない条件

|

|

IB蒸気発生器

1主蒸気流量

|.,検 出器

系   統   名

(ラ イ ン 名 )

B蒸気発生器 |

及び   |
主給水ライン |

Ｂ
主
蒸
気
―
主
給
水
流
量
差
大

及び

主給水流量

検出器

2 設   置 l

定格流豊
の30%
メ下燕

気
発
生
器
給
水
流
量
低

両
回
路
の

一
致

な し

(ラ イ ン 名
B蒸気発生器

鞠卿鰐
置   床

計器スパン
の23%以上

2

遭
鶉
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(16/18)

変 更 後

検出器及び作動条件

検出器
の種類

非常停止
に要する

止信号を

個 数 取付箇所 設定値 発信させ

なし】条件
号の個数

変更なし

(注 50)

変更

なし

変更
なし

な し 変更なし

|

|

原子炉

非常停止

信号の種類

原子炉非常停止信号を

発信させない条件

検出器及び作動条件

設定値

定格流量
の30%
以下

計器スパン
の23%メ上

原子炉非常

停止に要する
信号の個数

1
|

|

|

|

|

す

両
回
路
の

致

2

取付笛所

C蒸気発生器
、及び

主給水ライン

C蒸気発生器

系   統   名

(ラ イ ン 名 )

設. 置   床

系 統 名

(ラ イ ン ネ )

設   置   床

個数

C恭気発生器
主蒸気流量

検出器

及び

主給水流量

検出器

2

C蒸気発生器

狭域水位

検出器

: |

検出器
の種類

原予炉
非常停止

C
主
蒸
気

|

主
給
水
流
量
差
大

蒸
気
発
生
器
給
水
流
量
低

ば

れ
こ
欝卵
μ
（卜
∞
＼＼
ド
Ｏ
）
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伽
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(注,7)記載の適正化を行う。既正事計画書には「6,6001'CI母線周波数検曲器」と記栽

(注 38)記載の道正化を行う。既工事計画書には「6,60聟 C2母線周波数検出器」と記載

(注39)記載の適正化を行う。既工事計画書には「6,60111つ 母線周波数検出器」と記栽

(注40)記栽の適五化を行う」既手事計耳書には「タービントリップ」と記載

(注41)記載の適主ィとを行う。野主事計画書には「ターゞン非常遮断油耳検出器」と記載

(注42)記載の適正化を行う。既五事計画雀には「6.4～ 7.4MPaこ と記哉

(連43)記載の道正化を行う。既工事計画書には「4」 と記載    i    f  f
(注51)記4脱の適正イとを行うぅ既工事計画書には「蒸気発生器水位異常低」と記載

(注52)本設備は、4個 のうち1個を壬学的安全施設等の作動信号で兼用  |
(注53)記載の適正化を行う。既工事計画書には「地農」と記載

(注54)記載の適正化を行う。既工事計画書には『水平方向地震検出器」と記載

(注55)記載の適正化を行う。既工事計画書には「垂直方向地震検出器」と記載

(注 56〉 記載の道五花を行う。既工喜計画書には T手動スクラム」と認域

(注 57)記載の道正化を行う。現五事計画書にはイ手動スクラムボタン」と記載

(注58)既I事計耳善に記哉がないため記載の適T化を行う。記哉凸容は、電和49年 ?月 20日 付け

(注69)平成28年 6月 10日 付け原規規発第1606105号 にて認可された既工事計画書には「2」 と記歳

49資庁第271号にて認可された二事計画の添付資料3「制御能力計算書」による。

く
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8 工学的安全施設等の作葛b信号の種類、検H器の種類、個数及び取付箇所、工学的安全施設等の作動に要する信号の個数及び設定値並びに工学的安全揮設等の作勁信号を発信させない条件

・常設 (工学的安全施設の作動信号)

月喘張-3と 1-3

(1/10)

（↓
営

伽
常

∞
油

中
Ｎ

弩
肖

瀬
」
ヽ
か
μ

（卜
萌
＼
、
卜
Ｃ
）

〕

∞

コ
ン

〕

Φ

コ
ン

ω

Ｏ

コ
）

(渡

“
〉

加 圧 器 圧 力 が
13.73MPa[gage]以

下の場合、手動で
非常用炉心冷却系
作動信号を阻上で
きる。

加 圧 器 圧 力 が

ュ3.73MPatgage]以

下の場合、手動で
非常用炉心冷却系
作動信号を阻上で
きる。なお、上記
阻上 の 自動解 除
は、加圧器圧力が
13.73MPa[gageユ  以
上、かっ中闘領域
中性子束が10~10A
必上で行われる。

(澄 33)

設等の作駒に

要する信号の

個数

設 i置  床

系   統   名
(ラ イ ン 名 )

設   置   床

設   置   床

系

で
名

ン 名 )ラ イ

カ圧
器

器
出

圧
検

加

加
圧
器
圧
力
異
常
低

加
歴
器
圧
力
低
と
加
圧
器
水
位
低
の
一
致

非
常
用
炉
心
令
却
系
作
動
信
号

4

4

4

カ圧

器

器

出

歴

検

加

カロ庄器水位
検出器

変 更 前 変 更 後

検出器及び作動条件 検出器及び作勁条件
工学的安全

施設等の作動

信号の種類
検出器
の種類

個数 取付箇所 の作動 設定値

工学的安全施設等の

作朝信号を
発信させない条件

作動信号
の種類 |の種類

個 数 取付箇所 設定値
作助信号を

発信させない条件
る信号の個数

2

ll.66

MPatgago]

以上

一
致

(滋32)

加圧器圧力が13,79+

MPa[工ge]以 下の場 i

変更なし

(ラ イ ン 名 〉

合、手動で非常用炉
心冷却系作動信号を
阻止できる。

2

1計器スパツ

| あ3%

1 以|

加圧器

加歴器圧力が 13,79

MPa[gage]以 下 の場

合、手動で非常用炉

心冷却系作動信号を

阻上できる。なお、
上記題上の自動解除

は、力圧器圧 力が

13,79霰 aigage]以
上、かつ中間領域中

性子東が10~mA以
上で行われる。

2

10.97

MPa[gage]

以上

変更なし



掲可紙 -3-1-4

(4/10)

弩
釣

変更

な し

個数
検出器
の種類

検出器及び作動条件 工学的安全
施設等の

作動信号を
発信させな

い条件

取付箇所
設等の作動に

要する信号の

個数

設定値

２
回
路
以
上

（主
蒸
気
流
量
高
）

主
蒸
気
流
量
高
と
１
次
冷
却
材
温
度
異
常
低
と
の
一
致

定格流量
の120%
以下

1次冷却材平均 Y邑 度
|

が1次 冷却材平均温|

変更
なし

1度 異常低の設定値以

1下 の場合、手動で非
1常 用炉心冷却系作動

変更なし 変更なし

!信 号を阻上できる。

281.9℃

以上

B蒸気発生器
(ラ イ ン 名

設   置   床

:A蒸気発生器

2

設   置

(ラ イ ン 名 )

床

変 更 後変 更 前

工学的安全

施設等の

作動信号
の種類

工学的安全

施設等の作動

信号の種類 |

工学的安全施設等の

作動信号を

発信させない条件

検出器及び作動条件

取付箇所
器

類

出

種

捨
仏

の
個数 の作動に要する信! 設定値

号の個数  ―

工学的安全施設等 |

主
蒸
気
流
畳
高
と
１
次
冷
却
材
平
均
温
度
異
常
低
と
の
一
致 A、  B、 Cル ープ

非
常
用
炉
心
冷
却
系
作
動
信
号

器

器出

検 出

検

主蒸気流量
・聴鶉

C蒸気発生器
(ラ イ ン 名 〉

検出器

(ラ イ ン 名 )

系

A蒸気

発生器

C蒸気

発生器

設   置   床

設   置   床

J〉
むウh
コ

伽

―曲
∞

油

酌

ミ

コ

Ю

∞

コ

時遭
く0軒
EElトユ

ぶ
＼

∞

〇
IFゝ

コ υ



別紙,3-卜 5

(7/10)

系   統   名

(ラ イ ン 名 〉

雪際
え  置   床

変更なし

な し

な し2

ン

設   置   床

変 更 前 変 更 後

攀］鱒
検出器及び作動条件 工学的安全施設等の

作動信号を

発信させない条件

工学的安全 検出器及び作動条件 工学

検

の

出器
取付箇所

工学的安全施設等の
設定値

の作動 検出器

作翫朽蜜季會摺啓稼櫓数書
等の作動信号を

発信させない
種類 作動に要する信号の個数 信号の種類 の種類

個 数 取付箇所

系 名
条件

(ラ イ ン 名 )

設   置   床

原子炉 |
格納容器 !

圧力

異常高 |

4

140kPa

[8age]

以下

な し 変更なし

原
子
炉
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
作
動
信
号 手動

スインチ

llャ{SP-1、

I MSP-2)

手 動

手動
スイ ンチ

lMSP-3、

MSP-4)

2

Ⅵ
」鶯
卵
解
（卜
点
＼＼
卜
０
）

（↓
営

伽
，

∞
油

〕
ミ
コ
ン
］
∞
コ
′
］
Φ
コ
ン
∞
〇
コ
）

常
ヽ



別紙―許卜6

(10/10)

変 更 後

検出器及び作動条件 工学的安全

施設等の

作動信号を
個数 !

検出器
の種類

取付箇所

工学的安全

施設等の作
動に要する

信号の個数

設定値 i発信 させな

い条件

非常用

炉心

冷却系

作動信号

(注 30) 変更なし

1原子炉

格納容器
(注 31) 変更なしスプレイ

号
|

系  統

(ラ イ ン 名 )

設  置  床

手 動
手動

な し 変更な しスイ ンチ

増
苺

(注 1)記載の適正化を行う。既工事計画書には「原子炉スクラムの種類」と記載

(注2)記載の適王化を行う。既工事計画書には「スクラムに要する個数」と記載

(注3)記栽の適正化を行う。既工事計画書には「スクラ

^設
定値」と記載

(注4)記載の適正化を行う。既工事計画書には「スクラムを阻止するインタロック」と記載

(注5)記載の適正化を行う。既工事計画書には「自動安全注入信号」と記載

(注6)既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。

(注 7)既工事計画書に記載がないため記載の道正化を行う。記載内容は、設計図書による。

(注8)記載の適正化を行う。既工事計画書には「両回路の一致」と記載

(注9)SI単位に換算したものである。

ァ(注 12)記裁の適正化を行う。既工事計画書には「Aループ蒸気流量高検出器」と記載

(注 13)記載の道正化を行う。既工事計画書には「Bループ蒸気流量高検出器」と記栽

(注 14)記載の道正化を行う。既工事計画書には「Cループ蒸気流量高検出器Jと 記載

(注 16)記載の道正化を行う。既工事計画書には「2回路以上の一致」と記載

(注 16)記載の適正化を行 う。既工事計画書には 「主蒸気管安全注入ブロック手動操作 (2ル ープ以上カエら冷却材平均温度異常低信号が出ている場合に手動プロック出来る。)」 と記載

(注 17)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「Aループ蒸気管圧力低検出器」と記載

(注 18)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「1」 と記載

」〉
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(注 19)記載の適正化を行う。既工事計画書には「Bル●プ蒸気管圧力低検島器」と記載

(注20)記載の道正化を行う。既工事計画芦には「Cループ蒸気管圧力低検出器」と謁載

(注22)記載の適正イヒを行う。既工事計画書には「BルギプAル‐プ主蒸気管圧力差検出器 Cル‐プAループ主蒸気管屋力差検出器」と記歳

l注23)(注 22)、
｀

(注24)、 (注25)の検出器の種類の表記の変更に伴い記載の道正化を行う。

(注24)記載の道正イとを行 う。既工事計画書には「AループBループ主蒸気管区力差検出器 CループBループ主蒸気管圧力差検出器」と記載

(注25)記載の道正イとを行う。既工事計画書には「Aループcルエプ主泰気管圧力差検出器 BループCループ主蒸気管圧ヵ差検出基」と記載

(注26)記載の適正化を行う。既工事計画書には「格糸内容器内圧力検出器」と記歳                     ^
(注27)検出器及び作動条件の鶴数4個 のうち彦個は取付箇所の変更を行う。 (2PT-9も 2、 953)

(注28)記競の適正化を行う。既I事計画書には「手動」と記載

(注 23)絵 出器及び作動条件の個数4個のうち3個 は取符箇所の変更を行う。 (2PT-960、 9j2、 053)        ′

(注30)非 常用炉心冷却系作動信号と同じ。                                _
(注31)原子炉格際内容器スプレイ作動信号と同じ。                             ・

(注32)記載の適正化を行 う。記章完内容は設計図書による。

(注33)平成28年6月 10日 付け原規規発第1606105号 にて認可された斑工事計画書には変更前に記載

(注34)平成28年 6月 10日 付け療規規発第1609195号 にて認可された既と事計画書には「2」 と記載

(注35)記載の適正化を行う。平成28年 6月 10日 付け原親規発第1606105号 にて認貫された既工事計画書には「手動スインチ」と記栽
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関西電力株式会社

高浜発電所第 2号機

使用前検査成績書

要領書番号  :原規規収第 1610072号 99

成績書管理番号 :2-歩 7

た＼孝96~年 }角

原子力規制委員会



使用前検査成績書

1発電所名    関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

2検査申請    検査申請一覧表のとおり

成績書管理番号 :2-27

ヘ

3検査期日 自

4検査場所    使用前検査記録のとおり

5検査実施者  検査結果一覧表のとおり

6検査結果    検査結果二覧表のとおり

7添付資料    使用前検査評録

あわす年キ月渉日

あ舟1年 1月 7日至

T



成績書管理番号 :2-27

検査申請一覧表

上記以降の変更を検査申請書の変更申請により確認し表中に追記する。

ゑ

検査申請書番号

(申請年月日)

関原発第 3

関原発第 4

関原発第

関原発第 2

関原発第 2

関原発第 4

関原発第 5

関原発第 5

関ヽ原発第

関原発第

関原発第 1

関原発第 2

関原発第 5

関原発第 5

関原発第 6

関原発第

関原発第

関原発第 2

関原発第 5

関原発第 5

関原発第 1

関原発第 2

関原発第 5

21号

35号

47号

03号

60号

16号

05号

13号

4号

69号

16号

05号

11号

43号

18号

23号

23号

93号

62号

85号

37号

09号

80号

(平成 28年 10月  7日 )

(平成 30年 3月 20日 )

(平成 30年 4月 20日 )

(平成 30年 7月  4日 )

(平成 30年  8月 20日 )

(平成 30年 12月  5日 )

(平成 31年  2月  1日 )

(平成 31年 ,2月  6日 )

(平成 31年  4月  4日 )

(2019年  5月 16日 )

(2019年  6月 24日 )

(2019年 8月 23日 )

(2020年  1月 31日 )

(2020年  2月 26日 )

(2020年  3月 24日 )

(2020年  4月  7日 )

(2921年  4月 30日 )

(2021年  8月  2日 )

(2022年  2月 28日 )

(2022(年  3月 15日 )

(2022年  6月 10日 )

(2022年  7月  1日 )

(2022年 12月 27日 )



ヽ
イ

検査結果す覧表

成績書管理番号 :2T27

υ

特記事項

び し/

検査立会責任者

燕イラ″、夕,とち/主任技術者

m

原子力検査官

ジ考薇八 ス

，
´
ク 駿 ″/

検査結果

ヽ

礎

検査年月日

日率
↑〈「 す 年

第
だ字 月ど!



添付資料 1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

共通事項
成績書管理番号 :2-27

検今
年月 日 :令和 ま 年 字 月 どこ

7日

検 査 場 所 :関 西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

使用前検査 申請書の確認

確認事項 確認方法 確認結果 備 考

本検 査 に係 る使用前

検査 申請書 (変更 申

請 を含む。)が準備 さ

れて いること。

記録確認

検査 をす る工事の工

程、
｀
期 日及び場所が

申請書 どお りである

こと。

記録確認 ① ―

工事 計画の認可番号

の記載が適切である

こと。

記録確認

イー



添付資料 3-1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

成績書管理番号 :2-27

検査準拘 日1令和 ♂ 年 夕 月 丁、夕占

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

確認事項 確認方法 結果 イ薦考 !

申請者の品質記録が準備されていること。 記録確認 ①―

必要な図面等が準備されている
‐こと。 図面等確認 ⑧・■

検査用計器が校iされており有効期限内である

こと及び必要な測定範囲、測定精度を有してい

ること。|

記録確認 良・〇

系統構成が完了していること。
υ 0-

す



関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

(三号検査)

添付資料ST2

使用前検査記録

成績書管理番号 :2-27

検杢年月日 :令れ す 年 生 月ど=み
検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

検 査 対 象

計測制御系統施設

制御用空気設備

主配管 別添 1参照

検査項目 判定基準 検査結果 検査方法

系統機能検査

。通水検査 (通気検査)

設備及び機器が工事計画に従い製作され、

据付けされ、所定の性能を有しており、技

術基準に適合するものであること。

花

備考

・記録確認は、工事計画に基づき申請者が行った試験 P検査の品質記録 (※)による。

※ 適合性確認検査成績書の識別番号 :T2T3二 〇〇〇2、 T2-3-0714(そ の 1)

。日視で確認した範囲 :添付資料 3二 3参照

6



添付資料 3-3

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

:     (立 会検査)

成績書管理番号 :2-27

検査年月日 :令和 (″年 字 月 ク 日

検 査 場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

検査封象設備名 項 目 測定値等 検査結果 検査方法

計測制御系統施設

制御用空気設備

1主配管

系統機能検査

。通水検査 (通気検査)

う

倹

目視
※1

以下余白

備考

※ 1:検査範囲の詳細については、別添 2参照

η



い

計測制御系統施設

カロ圧水型発電用原子炉施設に係るもの (発電用原子炉の運転を管理するたつの制御装置に係るものを除く。)に あっては、次の事項

9 制御用空気設備に係る次め事項                                   _
. (5)主配管の名称、最高使用圧力、最高使用温度、外径、厚さ及び材料  ｀

・常設

変 更 後

材  料

変更なし

STPT370

S25C

厚   さ

(工配1)

(江 3)

3。 9

(最小)

6。 と

/

/
(最小)

6.1

外  径

(IIIRI)

(江 3)

60.3

(注 8)

(差し込み

部の内径 )

61.1

/

/

(差 し込み

部の内径)

61.1

最高使用

温  度

(℃ )

変更なし

(れ 5)

50

最高使用

圧   力

(MPa)

変更なし

|(注 5)

0,98

(遊 5)

0,98

名 称

変更な し

制
御
用
空
気
設
備

変 更 前

材  料

(注 4)

STPG410

厚   さ

(lIHl)

(注 3)

3_9

外  径

(Illn】 )

(注 3)

60.3

最高使用

温  度

(℃ )

50

最高使用

旺  力

(MPa)

(注り

0.83

‐名 称

(注 l

格納容器貫通都

PEN#332、  378

上流配管合流点

弁 (2MOV-6202、

6203)

制
御
用
空
気
設
備

(次ぺ‐ジヘ続 く)

渡
郭
洋
含
＼
じ
　
（↓
営
銅
■
卜
れ
Ｐ

『
コ
）

□…検査対象範囲



や

変 更 後

材  料

S25C

外  径 厚   さ

(服皿) (:l選4)

(注制

(差 し込み

部の内径 )

61.1

/

(最小 )

1

/

(差し込み

部の内径)

27,7

/
‐(最小)

4,3

最高使用

温  度

(℃ )

(注 5)

50

最高使用

匡  カ

(MPa)

(イ 115)

0,98

称

変更な し

制
御
用
空
気
設
備

変 更 前

材  料

最高使用

温  度

(℃ )

外   径 厚   さ

(m饉 ) (m阻l)

最高使用

圧  カ

(MPa)

名 称

(注 |

格納容器貫通部

PEN#o32、  378

上流配管合流点

子辞(2MOV-6202、

6203)

制
御
用
空
気
設
備

遭
郭
μ
命
＼
じ
　
（↓
営
９■
ド
溢
Ｐ

ミ
瓢
）

□…検査対象範囲



変 更 後

材  料

変更なし

STPT370

STPT370

変更なし

厚   さ

(mm)

(注 3)

3.4

(注 3)

319

外   径

(阻la)

※  儀め

34.0

(注 3)

60.3

婦〔
い
高使用

温  度

(℃ )

変更なし

く注 5)

138

最・高使用

圧  カ

(MPa)

変更な し

(注 5)

0,98

名 称

変更なし

制
御
用
空
気
設
備

変 更 前

材  料

STPG42

STPC410

F旱   さ

(皿Il)

(注 3)

3.9

(注 3)

3.9

外   径

(m14)

(造 3)

60。 3

(と a)

60.3

最高使用

温  度

(℃ )

50

最高使用

圧  力

(MPa)

0,83

名 称

(注 1ガ

角|(2V-6204A、  B)

弁(2V-62698、 C)

制
御
用
空
気
設
備

０ゝ

※ :2022年 2月 28日 付け関原発第 562号の申請を行つた範囲を除く。
(次ペィジヘ続く)

湮
郭
騨
０
＼
じ
　
（◆
朝
呂
■
か
油
Ｐ

点
コ
）

□…検査対象範囲



変 更 後

材   料

(注 13)

STPT370

(dE13)

STPT370

(Pl:6,13)

ASTM

A105

Gr Ⅱ

(S25C

相当)

厚   さ

(aull)

(注3,ぃ )

3,4

(注3,131

3∫ 9

(注 6,13)

(最小)

6.0

(注 3)

(6.0)

外  径

(■』11)

(注3,13,

34,0

(注3,13)

60。 3

(注3,S,13)

(差し湧

部の内岱

61.1

最高使用

温  度

(℃ )

(注s)

138

最高f吏用

圧  カ

lMPa)

(注 5)

0,98

称

変更なし

制
御
用
空
気
設
備

変 更 前

材 料厚   さ

(IIItll)

外  径

(:lun)

最高使用

温  度

(℃ )

最高使用

圧  力

(MPa)

名 称

舟(2V-6204A、 B)

ヂト(2V-6269B、 C)

制
御
用
空
気
設
備

渡
郭
ド
含
＼
じ
　

（↓
誉
い
令
卜
油
Ｐ

＜
コ
）

(次ページヘ続 く)

□…検査対象範囲



やヽ

材  料

STPT370

(注S)

ASTM

A105

Gr Ⅱ

(S25C

相当)

厚   さ

(mm)

(注3)

3,9

/
3.4

(注 6)

(最小)

6.0

/
(最小)

6.0

/

(注 3)

(6.0

/
6.0

/
-)

外  径

(mm)

(注 3)

60.5

/
34.0

(注 3,6)

(差し込み

部の内径)

61.1

/

(差し込み

部の内径)

61.1

/

最高使用

温  度

(℃ )

(注5)

138

最高使用

圧  カ

(MPa)

(注5)

0198

名 称

弁 (2V-6204A、 B)

九ド(2V-6269B、  C)

制
御
用
空
気
設
備

変 更 前

材   料厚   さ

(mm)

外  径

(llm)

最高使用

温  度

(℃ )

最高使用

匡  カ

(ヽIP▲)

名 称

(次ペィジヘ続く)

遭
郭
岸
ａ
＼
じ
　
（↓
洲
３
■
か
れ
Ｐ

ミ
コ
）

□・ii検査対象範囲



変 更 後

材   料

STPT370

厚   さ

(IIIEl)

(注 3)

3.9

/

/
3,9

外   径

(mm)

(注 3)

60.5

/

/
60。 5

最高使用

温  度

(℃ )

(注 5)

138

最高使用

圧  カ

(MPa)

(注 写,

0。 98

名 称

チド(2V-6204A、  B)

弁 (2V-62698、  C)

制
御
用
空
気
設
備

変 更 前

材  料F早   さ

(lllttl)

外  径

(mm)

最高使用

温  度

(℃ )

最高使用

圧  力

(MPa)

名 称

一的

(注 1)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「計器用空気乾燥器A、 B出 向の仕切弁～格ン占容器内逆上弁 (2-6204A、 色)」 と記載

(注2)SI単位に換算したものである。

(注3)公称値

(注4)記載の適正化を行 うЬ既工事計画書には「STPG42」 と記載

(注 5)重大事故等時における使用時の値

(注6)本設備は既存の設備である。

(注7)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「計器用空気乾燥器A、 B出 ロライン分岐点～計器用補助空気そう」と記載

(注8)記載の適正化を行 うと既工事計画書には「計器用補助空気そ うラインヘの分岐点～主蒸気大気放出弁および補助給水用弁」

載

(注9)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「計器用空気乾燥器A、 B出 ロライン分岐点～中間建屋および補助建屋」と記載

(注 10)当該ラィンにつぃては、主配管に該当しないため記載の適正化を行う。

(注 11)エルボについては管と同等以上の厚さのものを選定する。       ′

と記

湮
」辣
岸
金
＼
じ
　

（↓
捌
８
載
卜
沌
Ｐ

瀾
コ
）

□…検査対象範囲



(注 12)既工事計画書に記載がないため記載の適正化‐を行う。記載内容は、設計図書による。

(注 13)■ルボを示す。

(注 14)STPG42同等材 (STPG410)への取替えを行 う。

攀ゝ

浬
郭
牌
省
＼
じ
　

（↓
智
釦
＝
心
ｈ
Ｐ

預
コ
）
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計測制御系統瓶はの系統厠

(,l御用空気設枯)(1/Ⅲ

(設 計基挙対象施誠 )
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関西電力株式会社

高浜発電所第2号機

使用前検査成績書

妻領書番号 上原規規収第 1610072号 99

成績書管理番号 :2-28   1

今栞Ve年 /二 月

原子力規制委員会



使用前検査成績書

1発電所名    関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

2検査申請   検査申請下覧表のとおり

3検査期日 占 塗覇諄 θ 年ノ2月 2占

至浴和 a年 /2月 ≧日

4検査場所    使用前検査記録のとおり

5検査実施者   検査結果一覧表のとおり

6検査結果   検査結果一覧表のとおり

7添付資料    使用前検査記録

成績書管理番号 :2-28



検査申請書番号

(申請年月日)

関原発第 321号

関原発第 435号

関原発第 47号

関原発第 203号

関原発第 260号

関原発第 416号

関原発第 505号

関原発第 513号

関原発第  4号

関原発第 69号

関原発第 116号

関原発第 205号

関原発第 511号

関原発第 543号

関原発第 618号

関原発第 23号

関原発第 23号

関原発第 293号

(平成 2

(平成 3

(平成 3

(平成 3

(平成 3

(平成 3

(平成 3

(平成 3

(平成 3

(201

(201

(201

(202

(202

(202

(202

(202

(202

8年 10月

0年  3月

0年  4月

0年  7月

0年  8月

0年 12月

1年  2月

1年  2月

1年  4月

9年  5月

9年  6月

9年  8月

0年  1月

0年  2月

0年  3月

0・年 4月

1年  4月

1年 8月

7日 )

20日 )

20日 )

4日 )

20日 )

5日 )

1日 )

6日 )

4日 )

16日 )

24日 )

23日 )

31日 )

26日 )

24日 )

7日 )

30日 )

2日 )

成績書管理番号 :2-28

検査申請一覧表

上記以降の変更を検査申請書の変更申請により確認し表中に追記する。

之′



検査結果下覧表

成績書管理番与 :2-28

とν

特記事項

ftt t

検査立会責任者

姶 宅 隠 忽 浄 ポマ 主任技術碁

原子力検査官

彰 嵐 整

孝夕R み

検査結果

R

検査年月日

令和  d 年

メ芝月 2日



添付資料 1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録  |
共通事項

成績書管理番号 :2-28

検査年月日 1浴和 e年 /之 月 2日
検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 確認結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されてい

ること。

記録確認 Q■

検査 をす る工事 の工

程、期日及び場所が申

請書 どお りで あ る こ

と。  _

記録確認 O

工事計画の認可番号の

記載 が適切で ある こ

と志

記録確認 Θ・二

節



添付資料 3-1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

成績書管理番号 :2-28
● 検巻年角日:今和 0年 ノ彦 月 と 日

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

確認事項 確認方法 結果 備考

申請者の品質記録が準備されていること。 記録確認 9
必要な図面等が準備されていること。 図面等確認 ⑧。二

検査用計器が校正されており有効期限内である

こと及び必要な測定範囲、測定精度を有してい

ること。                '

記録確認 個>一

系統構成が完了していること。
立会/

記録確認
.良 i0

=



関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

(三号検査)

添付資料 3-2

使用前検査記録

成績書管理番号 :2-28

検査年月日:姿釉 じ年 ノ2月  亀 日

検 査 場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

検 査 対 象

発電用原子炉施設

放射線管理施設

生体遮蔽装置 外部遮蔽

原子炉格納施設 手次格納施設

鋼製格納容器

外周コンクリー ト壁 外部しゃへい建屋 (2次格納施設)

別添 1参照の太線枠内の範囲

検査項目 判定基準 検査結果 検査方法

機能検査

・材料検査

・寸法検査

・外観検査

・据付検査

設備及び機器が工事計画に従い製作

され、据付けされ、所定の性能を有し

ており、技術基準に適合するもので

ある,こ と。

ヽ

衰
⑪

∞

備考

。記録確認は、工事計画に基づき申請者が行つた試験 。検査の品質記録 (※ )による。

※ 適合性確認検査成績書の識別番号 :T2■■302(その 1)(その2)(その 3)

。目視で確認した範囲 :添付資料 3-3参照

r



添付資料3-3

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

(立会検査〉
I                  成績書管理番号 :2-28

検査年月日 :【浄 クd年 /2月 2 日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

検査対象設備名 項 目 測定値等 検査結果 検査方法

発電用原子炉施設

放射線管理施設

生体遮蔽装置 外部遮蔽

原子炉格納施設 二次格納施設

鋼製格納容器

外周コンクリー ト壁

外部しゃへい建屋 (2次格納施設)

機能検査

・据付検査

↓碇 目視
※

備考

※ :別添 1の太線枠内の範囲

ク



変 更 後

冷却方法 材   料

変更な し
鉄筋コンクリー ト

(密度2.1とんn3以上)

鉄筋コンクヅ‐ ト
(密度2.lg/cm3以上)

自然冷却

主 要 寸 法

(最′lヽ厚 さ)(m)

0.895

(0,900( 注 4)
)

(■的

■呵―

種類

(注 7)

上部

(注 8,

下部

ド
I

ム

部

円
筒
部

名称

(注 6)

外
部
遮
薇

変 更 前

材  料

(注 5)

鉄筋コンクリー ト

(密度2.3g/ch3以上 )

冷却方法

自然冷却

主 要 寸 法

(最′lヽ厚さ)(m)

■
(注 2)

(注3,4))

種類

円
筒
都

名 称

(注 1)

外
部
遮
蔽

―
　
囀
奮
卜

出
【
１
０
ｌ
ω
ｌ
∞
　
Ｉ

封

(注 1)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「外部し峯へい」と記載

(注 2)既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行 う。記載内容は設計図書によるも

(注 3)記載の道正化を行 う。既工事計画書には■■■ と記載

(注4)公称値

(注 5)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「鉄筋コンクリー ト (比重2.3以 上)」 と記載

(注6)設備区分 7.原子炉格納施設では外部しゃへい建屋として申請

(注 7)外都遮蔽円筒部のE.L.■日mを超える部分          !
(注 8)外部遮蔽円筒部のE.L.■ m以下?部分

頓
奪
が

一
ぐ



2 二次格納施設に係る次の事項

(2)鋼製格納容器に係る次の事項

イ 外月コンクリー ト壁の名称、種類、主要寸法及び材料

ヽ

―

囀
Ｅ
Ｉ

四

１
ミ
ー
〕
―
ド

ー

(注 1)

(注 2)

(注 3)

(注 4)

(注 5)

(注 6)

公称値

外部遮蔽円筒部の

外部遮蔽円筒部の

超える部分

下の部分

既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。記載内容は、設計図書による。

記載の適正化を行 う。既工事計画書には |||と 記載

既工事計画書に記哉がないため記載の適正化を行う。記載内容は、平成5年 11月 19日 付け5資庁第12594号にて認可された工事計画

の添付図面第2図 「外部しゃへい建屋構造図」による。                     1

当
餅

入
ぷ

変更後

変更な し

円筒上部 ドーム型

変更な し

変 更 前

外部 しゃべい建屋 (2次格納施設 )

たて置円筒型

鉄筋 コンクリ■ ト

名 称

m

Hl

m

m

皿

m

種 類

内 径

ド ー ム 都 厚 さ

胴   壁    厚

胴 壁 高 さ

基   礎   版 僅の

全 高 学ω

材 料

主
要
寸
法

(注7)記載の適正化を行うと既工事計画書には と記載



，ヽ

′

(注 8)記載の適正化を行 う。既工事計画書には と記載

(注9)記載の適正化を行 う。既工事計画書には「地上高さ (金高)」 と記載

(注 10)記載の適正化を行 う。既工事計画書には

‐

と記載

＼
思

‥
　
囀
は
Ｉ

Ｈ
【
―
ミ
ー
囀
１
囀
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轡
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関西電力株式会社

高浜発電所第 2号機

使用前検査成績書
イ

要 領書番 号  :原規規収第 と610072号 99

成績書管理番号 12-29

今
～

θ年 //月

原子力規制委員会

ヽ



使用前検査成績書

成績書管理番号 :2二 29

1発電所名    関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

2検査申請    検査申請一覧表のとおり

3検査期日 自をかなン 0 年//月 うφ日

至浴球フさ 年〃月?J~日

4検査場所
｀
  使用前検査記録のとおり

5検査実施者   検査結果ァ覧表のとおり

6,検査結果    検査結果一覧表のとおり

71添付資料    使用前検査記録



関原発第 3

関原発第 4

関原発第

関原発第 2

関原発第 2

関原発第 4

関原発第 5

関原発第 5

関原発第

関原発第

関原発第 1

関原発第 2

関原発第 5

関原発第 5

関原発第 6

関原発第

関原発第

関原発第 2

21号

35号

47号

03号

60号

16号

05号

13号

4号

69号

16号

05号

11号

43号

18号

23号

23号

93号

(平成 28年 10月  7日 )

(平成 30年 3月 20日 )

(平成 30年 4月 20日 )ヽ

(平成 30年 7月  4日 )

(平成 30年  8月 20日 )

(平成 30年 12月  5日 )

(平成 31年  2月  1日 )

(平成 31年  2月  6日 )

(平成 31年 4月  4日 )

(2019年  5月 16日 )

(2019年  6月 24日 )

(2019年 18月 23日 )

(2020年 1月 31日 )

(2020年  2月 26日 )

(2020年  3月 24日 )

(2020年  4月  7日 )

(2021年  4月 ,30日 )

(2021年 8月 2日 )

検査申請書番号

(申請年月日)

成績書管理番号 :2-29

検査申請二覧表

上記以降の変更を検査申請書の変更申請により確認し表中に追記する。

?



検査結果一覧表

成績書管理番号 :2-29

比

特記事項

丁かt

検査立会責任者

末ヤラニ.夕_と′うイ主任技術者

I線監?髯楓与探馬妬

原子力検査官

彪 八 整

一

′耳
／Rブィ

検査結果

女ヽ

検査年月日

令和  ど 年

′/月 2き日



添付資料 1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

共通事項
成績書管理番号 r2-29

検査年月耳 :今
浄

″θ年 ノイ 月 2子 日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 確認結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されてい

ることc     ´

記録確認 Q・
エ

検 査 をす る工事 の工

程、期 日及び場所が申

請書 どお りで ある こ

と。

記録確認 Q―

工事計画の認可番号の

記載 が適切で ある こ

と。

記録確認 Q・ ―

χ



関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

(三号検査)

添付資料 3-1

使用前検査記録

成績書管理番号 12-29

検査年月日:え瀬レ0年 /ノ 月 オ 日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

確認事項 確認方法 結果 備考

申請者の品質記録が準備されていること。 記録確認 Q,一

必要な図面等が準備されていること。 図面等確認 Q・
二

検査用計器が校正されており有効期限内である

こと及び必要な測定範囲、測定精度を有してい

ることj

記録確認 Q

系統構成が完了していること。
@
記録確認

Qと 一

ぜ
―



添付資料 3-2

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

成績書管理番号 :2-29

検査年F日 :今倖 o年 ノ/月 ?す 日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

検 査 対 象

原子炉格納施設

圧力低減設備その他の安全設備

放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並びに格納容器再循環設備

主要弁

別添 1参照の太線枠内の範囲

検査項目 判定基準 検査結果 検査方法

機能 。性能検査

i弁動作検査

設備及び機器が工事計画に従い製作

され、据付けされ、所定の性能を有し

ており、技術基準(適合するもので

あること。

飛
⑪

記録確認

備考

●

。自視で確認した範囲 :添付資料3-3参照

ど
.



添付資料 3-3

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録′

(三号検査)      |
(立会検査)

成績書管理番号 :2-29
検査年月日:今寂 e年 ″/月 ′ご 甲

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

検査対象設備名 項 目 測定値等 検査結果 検査方法

2VS-56A 弁動作検査 負

目視
※

2VS-56B 弁動作ブ決査 女

備考

※:別添 1の太線枠内の範囲 (検査範囲の詳細については、別添 2参照)

タ
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工事計画本文 (原規規発第1606105号 (平成28年6月 10日 認可))

原子炉格納施設 i                t           l
加圧水型発電用原子炉施設に係るものにあらては、次の事項      ン  i
3 圧力f氏減設備その他の安全設俸 lご係る次の事項

(4)放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並びに格議容器再循環設備た係る次の事項

弩

湮
郭

岸
　

（
μ
＼

ω
）

↓
蟄

ω
，

μ
岸
油

Ю
頓
コ



変 更 後

Bア ニュラス循環」F気 ファン

入ロライン

2VS-56B

(注 1

2VS-56A

(注 10)

Aア ニュラス循環JF気フテン

入ロライン

変 更 前 |

2VS-56A、  B(注
1,2)

0.015(注 3)

115(注 3)

ASTM A352LCB(SCPと 1本日当 )

℃

MPa

Hlm

呼  び  径 帷。

弁 ふ た 厚 さ 工阻 l

箱弁

の

号

上護

番
萌
画

水詮

区

の

さ上
姉

護

要

防

必
水
肺

栓

配

最 高 使 用 圧 力

最 高 使 用 温 度

主
要
寸
法

材
料

空気作動

数

駆

個

動  方  法 l注め
|

取
付
箇
所

統 名

＞

系

く ラ イ ン 名

称名

種 類 止め弁 徳3)

oヽ

ヅ 主要弁の名称、種類、最高使用圧力、最高使用温度、主要寸法、‐材料t駆動方法、個数及び取付箇所
。常設

削
垂
郭
Ｐ
　
　
（
画
＼

０
）

↓

辞

ω
■

岸

滓
れ

〕

頓

コ

:検査対象範囲



(注 1)記載の適正化を行 う。既工事計画書には、放射線管理設備のうち換気設備に記載

(注2)記載の適正化を行 う。既工事計画書には イ自動バタフライ弁」と記載

(注3)既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。記載内容は、設計図書による9

(注4)記載の適正化を行う。既工事計画書には「日径」と記載

(注5)記載の適正化を行 う。既工事計画書には と記載

(注6)既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行 う。記載内容は、計測結果による。

(注 7)公称値

(注8)記載の適正化を行 う。既工事計画書には 「駆動方式」と記載

(注9)記載の適正化を行 う。既工事計画書には 「4個 (予備2個 )」 と記載

(注 10)既 工事計画書に記載がないため記載の適正化を行 うと

＼
も

コ
量
邦
岸
　
　
（
∞
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∽
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↓
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∞
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Ｐ
ド
沖
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検査範囲図 (配置図 1/2)

高 浜 発 電 所 第 2号 機

関 西 電 力 株 式 会 社

第7卜42図工事計画認可申請

原子炉格納施設に係る機器の

配置を明示 した図面

(圧力低減設備その他の安全設備

(放射`l生 物質濃度制御設備及び

可燃性ガス濃度制御設備並びに

格納容器再循環設備))(1/6)

れ
こ銘
か
Ю
（ド＼
時
）

囀
”



峰

＼

高 浜 発 電 所 第 2号 機

工事計画認可申請 1第 7144図

原子炉格納施設に係る機器の

配置を明示した図面
(圧力低減設備その他の安全設備
(放始 l生物質濃度制御設備及び
可燃性ガス濃度制御設備並びに

格納容器再循環設備))(3/6)

削
量
鉢
一Ю
（］
＼
時
）

Ю
働

関 西 電 力 株 式 会 社
IIE



関西電力株式会社

高浜発電所第 2号機
ツ
使用前検査成績書

要 領 書 番 号  :原規規収第 1610072号 99

成績書管理番号 :2-30     +

枷 θ 年 力 月

原子力規制委員会



使用前検査成績善

1発電所名    関西電力株式会社高浜発電所第 2号機

2検査申請    検査申請二覧表のとおり

3検査期日 自若覇ンd 年′ノ月2」 日

至 今紳 。 年〃月
=れ

4検査場所    使用前検査記録のとおり

5検査実施者   検査結果一覧表のとぉり

6検査結果    検査結果一覧表のとおり

7添付資料    使用前検査記録

成績書管理番号 :2〒 30



検査申請書番号

(申請年月日)

関原発第 321号

関原発第435号

関原発第 47号

関原発第 203号

関原発第260号

関原発第416号

関原発第 505号

関原発第 513号

関原発第  4号

関原発第 69号

関原発第 116号

関原発第 205号

関原発第 51ヽ 1号

関原発第 543号

関原発第 618号

関原発第1 23号

関原発第 23号

関原発第 293号

(平成 2

(平成 3

(平成 3

(平成 3

(平成 3

(平成 3

(平成 3

(平成 3

(平成 3

(201

(201

(201

(202

(202

(202

(202

(202

(.・202

8年 10月  7日 )

0年  3月 20日 )

0年  14月 20日 )

0年  7月  4日 )

0年  8月 20日 )

0年 12月  5日 )

1年 2月  1日 )

1年  2月  6日 )

1年  4月  4日 )

9年  5月 16日 )

9年  6月 24日 )

9年 8月 23日 )

0年  1月 31日 )

0年  2月 26日 )

0年  3月 24日 )

0年  4月  7日 )

1年  4月 80日 )

1年 8月 2日 )

成績書管理番号 :2-30

検査申請■覧表

上記以降の変更を検査申請書の変更申請により確認し表中に追記する。

砲



検査結果一覧表

成績書管理番号 :2-30

Q

特記事項

薄 し

検査立会責任者

翠 入ク ″・ タ
ャと

Pノ 主任技術者

睡 聡応そく7チ佐穎髄躍

原子力検査官

彰 八 ▽

辛米 み

検査結果

及

検査年月日

令和 ご 年

// 月z子 日



添付資料 1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

共通事項
成績書管理番号 :2-30

検套年月日:今慕FO年 ノ/Fを計 日

検 査 場所 :F,尋西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 確認結果「 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されてい

ること。

記録確認 Q・ 一

検査 をす る工事 の工

程、期日及び場所が申

請書 どお りで ある こ

と。

記録確認 Q

工事計画の認可番号の

記載が適切で ある こ

と。

記録確認 Θ

ズ



添付資料3-1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

'     (三 号検査)

成績書管理番号 :2-30

検査年月日 :浴庶 怠 年 ノノ 月 2汁 日

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

確認事項 確認方法 結果 備考

申請者の品質記録が準備されていること。 記録確認 Θ・一

必要な図面等が準備されていることと 図面等確認 Θ・■

検査用計器が校正されており有効期限内である

こと及び必要な測定範囲、測定精度を有してい

ること。

記録確認 Θ丁―

系統構成が完了していること。
υ
記録確認 〇 ■

す



添付資料 3-2

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

成績書管理番号 :2-30

検査年月日 :今浄■ 年 ノ/月 2+日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

検 査 対 象

原子炉格納施設

圧力低減設備その他の安全設備

放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並びに格納容器再循環設備

主配管

別添 1少照の太繰枠内の範囲

検査項目 判定基準 検査結果 検査方法

機能 i性能検査

・通水検査 (通気検査)

設備及び機器が三事計画に従い製作

され、据付けされ、所定の性能を有し

ており、技術基準に適合するもので

あること。        ,

社 O
記録確認

備考

。目視で確認した範囲 :添付資料 3-3参照

ど



添付資料 3f3

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(三号検査)

(立会検査)|
成績書管理番号 :2工 30

検査年月日 1神 0年 /ノ 月 を」 日

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

検査対象設備名 項 目 測定値等 検査結果 検査方法

アニュラス出口取合点

排気筒取合点

通水検査

(通気検査)

ヽ

衰 目視
※

備考                      ｀

※ :別添 1の太線枠内の範囲 (検査範囲の詳細については、別添 2参照)

ク
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工事計画本文 (原規規発第160610j号 (平成28年む月10日 認苛))

原子炉格納施設 |                                       _

加圧水型発電用原子炉施設に係るものにあらては

'次

の事項
3 圧力千氏滅設備その他9寮全設備鷹係る次の事項年

(4)放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備逆びに格納容器再循環設様に係る次の事項

6◇

選
郭
μ
　

（
μ
＼
卜
）

↓
営
∞
常

岸
μ
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〕
ｂ
コ



ヽ0

ヌ 主配管の名称、最高使用圧力、最高使用温度、外径、厚さ及び材料

・常設

変 更 後

材  料

変更なし

(注 3)

125

変更なし

厚   さ

(HHl)

外  径

(mm)

最高使用

温  度

(℃ )

最高使用

圧  カ

(MPa)

変更なし

(注 3)

0.00245

名 称

可
燃
性
ガ
ス

濃 放
度 射
制 性
御 物
設 質
備 濃
並 度
び 制
に 御
格 設
納 備
容 及
器 び
再
循
環
設
備

SS41

変更なし
SS41

SS41

変 更 前

材  料厚    さ

(mm)

(注 2)

6

(注 2)

2.3

(注 2)

2.3

最高使用|

温  度|

(℃ )

外  径

(mm)

|

(注 2)

O.015 115
450

×

450

|

|

最高使用

圧  力

(MPa)

名 称

(注 1)

可
燃
性
ガ
ス

濃 放
度 射
制 性
御 物
設 質
備 濃
並 度
び 制
に 御
格 設
納 備
容 及
器 び
再
循
秦
設

・

備

アニュラス

出口取合点

排気筒

取合点

Ⅵ
量
郭
｝
　

一（
時
＼

卜
）

◆
替

け
常

解
μ
通

ｕ
朝
亜

検査対象範囲



変  更 後

外 _径厚   さ材  料

(1肛■) (lBIn)

変更なし

剥 3。劇Stti

変更なし

最高使用

温  度

(℃ )

変更なし

(注 3)

125

最高使用

匠  力

(MPa)

変更なし

´
(注3)

0,035

r~

材 料 名 称

変更なし

可
燃
性
ガ
ス

濃 放
度 射
制 性
御 物
設 質
備 濃
並 度
び 制
に御
格 設
納 備
容 及
器 び
再
編
環
設
備

変 更 前

SS41

SS41

SS41

厚   さ

(mm)

、(注 2)

2,3

(注 2)

2.3

(滋 2,4)

2.3

/
2.3

外  径

(mm)

(注 2)

508

(注 2)

500

×

500

(注2,1)

500

X

500

/
508

最高使用

温  度

(℃ )

0.015 115

最高使用

圧  カ

(MPa)

名 称

(送 1

可
燃
性
ガ
ス

濃 放
度 射
制 性
御 物
設 質
備 濃
並 度
び 制
に 御
格 設
納 備
容 及
器 び
再
循
環
設
備

アニュラス

出口取合点

排気筒

取合点

ヽ
』

コ
電
郭
μ
　

（
ω
＼
＼
ふ
）

φ
首

∞
韓
工

岸
沌

Ｎ

観

コ
検査対象範囲



⊃

(注1)既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。記載内容は、設計図書,こ よると

(海2)公称値

(注3)重大事故等時における使用時の値

(注4)八 日と出日の口径が異なる管おある。

(注,)本設備は班存め設備である。

＼
＼

ノ

瀬
乏
郭
μ
　
　
（
卜
＼

ヽ
）

◆

轡

∞
常

μ

岸
れ

〕
～

コ
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検査範囲図 (配置図 1/2)

工事計画認可申請  第7-卜42図

高 浜 発 電 所 第 2号 機

原子炉格納施設に係る機器の

霊置を明示 した図面

(圧力低減設備その他の安全設備
(放射性物質濃度制御設備及び

可燃性ガス濃度制御設備並びに

格納容器再循環設備))(1/6)

湘
Ｅ
卦
一憎
（卜＼
】

属

油

誤

「
関 西 電 力 株 式 会 社



＼

υ

ヽ
″

第7 1 44Ⅸ
I

工事計画課可申請

高 浜 発 電 所 第 2;機

原子炉格納施設に係る機器の

配置を明示 した図面

(圧力低減設備その他の安全設備
(放射隆物質濃度制御設備及び
可然性カス濃度布1御設備並びに

格納容器再循環設備))(3/6)

瀬
豪
く卵
日
（囀
＼
囀
）

↓
営

∞
ギ

Ｆ
油

囀
的
工

関 口f電 力 株 式 会 社



関西電力株式会社

高浜発電所第 2号機

使用前検査成績書

要領書番号 :原規規収第 1610072号 99

成績書管理碁号 :2ぎ士

獲堺7す 年 ρ月

原子力規制委員会



｀
使用前検査成績書

1発電所名 関西電力株式会社高浜発電所第2号機

2検査申請    検査申請一覧表のとおり

成績審管理番号 12-31

3弊李期耳
「 ∫  ｀自今萌口 甘 年″月z″日

至神 計 年′月oノ 甲

4検査場所    使用前検査記録のとおり

5検査実施者  
・
検査結果■覧表のとおり

「

6検査結果   検査結果一覧表のとおり

7添付資料    使用前検査記録



検査申請書番号

(申請年月日)

成績書管理番号 :2-31

検査申請一覧表

関原発第 321号

関原発第435号

関原発第 47号

関原発第 203号

関原発第 260号

関原発第416号

関原発第 505号

関原発第 518号

関原発第  4号

関原発第 69号

関原発第 116号

関原発第 205号

関原発第 511号

関原発第 543号

関原発第 618号

関原発第 23号

関原発第 23号

関原発第 293号

関原発第 562号

関原発第 585号

関原発第 137号

関原発第 209号

関原発第 580号

関原発第 80号

関原発第 166号

関原発第 256号

(平成 28年 10月  7日 )

(平成 30年  3月 20日 )

(平成 30年 4月 20日 )

(平成 30年  7月  4日 )

(平成 30年  8月 20日 )

(平成 30年 12月  5日 )

(平成 31年  2月  1日 )

(平成 31年  2月  6日 )

(平成 31年 4月 4日 )

(令和 元年  5月 16日 )

(令奉H 元年  6月 24日 )

(201`9年  8月 23日 )

(2020年  1月 31日 )

(2020年  2月 26日 )

(2020年  3月 24日 )

(2020年  4月  7日 )

(2021年  4月 30日 )

(2021年  8月  2日 )

(2022年  2月 28日 )

(2022年
＼
3月 15日 )

(2022年  6月 10日 )

(2022年  7月  1日 )

(2022年 12月 27日 )

(2023年  5月 26日 )

(2023年 6月 21日 )

(2023年  7月 26日 )

上記以降の変更を検査申請書の変吏申請により確認し表中に追記するも

Z



検査結果一覧表

成績書管理番号 :2■ 31

特記事項

り に

検査立会責任者原子力検査官

こAヽ―
/ラ ト ハ √

彰 八 を

多オ
`下

盈 T夕寸

検査結果

夜ヽ

検査年月日

看鴻w∫ 年

♂月z′ 日
29騒
,つ ロ
ど,a

働

択 今代汚斉浴ヽ B19ゥ



添付資料 1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

共通事項
成績書管理番号 i2-31

検巻年月|:Z湧ンす年 房 月 ξテ 耳
ど ク

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜契電所

検査前確認事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 確認結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されてい

ること。 や

記録確認 ρ―

検査 をす る工事 の工

程、期日及び場所が申

請書 どお りである こ

と。

記録確認 Θ・T

工事計画の認可番号の

記載が適切であてるこ

と。

記録確認 ⑧・一

″



添付資料 3-1

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(匹l号検査)

1    成績書管理番号 :2-31

族査等月日 1姿澪,汁 年 ′ 月 :ダ 日

ご′ l

i l               i              d′
検 査 場 所 i関西電力株式会社高浜発電所

検査前確認事項

確認事項 確認方法 結果 備考

申請者の品質記録が準備されていること。 記録確認 Q・ 二

必要な図面等が準備されていること。 図面等確認 Q
検査用計器が校正されており有効期限内である

こと及び必要な測定範囲、測定精度を有してい

ること。

記録確認 Q・ ,=

系統構成が完了していること。
9
∽ ⑧fT

,



添付資料 3-2

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録
!  (四 号検査) .

成績書管理番号 :2-31

検査年月日 :ン御レ す 年 ′ 月 ゴ奔 日
・          づ

′                                               せ/

検 査 場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

検 査 対 象

原子炉格納施設         、  |
原子炉格納容器

原子炉格納容器配管貫通都及び電気配線貫通部

伸縮式配管貫通部

電気配線貫通都  別添 1に示す範囲

検査項 目 判定基準 検査結果 検査方法

漏えい率検査

原子炉格納容器全体漏えい

率検査 (A種試験)

設備及び機器が工事計画に従い製作

され、据付けされ、所定の性能を有し

ており、技術基準に適合するもので

あること。

費
⑩

備考

・記録確認は、工事計画に基づき申請者が行つた黙験・検査の品質記録 (※)による。

※ 適舎性確認検査成績書の識別番号14T2i4-0363
1自視で確認した範囲 :添付資料3-3参照



添付資料 3∵ 3

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

(匹l号検査),    !
(立会検査 )

成績書管理番号 :2-31

検査年月、日か す 年 ′ 月
露

日

、                                         ″゙、

″          検 査場 所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査結果

検査対象設備名 項 目 測定値等 検査結果 検査方法

伸縮式配管貫通都

貫通都番号 :250,351,352

電気配線貫通都

貫通部番号 :55α 553,555

559,561

漏えい率検査※
l

原子炉格納容器全体漏え

しヽ率検査 (A種試験)

別紙 1参照 花 目視

備考 :

※ 1:社団法人 日本電気協会電気技術規程 JEAC 4203-2017「 原子炉格納容器の漏えい率試験規程」

に率拠して実施          サ



添付資料 3-4

関西電力株式会社高浜発電所第 2号機 使用前検査記録

検査用計器二覧表
成績書管理番号 :2T31

‐  
検

言守

月
テ
日:令不日o年 〆 月

:奔
日

検査項目 検査用計器 管理番号 測定範囲 浪1定精度
校正年月日

有効期限
備考

漏えい率

検査
:

クオーツマアメータ
2023.3.8

2024.3.7

精密圧力計
2023.2.28

2024。 2.27

温度検出器
2023.8.1

2024.7.31

仕測定温度

露点検出器
2023.7,29

2024.7.28

露点変換器
202312.8

2024.2.7

露点変換器
2023.2.8

2024.2!7

加圧器水位計

(冷態用)

202Z12.13
次回定期事
業者検査

A余熱除去

ポンガ出口温度

2023`1.27
次固定期事
業者検査

以下余白

伊



別紙 1

1.蒲えい率検査          ′

2.検今年月日:令糾 ∫年 ″月ど

'日

検査圧カ

(kPa)

判定基準

侶/da→

平均漏えい率の95%信頼限界

(上の限界)

協/da→

之々 ′′ノ
≦0.08 ′f′ /夕 /ri

備考

ダ



工事計画本文 (原規規発第1606105号 )(平成28年6月 10日 認可)

(4)原子炉格納容器配管貫通部及び電気配線貫通部の名称又は貫通部番号、種類、個数、最高使用圧力、最高使用温度、構成、主要寸法及び材料c 伸縮式配管貫通部

＼
も

号

変更なし

ス リープ

責通配管
80

変更なし

材

同 左

後

仲縮継手

(どこ>
138

351

351

変更な

し変更な

種 類

138

351

し

瀬

頭 層す
|

変更な し

変更な し

(■91 取付 )

変更なし

0.305 変更な

変 更 な し

(tS】

0.306

1短  管

主要寸法 (nl n)

外  径 長  さ   厚  さ

変 更
―
最高使用 最高使用 |

個数 圧  力 温  度
I構  成

(MPa)  (℃ ) |

1変更なし
|

変更な し

lr
8.0  1

更な し

―端  板
し くスリ

端   板

(配管

十 取付)

質通配智

ス リー

ス リー

0 261

7.48

0.261

成

貫通配管

伸結継手

122

122

291

貫通部

(渡 〔澪

材  料
厚   さ長   さ

変 更 前

短  管

短  管

7.48   1   291

主要寸法 (mm)歳商使用

温  度 構

(℃ )

最高使用

種類  個数 圧  力

(MPa)

30B

責通部

貞通部

番 号

端  板
(配管
取付 )

端  板
(配管
取付 )

端  板

(注0(ス リー
291   取付〉

端   板

(とol(ス リー
291 1 取付 )

選
鶉

ユ

（
一
＼

観
）

（◆
普
輸
載
∞
油
遂
穐
や
８
ｈ
４
コ
）



1景高使用

種類 個数 圧  カ

費通部

変 更 前

最高使用

温  度 構  成

主要寸法 (mm)
|

最高使用 最高使用

種類  
“

田徴 圧  力 温  度 格

(MPa)     (℃ )

変更な し

(産 3)|

138

変更なし

. 0.3059変更なし

外  径 1長  さ
―
 厚  さ

変 更 後

成

主要寸法 (m ll)

変更なし

貫通部 |

番 号

226

外  径 料
卜を材 材長  さ  厚  さ

(MPa) (℃ )

122 スサープ

1伸
|

箱継手

伸絡継手

端  板
(注6)(ス リープ

230      買文卜↓)

端  板
(配管
取付 )

短

司

変更なし 凱R

管

　

一

ミ
1 748

(ユ

=0)I

I貫

通配管
変更なし 変更なし

(滋 8)

8.0 351

(,■ 3)

122 ス リ

変更な し

0.305

変更な し

(注と

'ス

リープ
138

伸縮継手

端   板

変更なし (ス リー

(建0 取付)

351
1端  板

(配管
取付 )

1短  管

変更なし

(滋0貫通配管
351

同 左 同 左

貫通都

端  板
(ス リープ

駁付 )
変更なし230

端  板
(百己管
取付 )

短   管

前
患
郵

ユ

（
博
＼

９

）

（◆
普
”
常
ф
れ
鰐
穐

，
８
Ｌ
一
四
）

変更なし

8.0

部

号

7.43
(注 6〉

貫通配管



ヽ
Ｎ

(注1)班工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。

(注娑)既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行 う。記載内容は、B毛 工事計画春に記載の原子炉格納容器の最高使用圧力の値

(注3)既工事計画書に記載がないため辞載の適正化を行う。記栽内容は、既工事計画書に記載の原子炉格丼菊容峯の最高使用温度の値

(注 4)記載の道工化を行 う。既工事計画書には         と記載

(注5)公称値  、

(注 6)既工事計画書に記我がないため記載の適正化を行う。記守寅ぬ容は、設計図書による。

(注7)記載の適正化を行う。既工事計画書には「ASTM A516 0r 70 A300及びSUS27HPJと 記載                 ,
(注8)重大事故等時における使用時の値                            .
(注9)記栽の適I化を行う。既工事計画書には『ベローズ」と記載

(注 10)既工事計画書に記載がないため記裁の適正化を行う。記載内容は、昭和48年 10月 26日 47公第139号 にて認可された工事計画書の添付資料12■ 「安全注入再循環配管、内部スプレ再循環配管格納容器貫通都強度

計算書 (分割第?次 申講分 資料8-1)に よる。

(注11)記載の適正化を行う。既工事計画書には「SUS304RP」 と記載

(注 12)貫通配管については、原子炉冷却系統施設のうち主蒸気・主給水設備と兼用                                                           ,
(注 13)既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。記段内容は、昭和48年 10月 26日 47公第139号 にて認可されたI事計画書の添付資料12-2「主蒸気管格納容器貫通部強度計算書 (分割第7次申請分 資料82)

による。

(注 14)SCV480相 当

(注15)既工事計画書に記載がないため記載の道正化を行う。記載内容は、昭和48年 10月 28日 47公第139号にて認可された工事計画書の添付資料12-3「主給水管格納容器責通部強度計算書 (分割第7次申請分 資料83)
による。 |

(注16)質通配管については、原子炉冷却系統施設のうち非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備と兼用

れ
尋
勢

ユ

（
ω
＼

ｏ
）

〈◆
曽
銅
＝
ф
沌
巾
Ｐ
送
Ъ

，
空
皿
）



(4)原子炉格納容器配管貫通部及び電気配線貫通部の名称又は貫通部番号、種類、個数、最高使用圧力、最高使用温度、構成、主要寸法及び材料d 電機配線貫通部

＼
∞

Gr.

及び
GSTPと

責通部

号番

変 更 前 変 更 後

最高イ吏月 最高使用

~~~‐
=す

主要寸法 (H∬ 1)

貫通部 |

番 号 |

最高使用

種類  個数 圧  力

(MPa)

最高使用

温  度 構

(℃ )

主要寸法 (■ml)

種類  個数 1圧 度 棒  成
外  径 長  さ  厚  さ

材 料 成 材  料

(℃〉
外  径 長  さ  厚  さ

スリーブ

は
１ 0.261

変更なし 変更なし
122 変更なし

嘲 51
(注 7〉

138
変更なし

貫通部

ス ノープ
同 左

ス リー ブ   回左

．‐】“す鰤
(注 13)     (滋つ〉

5  1  0,261
変更なし 変更なし

122 変更なし (滋 ?〉

0.305 138

一
斡

寛
|

ス リ

変 更 な し 変 更 な し
|

(注″>     (速 7)

0,305     138   1

3 0 261     122 変更なし 変更な し
責通部

れ
彗
郵
工

（
■
＼
ｏ
）

（◆
普
働
常
∞
油
鰐
ヽ
｝
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Ｌ
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コ
）



主要寸法 (mml

変更なし

変 更 後

変更なし

番

　

一

スリープ

種類 1個数

さ  Fオ厚

成個 数種 類
外

成

閉と板

(漣 3)1

2

圧  力 温  度 料材

一
　

さ
号 外  径

・　

径 構

1最高使用

1圧  カ

|(MPD

最高使用

1温  度

:(℃
〉

責通部

|(MP4)|(℃ )

最高使用
―
最高使用 |

変更なし,変更なし

変 更 前

主要寸法 (lllm)

長  さ  厚

質通部 |

番 号

0.305  .   138

(注 1)

(注 2)

(注 3)

(注4)

(注5)

(注6)

(注 7)

(注8)

既工事計画書に記載がなぃため記載の適正rヒ を行う。

既工事計画書に記守虎がないため記載の適正化を行 う。記哉内容はt既工事計画書に記載の原子炉格納容器の最高使用圧力の値

既工事計画書に記哉がないため記載の適正化を行う。記章兌内容は、既工事計画書に記載の原子炉格納容器の最高使用温度の値

記載の適正化を行う。既I事計画書には         と記載

公称値                      r
班工事計画書に記載がないため記1虎の道正化を行う。記載内蓉は、設計図書による。

重大事故等時における使用時の値     
‐

記載の道正化を行う。既工事計画書には「25組」と記載

ぷヽ
(注9)既工事計画書に記識がないため記載の適正化を行う。記載内容生―昭和48年 2月 19日 付け47公第11429号 にて認可された工事計画の添●資料9「格納容器電線ケープル責通部強度計算書 (通 産省告示第501号 によ

る計算書)」 による。                                                                    一

(注10)記載?適正化を行う。呼工事計画書には
―

と記載                          ヽ

(注■)記載の適正化を行 う。B毛工事計画書にな 「14紀」と記載         '
(注 12)記 載の適正化を行う。既工事計画書には「1組」と記載

(注13)記章掟の適正化を行う。既工事計画書には「5組」と記載
´
(注 14)既 工事計画書に記載がないため記載の道正Fヒ を行う。記載凸容は、昭和46年 2月 27日 付け45公第13560号 にて認可された工事計画の資料?-1「原子炉格攀容器板厚ならびに補強板等の計算書」による。

(注 15)記 載の適正化を行う。既工事計画書には                と記哉

(注 16)暁工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。記哉内容は、昭和4o年 2月 27日 付け45公第13560号 にて認、可されたと事計画の添付図面第8-3図 「貴通部スリ=ブおよび補強板寸法図」による。

れ
霊
卵

ユ

（
観
＼

９

）

（◆
普
伽
常
∞
れ
将
ヽ
や
８
Ｌ
一
Ш
）


